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もっと広く。もっと深く。  

「夢・遊び・感動」を。

うれしい。たのしい。泣ける。勇気をもらう。 

誰かに伝えたくなる。誰かに会いたくなる。

エンターテインメントが生み出す心の豊かさで、 

人と人、人と社会、人と世界がつながる。 

そんな未来を、バンダイナムコは世界中のすべての人とともに創ります。

Bandai Namco’s Purpose

大事なのは
「ファンが何を求めているか」。
ファンのリアルな反応を見ていると、まさに 
「ファンとともに創っている」実感が湧いてきます。

私たちがワクワクすることを忘れなければ、ファンの皆様にも届くと信じています。

未来を創るには、
ファンの存在は欠かせません。
つながりを磨き、深めていく私たちの想いが、 
関わるすべての人にパーパスを通じて伝わること。

誰かにとっての「楽しい」を超え、
新たな学び、機会、挑戦へとつながる。
触れた人に少しでも前向きな影響
を与えたいという想いです。

エンターテインメントは

人の心を
共鳴させる。
この共鳴の輪を広げていくこと。

IP、社員、そして
ファンの個性を活かし、

誰かの力に
つながること。
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手に取ったファンの期待が膨らむ。
心に残って語り継がれる。
そんな未来につながる作品を届けたい想いです。

パーパスは
グループの「在り様」。
笑顔をつくったその先で、「経済的な価値」「社会的な価値」
双方を生み出します。

エンターテインメントとは

「別の世界へと通じる扉」。
より深い没入体験につながる多彩な扉を提供していきます。

エンターテインメントを通じて、世界中の人の毎日をちょっと豊かにできたら。
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あなたにとって
Bandai Namco’s Purposeとは？Q.

「ファンに喜んでいただきたい」
という純粋な想いが
言語化されたもの。
進むべき方向に迷った時に立ち返る場所でもあります。

注： 本統合レポートの特集（P.49–75） 
出演者のパーパスへの想いを 
まとめたものです。 
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統合レポート2025について
　当レポートの編集にあたっては、IFRS財団の
「国際統合報告フレームワーク」および、SASB 
スタンダード分類の「おもちゃ、スポーツ用品」 
「ソフトウェア・ITサービス」の開示基準、TCFD
提言を参照しています。

見通しに関する留意事項

　当レポートに掲載されている将来に関する記

述は、バンダイナムコグループが2025年8月時点
で入手可能な情報から得られた判断に基づいて

おりますが、リスクや不確実性を含んでおります。

従って、実際の業績は様々な要因により、記述さ

れている業績予想とは大きく異なる結果となり

得ることをご承知おきください。実際の業績に影

響を与え得る重要な要因には、バンダイナムコ

グループの事業を取り巻く経済環境、市場動向、

為替レートの変動などが含まれます。

（注） 1.  当レポートに記載されている数値は、端数を切り
捨てた値です。

 2.  各種数値は、記載があるものを除き2025年8月
時点のものです。

 3.  本誌はPDF版を当社WEBサイトに掲載していま
す。本誌に修正があった場合はPDF版を修正し
ます。

WEBサイトでは、「IR・投資家情報」や「サステ
ナビリティへの取り組み」など、バンダイナムコ
グループの様々な情報を掲載しています。当 
レポートと併せてご覧ください。

www.bandainamco.co.jp

　「パーパス“Fun for All into the Future”」の制定から、

3年が経過しました。グループの最上位概念であり、グループ

のあるべき姿を示したパーパスは、グループ内にも深く浸透

していると感じています。多言語化を進めてきたことで、海外

グループ会社への浸透も進み、従業員一人ひとりが自分なり

に解釈し、実践する姿勢も見えてきました。

　2025年4月からスタートした中期計画では、前中期計画で

掲げた中期ビジョン「Connect with Fans」の位置付けを変

え、中長期ビジョンとして掲げました。「Connect with Fans」

という言葉は、パーパスとの関連性も深く、パーパスとともに

グループ内への浸透度も非常に高いものがあります。ファン

とつながることは、私たちの仕事において根幹とも言える大

切なことです。今中期計画においては、IPファンのみならず、

ビジネスパートナーや株主、従業員、社会といった360度、 

全方位であらゆる「Fans」とつながっていきます。そしてFans

とともにバンダイナムコグループはさらに成長を遂げていき

ます。

　統合レポート2025では、新たな経営体制における社内取

締役からのメッセージに加え、中期計画の概要と最前線にお

ける様々な取り組みを現場担当者が登場して、解説していま

す。ESG情報については、筆頭独立社外取締役からのメッ

セージに加え、社外取締役全員が参加した座談会を通じて

経営の監督機能としての目線を伝え、サステナブル活動に対

する具体的な取り組みも併せてご紹介しています。

　読者の皆様には、本統合レポートを通じて、バンダイナムコ

グループの目指す方向性や最新の取り組みをご理解いただ

き、今後ともご期待いただければと考えています。

 株式会社バンダイナムコホールディングス

 代表取締役社長 CEO

 浅古 有寿

バンダイナムコグループ理念体系図

ミッション（ユニットが果たすべき使命）

中期ビジョン（中期で目指す姿）

バリュー（行動規範）

企業理念
・ ミッション（企業が果たすべき使命）／ビジョン（目指す姿）
・ バリュー（行動規範）
 注：すべてはグループパーパスに紐づく

Bandai Namco's Purpose

INTRO-
DUCTION

CHAPTER 

1.

CHAPTER 

2.

人々の心を豊かにする

エンターテインメントの創出を通じて、

世界を笑顔でつないでいきます。

各事業会社

ユニット

事業

グループ
最上位概念

中長期ビジョン

TO OUR STAKEHOLDERS
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バンダイナムコグループでは、年間500以上のIPを活用し、商品・サービスを展開しています。

ここでは定番IPの一部をご紹介します。

IPラインナップ

　2015年にスマートフォン向けゲームアプリケー
ションとして誕生し、女性を中心に高い人気を集
めています。アニメ、ライブイベント、音楽CD、グッ
ズなど多彩な商品・サービスを展開しています。

　1984年に誕生し、コミックやアニメーションが
国内外で長く支持されているIPです。バンダイ 
ナムコグループでは、家庭用ゲーム、ネットワー
クコンテンツ、カード、フィギュアなど幅広い商品・
サービスを展開しています。

　35年以上にわたって親子の人気を集めており、
バンダイナムコグループでは、幼児向け玩具を 
中心に商品・サービスを展開しています。

　50年以上にわたって人気を獲得し、国内・海
外ともに幅広い年齢層に支持されています。バン
ダイナムコグループでは、玩具を中心に多彩な 
商品・サービスを展開しています。

　1999年に誕生し、コミックやアニメーションが
国内外で人気を集めているIPです。バンダイナム
コグループでは、家庭用ゲーム、ネットワークコン
テンツを中心に商品・サービスを展開しています。

　2005年より展開し、スマートフォンや家庭用
ゲーム向けのアイドルプロデュースゲームコン
テンツを中心に、男女問わず幅広い層に人気を
集めています。音楽CD、ライブイベント、アニメ、
コミック、WEBラジオ、グッズなど多彩な商品・
サービスを展開しています。

　1980年に「食べる」をテーマに、「老若男女問
わず楽しめるゲーム」として誕生して以来、ゲー
ム展開はもちろん、キャラクターマーチャンダイ
ジングや様々な企業CMでのタレント起用など、
世界中で今もなお愛されているバンダイナムコ
を代表するオリジナルIPの1つです。

　1996年に携帯型育成玩具として誕生し、今で
は親子2世代に支持されるオリジナルIPとなりま
した。ライセンスアウトの強化により世界に向け
て活動の幅を広げています。

　1979年の誕生以来、映像作品を中心に、プラ
モデルや家庭用ゲーム、ネットワークコンテンツ、
業務用ゲームなどが幅広い年齢層に支持されて
います。日本だけでなく、ハリウッド映画など世
界に展開の場を広げています。

　雑誌、映像、音楽の連動プロジェクトから生ま
れたIPです。2010年の誕生以来、誌面連載、映
像や音楽のパッケージソフトに加え、ライブイベン
トなども大きな人気を集めています。

　1966年の放送開始以来、2世代、3世代にわ
たって幅広い年齢層の支持を集めているIPです。
バンダイナムコグループでは、玩具、映像パッケー
ジなどの商品・サービスを展開しています。

　20年以上にわたって3～6歳のお子様を中心
に人気を集めています。バンダイナムコグループ
では、玩具を中心に幅広い商品・サービスを展
開しています。

　1975年から今年で50周年を迎え、日本国内は
もちろんアジアでも支持されています。バンダイ
ナムコグループでは、玩具を中心に幅広い商品・
サービスを展開しています。

　1997年に誕生し、コミックやアニメーションが
国内外で人気を集めているIPです。バンダイナム
コグループでは、家庭用ゲーム、ネットワークコン
テンツ、フィギュアなど幅広い商品・サービスを
展開しています。

TH THTH TH
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TH

THTH

DI DI

DI

DI

DI

VMVMVM AM AMAM AM

AM

AM
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IPを展開しているユニット

「アイドリッシュセブン」

「DRAGON BALL」シリーズ「それいけ ！ アンパンマン」

「仮面ライダー」 シリーズ

「BORUTO」「NARUTO」「アイドルマスター」 シリーズ 「パックマン」

「たまごっち」 シリーズ

「ガンダムシリーズ」 「ラブライブ ！シリーズ」

「ウルトラマン」 シリーズ 「プリキュア」 シリーズ

「スーパー戦隊」 シリーズ 「ONE PIECE」
TH TH

年間取扱IP数  

500以上

TH THTH

TH

DIDI

DI

VMVM VMVM AM AMAM AMAM

AM

TH

トイホビー

DI

デジタル

VM

映像音楽

AM

アミューズメント
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バンダイナムコグループは、エンターテインメント分野において、有力なIPを軸に、IPの世界観や特性を活かし、

ALL BANDAI NAMCOで多彩な事業領域を展開しています。

多彩な事業領域

 Toys
玩具

Live Entertainment
ライブエンターテインメント

Cards
カード

Amusement Machines
業務用ゲーム

Network Content
ネットワークコンテンツ

Video on Demand Content
ビデオ・オン・デマンド

Capsule Toys
カプセルトイ

 Visual & Music Content
映像・音楽

Confectionery & Foods
菓子・食品

Amusement Facilities
アミューズメント施設

Licensing
ライセンス

Movies
映画

Home Console Games
家庭用ゲーム

Works
作品制作

Collection Toys
コレクショントイ

Lifestyle
ライフスタイル

Model Kits
プラモデル
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最適な 
タイミング

最適な
地域

最適な
出口

ノウハウの蓄積

IPへの投資

世界観を活かした 
商品・サービスの  

投入

育成 共創

IPの価値を  
最大化最適な 

タイミング

最適な
地域

最適な
出口

ノウハウの蓄積

IPへの投資

世界観を活かした 
商品・サービスの  

投入

育成 共創創出

バンダイナムコグループは、4つのユニット体制のもと、ALL BANDAI NAMCOで多彩なエンターテインメントを創出しています。

また、IP（キャラクターなどの知的財産）の世界観や特性を活かし、最適なタイミングで、最適な商品・サービスとして、最適な地域に向けて

提供することにより、IP価値の最大化をはかる「IP軸戦略」を強みとしています。

地域統括会社

 Bandai Namco Holdings USA Inc.
 Bandai Namco Holdings Europe S.A.S.
 Bandai Namco Holdings Asia Co., Ltd.
 Bandai Namco Holdings China Co., Ltd.

組織体制とIP軸戦略

注：この概念図は、IP軸展開の一例です。

IP軸戦略

MOVIES

VISUAL and  
MUSIC CONTENT 

LIVE  
ENTERTAINMENT

NETWORK 
CONTENT

NEW
DEVICES

VIDEO ON DEMAND 
CONTENT

CARDS LIFESTYLE
CONFECTIONERY 

and FOODS

WORKS

AMUSEMENT
MACHINES

HOME CONSOLE 
GAMES

MODEL KITS

CAPSULE TOYS

COLLECTION 
TOYS

LICENSING

TOYS
AMUSEMENT
FACILITIES

アミューズメントユニット  Amusement Unit

関連事業会社  Affiliated Business Companies

デジタルユニット  Digital Unit

事業統括会社：（株）バンダイナムコエンターテインメント
家庭用ゲーム、ネットワークコンテンツの企画、開発、販売・配信、エンターテインメントコンテンツの制作、 
販売など

トイホビーユニット  Toys and Hobby Unit

事業統括会社：（株）バンダイ
玩具、カプセルトイ、カード、菓子・食品、アパレル、生活用品、プラモデル、景品、文具などの企画・開発・ 
製造・販売

映像音楽ユニット  Visual and Music Unit

事業統括会社：（株）バンダイナムコフィルムワークス
アニメーションなどの映像・音楽、コンテンツの企画・製作・運用、著作権・版権の管理・運用、 
アーティストの発掘・育成、ライブエンターテインメント事業

事業統括会社：（株）バンダイナムコエクスペリエンス
アミューズメント機器の企画・開発・生産・販売・アフターサービス、テーマパークや 
インドアプレイグラウンドを含むアミューズメント施設の企画・運営など
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「ガンダムシリーズ」のIP軸戦略の軌跡

THE HISTORY OF GUNDAM
「ガンダムシリーズ」には45年以上紡いできた歴史があります。長い歴史の中で生み出された様々なガンダム作品は、それぞれ多様な国や

地域、幅広い年齢層のファンに楽しんでいただいています。「ガンダムシリーズ」は、バンダイナムコグループの多彩な事業領域におけるワー

ルドワイドでの展開、そして外部パートナーとの連携を含め様々な取り組みを推進していくことで、IPの価値を最大化しています。

1991

   機動戦士ガンダムF91
  機動戦士ガンダム0083 STARDUST MEMORY 

1993

   機動戦士Vガンダム

1994

  機動武闘伝Gガンダム

1995

  新機動戦記ガンダムW

1996

  機動戦士ガンダム  
第08MS小隊

  機動新世紀ガンダムX

1979

  機動戦士ガンダム

1985

  機動戦士Zガンダム

1986

  機動戦士ガンダムZZ

1988

   機動戦士ガンダム逆襲のシャア

1989

   機動戦士ガンダム0080 ポケットの中の戦争

2010

RG 1/1 ガンダムプロジェクト実物大ガンダム立像
（日本・静岡）へ移設
現在は設置終了

2017
実物大ユニコーンガンダム 
立像が公開（日本・東京）

2000
アメリカで「新機動戦記ガンダムW」が放送開始

2009
実物大ガンダム 立像公開 
（日本・東京）
現在は設置終了

2020

GUNDAM FACTORY  
YOKOHAMA
“動くガンダム”が公開 
（日本・神奈川）
現在は設置終了

2021
実物大フリーダムガンダム 
立像が公開（中国・上海）

2022
実物大νガンダム立像が 
公開（日本・福岡）

2025
日本国際博覧会
（大阪・関西万博）に 
「GUNDAM NEXT FUTURE  

PAVILION」を出展

2011

  機動戦士ガンダムAGE

2013

  ガンダムビルド ファイターズ

2014

  Gのレコンギスタ
  ガンダムビルド ファイターズトライ

2015

  機動戦士ガンダム THE ORIGIN
  機動戦士ガンダム 鉄血のオルフェンズ
  機動戦士ガンダム サンダーボルト

2018

  ガンダムビルドダイバーズ

1999

  ∀ガンダム

2002

  機動戦士ガンダムSEED

2004

  SDガンダムフォース
  機動戦士ガンダムSEED  
DESTINY

2007

  機動戦士ガンダム00

2010

  機動戦士ガンダムUC 
  SDガンダム三国伝 Brave Battle Warriors

2019

  機動戦士ガンダム THE ORIGIN 前夜 赤い彗星

2021

  SDガンダムワールド ヒーローズ
  機動戦士ガンダム 閃光のハサウェイ

2022

  機動戦士ガンダム  
ククルス・ドアンの島

  機動戦士ガンダム  
水星の魔女

2024

  機動戦士ガンダム  
復讐のレクイエム

  機動戦士ガンダム：銀灰の幻影

2024

  機動戦士ガンダム  
SEED FREEDOM

2025

  機動戦士Gundam  
GQuuuuuuX

ガンダム45周年を
経て広がるビジネス

トピックス

主な作品

多彩な事業展開

「ガンプラ」の愛称で親しまれている「ガンダ

ムシリーズ」のプラモデルは新機軸を次々

と打ち出し、“進化するプラモデル”として

ファンの期待に応えてきました。ファンに向

けたIPへの入口を広げる重要な役割を果
たしています。

誕生から45年の時を経て、なお 

新たに創出され続ける「ガンダム 

シリーズ」。今後も世界的企業や

日本の伝統工芸・美術などとのコ

ラボレーションなど、多様なアイデ

アとともに広がり続けます。

映像作品

50作品以上
出版・外伝作品

130作品以上

IP
創出

ビデオ・オン・デマンド

カプセルトイ

バンダイナムコグループ「ガンダムシリーズ」売上推移（直近10年）IPの価値を
最大化

1979
映画

カード

映像・音楽

ライブエンターテインメント

菓子・食品

ネットワークコンテンツ

アミューズメント施設

ライフスタイル

コレクショントイ

家庭用ゲーム 業務用ゲーム

New Devices

プラモデル

ガンプラ全世界出荷数

8億個突破
ゲーム作品

200作品以上

映像PKG

1,900万本以上

『機動戦士ガンダム』TV放送開始

1,535億円

786億円

20252016

2,000

1,500

1,000

500

3月31日に終了した会計年度
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バンダイナムコグループの

価値創造プロセス

従業員

社会

株主

パートナー

お客様 
（ファン）

世界中のファンとともに未来をつくる
バンダイナムコグループは、グループを取り巻く課題に対し、「パーパス“Fun for All into the Future”」のもと独自の経営資源を
融合することで、グループ最大の強みでありビジネスモデルでもある「IP軸戦略」をワールドワイドに展開し、IPの魅力を活かした 
商品・サービスを提供しています。同時にサステナブルな社会の実現に向けた責任を果たしながら、人と世界がつながる未来づく

りに貢献していきます。

多様な人材

連結従業員数

11,345人
（2025年3月末時点）

中期計画の成長投資

3年間で

約6,000億円
（2025年4月～2028年3月）

企画・開発力

年間取扱IP数

500以上

外部とのオープンな 
パートナーシップ

技術力

ゲームコンテンツ開発投資

697億円 
（2025年3月期）

販売・マーケティング力

広告宣伝費

715億円 
（2025年3月期）

安定した財務基盤

自己資本比率

71.9% 
（2025年3月期）

知的財産

特許保有件数

2,457件
（2025年3月末時点  
日本国内のみ）

多彩な事業領域

IPの魅力を活かした商品・ 
サービス

18以上の事業領域

商品点数

年間取扱商品点数

30,000点以上

Bandai Namco's Purpose

価値創造の未来

IPの魅力を活かした商品・サービスの提供とサステナブルな社会の実現に向けた      責任を果たすことでより多くのFansとつながり続ける

中長期ビジョン

重要な

経営資源 IP軸戦略

バンダイナムコグループは

エンターテインメントが生み出す 

心の豊かさで、人と人、人と社会、 

人と世界がつながる未来を 

あらゆるステークホルダーとともに 

創ります。

マテリアリティ

強み

    価値創造の成果         価値創造の源泉と戦略     

社会価値

  GHG排出量

   廃棄物（リサイクル量）

  環境配慮商品生産数

  顧客満足度

  人権デューディリジェンス実施状況

  男女育児休暇取得率

  エンゲージメント

  障がい者雇用率

経済価値

 売上高

 営業利益

 海外売上高比率（仕向地別）

 営業利益率

 エクイティスプレッド

 総還元性向

 1株当たり当期純利益

地球環境との共生

適正な商品・サービスの提供

知的財産の適切な活用と保護

尊重しあえる社会の実現

コミュニティとの共創

P.92

中期計画
P.34

サステナビリティ
P.90

人材戦略
P.88

コーポレートガバナンス
P.116

よ
り
多
く
のFans

と
つ
な
が
る
こ
と
で
成
長
す
る
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 ROE（自己資本当期純利益率）

17.3%

売上高

1兆2,415億円

ROA（総資産経常利益率）  

18.0%

営業利益

1,802億円

 279

383364

554

227

2021 2022 2023 2024 2025

8,626

9,718

11,026

7,327

11.0

9,263

14.3
18.016.7

13.0

2021 2022 2023 2024 2025

総資産
（億円）

ROA
（%）

1,254

906

1,802

846

11.4
8.6

1,164

11.8 14.514.1

2021 2022 2023 2024 2025

営業利益
（億円）

営業利益率
（%）

注：  構成比率は、セグメント間取引消去前売上高で記載しています。

自己資本比率

71.9%

5,425

6,234

4,728

72.0

5,847

70.4

6,780

71.9
67.7

69.7

2021 2022 2023 2024 2025

株主資本
（億円）

IPプロデュース
（映像音楽）

6.9%

IPプロデュース
（映像音楽）

6.1%

アミューズメント

10.7%

アミューズメント

4.4%

ROE
（%）

7,932

17.3

5,842

6,998

5,114

15.0

6,521

14.6
16.9

10.2

2021 2022 2023 2024 2025

純資産
（億円）

7,409

8,892
9,900

12,415

10,502

22.3
29.7 27.828.5

30.2

2021 2022 2023 2024 2025

売上高
（億円）

海外売上高
比率
（%）

デジタル

34.5%

トイホビー

45.2%

トイホビー

53.1%

その他

2.7%

その他

0.8%

前期比

+18.2% 
前期比

+98.7% 

設備投資額
（億円）

「DRAGON BALL」シリーズ

デジタル

35.6%

2024

2024

2025

1,406億円 1,906億円

「ガンダムシリーズ」
2024 2025

1,457億円 1,535億円

「ONE PIECE」

1,121億円
2025

1,395億円

「仮面ライダー」シリーズ
2024 2025

315億円 307億円
「ウルトラマン」シリーズ

2024 2025

191億円 140億円

アジア（日本を除く）

8.7%

ヨーロッパ

10.2%

アメリカ

11.3%

注： 外部顧客に対する売上高で記載しています。 
管理数値をベースとした概算値です。

日本

69.8%

293
277273

0.02

225

0.03

286

0.02

0.05 0.05

2021 2022 2023 2024 2025

*  デット・エクイティ・レシオ： 
有利子負債 ÷ 株主資本

*  2023年4月1日付けで普通株式1株を3株に分割す
る株式分割を実施しています。2022年3月期の期
首に当該株式分割が行われたと仮定して算定して
います。

有利子負債
（億円）

 デット・エクイティ・レシオ*

0.02倍
1株当たり当期純利益（EPS）

197.88円

153.85

 422.09

136.88140.70

197.88222.58

2021 2022 2022 2023 2024 2025

（円）

（株）バンダイナムコホールディングスおよび連結子会社
3月31日に終了した会計年度2025年3月期  

ESG（詳細データは、別冊「FACT BOOK 2025」参照）

産業廃棄物量  

2,617t

リサイクル量  

2,654t

連結従業員数  

11,345名
独立役員数  

5名／ 14名中

デット・ 
エクイティ・ 
レシオ*
（倍）

セグメント別売上高構成比

IP商品・サービス売上高（グループ合計） ゲームコンテンツ開発等に係る支出 
および設備投資額

所在地別売上高構成比

セグメント別営業利益構成比

自己資本 
比率
（%）

女性管理職  

注： バンダイナムコホールディングス、バンダイ、BANDAI 
SPIRITS、バンダイナムコエンターテインメント、バン
ダイナムコフィルムワークス、バンダイナムコミュージッ
クライブ、バンダイナムコアミューズメント、バンダイナ
ムコビジネスアークが対象

216
195

22.1

231
246

22.8
23.721.1

174

19.2

2021 2022 2023 2024 2025

女性管理職者数
（人）

管理職の 
女性比率
（%）

株式分割前 株式分割後*

ゲームコンテンツ開発等に係る支出
2025

697億円

CO2排出量  

52,56452,462
56,51757,916 55,403

20222021 2023 2024 2025

Scope1+
Scope2
（t-CO2）

*  バンダイ、BANDAI SPIRITS、バンダイナムコエンターテインメント、バンダイナムコフィルムワークス、 
バンダイナムコアミューズメントが対象

Scope3*  

1,325,924（t-CO2）

Scope1＋Scope2 

52,564（t-CO2）

バンダイナムコグループの

1年の成果
業績概要
  IP軸戦略を核に各地域や事業を横断・連携しALL 
BANDAI NAMCOで一体となった取り組みを強化 
  デジタル事業は、ネットワークコンテンツで主力アプ
リタイトルが国内外で安定的に推移。家庭用ゲーム
のワールドワイドでのヒットとリピート販売が好調に
推移

  トイホビー事業は、国内外で展開カテゴリーの拡大、
タッチポイントの拡大、生産体制の強化などにより、引
き続き好調に推移 
  IPプロデュース事業は、映像作品が好調に推移した
ほか、ライセンスビジネスや映像配信、ライブイベント
やパッケージ販売等が安定的に推移 
  アミューズメント事業は、グループの商品・サービスと
連携した施設展開や、業務用ゲームの新製品および
定番機器販売が好調に推移
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バンダイナムコグループが中長期にわたって持続的な成長を続けるためには、環境変化にスピーディに対応し、グループを取り巻くリスクと 

機会を認識するとともに、それらへの対応を検討し実行することで、リスクの低減と機会の最大化をはかることが必要です。トップミーティング

や各種委員会において、リスクや機会となり得る情報の分析や共有を行い、対応策を検討することにより、適切なリスクマネジメント体制を

確保します。また、環境の変化により生じた新たな機会をチャンスと捉え、様々な取り組みを行います。

グループを横断する主なリスクと機会

リスクと機会 対応

IPの創出・育成・
展開に伴うもの 

リ
ス
ク

・IPビジネスにおける競争激化
・市場や顧客の急速な変化、技術の進化
・特定のIPへの依存
・IP創出、取得、保護に関する投資増加
・ IPを活用した商品・サービスの品質面等
における不具合
・知的財産の侵害等によるIP価値の毀損
・IP軸戦略を推進する人材の確保と育成

「パーパス“Fun for All into the Future”」の浸透によるブランド価値の向上、 
中期計画における戦略の推進に加えて、以下の取り組みを実施しています。

・新規IP創出・育成、定番IP展開の強化
・多彩なIP・事業・地域ポートフォリオの確立
・外部パートナーとの協業・連携の強化
・ フィジカルとデジタル両面の事業カテゴリー展開による連携等の相乗効果の 
発揮
・新たな事業やビジネスモデル、プラットフォームへの取り組み
・戦略的な投資の実施
・ユニットや地域間連携等、総合力発揮に向けた組織再編の実施
・品質管理体制の強化、従業員教育・サプライチェーンマネジメントの強化
・クオリティ重視の開発体制強化
・顧客データ活用によるマーケティングや需要予測精度の向上
・ 模倣品排除を含む知的財産の適切な活用と保護、社内外向け啓発活動の 
実施
・多彩な人材が活躍できる制度や仕組みの導入
・健全な財務体質基盤の強化

機
会

・地域や事業間の連携促進
・ 市場や顧客の急速な変化、技術の進化に
よる新たな市場や事業、ビジネスモデル、
新規IPの創出の可能性拡大
・ グローバル市場における日本発IP認知度
拡大による市場拡大
・新規IP創出の可能性拡大
・ IPの適切な活用と保護によるエンター 
テインメントの持続的発展

カテゴリー・エリア 
拡大に伴うもの

リ
ス
ク

・競争の激化、ビジネスモデルの模倣
・ 各地域や事業に関する法令や制度、業界
ルール等への対応
・ 各地域の顧客志向、メディア環境、商慣
習等への対応
・需要増加への対応
・IP軸戦略を推進する人材の確保と育成

「パーパス“Fun for All into the Future”」の浸透によるブランド価値の向上、
中期計画における戦略の推進に加えて、以下の取り組みを実施しています。

・各地域におけるワンオフィス化の推進
・海外におけるガバナンス体制の強化
・各地域の最新情報の収集と共有体制強化
・外部パートナーとの協業・連携の強化
・現地発のIP展開、各国の嗜好や環境に合わせた商品・サービスの提供
・ プロモーションやマーケティング強化による商品ブランドや企業ブランドの 
認知拡大
・EC対応の強化、流通網の拡大
・自社工場を含めた生産体制の拡充
・ユニットや地域間連携等、総合力発揮に向けた組織再編の実施
・品質管理体制の強化、従業員教育・サプライチェーンマネジメントの強化
・多様な人材が活躍できる制度や仕組みの導入

機
会

・地域や事業間の連携促進
・ グローバル市場における日本発IP認知度
拡大による市場拡大
・ IPの適切な活用と保護によるエンターテ
インメントの持続的発展

多彩な人材活用
に関するもの リ

ス
ク

・ IP軸戦略を推進する人材確保の 
競争激化
・事業基盤となるコーポレート人材の不足
・ 外部のクリエイター人材や外部パートナー
企業との関係構築における競争激化

グループにおける「パーパス“Fun for All into the Future”」の浸透に加え、以下
の取り組みを実施しています。

・多彩な人材が活躍できる制度や仕組みの導入や統一
・グローバル人材、コーポレート人材の確保・育成
・ 従業員を対象としたエンゲージメントサーベイの実施による状況把握と対応
策の推進
・外部パートナーとの協業・連携の推進、それに伴う新たな人材活躍の場の創出
・地域や事業を横断した人事交流の推進

機
会・グループ従業員のエンゲージメント向上

情報セキュリティ
に関するもの リ

ス
ク

・ サイバー攻撃等による情報流出や事業シ
ステムへの影響
・技術の進化、法令等の変化
・社内の情報リテラシー低下

・監視の強化や脆弱性対策の強化
・情報セキュリティ部門の拡充
・情報セキュリティ教育の強化
・最新情報の収集、外部専門家との関係強化
・世界各国の個人情報保護法令に準拠した個人情報管理体制の構築

その他の 
外部要因に 
伴うもの リ

ス
ク

・天災、事故等の災害
・政情変化
・法令、規制等の改正
・為替の変動
・感染症等の拡大

・BCP、BCMに基づく訓練等の活動推進、継続的な見直し
・リスクマネジメント体制の強化
・各事業や地域の最新情報の収集と共有体制強化
・各国・地域の政府・自治体の要請や状況に基づいた取り組みの実施
・衛生管理の徹底、従業員の健康管理
・支援金の拠出や事業を通じた施策等社会的支援の実施

各事業における主なリスクと機会

リスクと機会 対応

全事業を 
横断するもの

機
会

・ネットワーク環境の普及・拡大
・技術の進化
・デジタル化推進による顧客とのタッチポイント拡大

・新技術や新たなプラットフォームへの対応
・IP認知度向上の取り組みやグローバル展開の強化
・ オンラインイベント等のデジタルマーケティングや 
ＥＣ等デジタル対応の強化

トイホビーユニット
リ
ス
ク

・国内における少子化の進行
・原材料や燃料の価格上昇
・輸出入取引に係る法令変更や環境変化
・脱プラスチックに向けた規制強化
・生産地域の集中と品質管理

・ターゲット層や展開事業、地域の拡大
・開発生産におけるバリューチェーン改革、効率化
・ 再資源化への取り組み、新素材の研究開発等 
プラスチック使用量削減への対応
・EC対応の強化
・生産体制の拡充、効率化
・生産拠点の分散、品質管理体制強化機

会 ・グローバル市場における日本発IP認知度拡大

デジタルユニット
リ
ス
ク

・開発期間の長期化と投資額の上昇
・プラットフォームの多様化
・技術の進化
・タイトル開発における人材の確保、育成

・クオリティ重視の開発体制強化、効率化
・ 新技術、新プラットフォーム、新ビジネスモデルへの 
積極的な対応
・スタジオ等外部パートナーとの協業・連携の推進
・最適なタイトルポートフォリオの構築
・タイトルリリース後の継続的なファンコミュニケーション
・新たな技術等の研究や情報収集の強化
・開発環境の整備、人材の獲得、育成の強化

機
会

・ 技術進化による新たな市場や事業、ビジネスモデル
等の可能性拡大

映像音楽ユニット
リ
ス
ク

・制作期間の長期化と投資額の上昇
・IP創出における競争激化
・作品制作における人材の確保、育成

・制作環境の整備、人材の獲得、育成の強化
・スタジオ等外部パートナーとの協業・連携強化
・制作技術向上のための投資
・ メディア展開やライセンス強化等による作品展開や活用
の機会拡大によるIP価値最大化
・グローバル展開の拡大機

会
・グローバル市場における作品視聴環境の拡大
・リアルエンターテインメント需要の回復

アミューズメント 
ユニット リ

ス
ク

・リアルな場を活用したエンターテインメントの多様化
・燃料価格等の上昇
・人材の確保、人件費の上昇 ・IPや商品・サービス等グループリソースとの連携強化

・効率化の推進、事業の安定基盤強化
・ 組織再編による各事業に特化した人材獲得・ 
育成の強化
・多様な働き方への対応機

会 ・リアルエンターテインメント需要の回復

バンダイナムコグループを取り巻く

リスクと機会

IP
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バンダイナムコホールディングス取締役

Directors, Bandai Namco Holdings

桑原 聡子
取締役 監査等委員
（非常勤、社外）　

小宮 孝之 
取締役 監査等委員
（非常勤、社外）

藤田 訓子
取締役

藤田 訓子
取締役

竹中 一博
取締役（非常勤）
株式会社バンダイ　
代表取締役社長

竹中 一博
取締役（非常勤）
株式会社バンダイ　
代表取締役社長

浅沼 誠 
取締役（非常勤）
株式会社バンダイナムコ 
フィルムワークス　
代表取締役社長

宇田川 南欧
取締役（非常勤）
株式会社バンダイナムコ 
エンターテインメント
代表取締役社長　

宇田川 南欧
取締役（非常勤）
株式会社バンダイナムコ 
エンターテインメント
代表取締役社長　

篠田 徹
 取締役 監査等委員 
(非常勤、 社外)

島田 俊夫
取締役（非常勤、社外）

川名 浩一
取締役（非常勤、社外）

金子 秀 
取締役 監査等委員

川口 勝
取締役会長

浅古 有寿
代表取締役社長 CEO

辻 隆志
取締役

桃井 信彦
取締役副社長

川﨑 寛
取締役（非常勤）
株式会社バンダイナムコエクスペリエンス
代表取締役社長

2025年6月23日現在
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“
会長メッセージ

報酬委員会で様々な議論を重ねました。社外取締役の

方々からは、今後のさらなる成長を実現するにふさわしい

経営体制として十分なご理解のうえ、後継者計画に則っ

て、諮問、推薦されています。

パーパスと中長期ビジョンの体現で
グループの力を結集し、さらなる成長を

  
 　私の社長としての4年間を振り返ってみても、営業利
益の規模を倍以上に拡大できたことは、大きな実績とし

て捉えています。もちろん、これはバンダイナムコグルー

プとしての誇りを持った現場の頑張りがあればこそです。

また、初めてグループの最上位概念のパーパスを策定し

たことも、大きな一歩でした。トップダウンではなく、従業

員の目線を大切にし策定したことで、多くの従業員が

パーパスを自分事化し実践してくれているのが印象的で

す。同時に従業員のエンゲージメントサーベイのスコア

も高い水準で継続しており、非常に心強く感じています。

　今のエンターテインメント業界は、本当に多くチャン

スにあふれています。そうした環境に向き合いながら

挑戦を重ね、より輝きを放つバンダイナムコグループに

成長していきたいと考えています。今後も全方位の

ファンとつながり、笑顔と幸せあふれる未来をつくるこ

とに貢献していきます。引き続き、私たちバンダイナム

コグループにご期待いただくとともに、ご支援・ご鞭撻

を賜わりますよう、よろしくお願い申し上げます。

 2025年9月   

今中期計画導入を機に、経営体制を変更

  
　2025年4月より、私が取締役会長に就任するとともに、 
浅古 有寿が新たに代表取締役社長へと就任しましたことを
ご報告申し上げます。

　2022年4月から2025年3月末までの中期計画を終え、今
中期計画がスタートするタイミングで経営体制の変更を実施

しました。これにより新たな体制のもと、意思統一をはかり

ながら戦略を推進していきます。2025年3月期の業績につ
いては、グループの力を結集して過去最高業績を達成でき、

私としても大きな喜びと達成感を得ました。しかしながら、

前中期計画期間においては既存事業が大きく伸長した一方

で、新たな事業の柱の創出については今中期計画における

課題となったと考えています。浅古新社長には、こうした私

の想いも引き継いでもらいたいと期待しています。

　浅古は、2005年の（株）バンダイと（株）ナムコの経営統合
に携わり、2010年には（株）バンダイナムコホールディングス
取締役に就任、経営企画や経営管理を中心にマネジメント

としての責任を果たしてきました。また、CFOとしてグループ
全体の財務・資本戦略に携わり、長く資本市場と対話を重

ね、良好な関係を築いてきた実績もあります。さらには、CSO
（チーフサステナビリティオフィサー）、CISO（チーフインフォ
メーションセキュリティオフィサー）も歴任しており、グループ

を横断した土台を司る多彩な役割を担ってきました。これか

らのグループ経営には、事業成長だけでなく、同時に社会の

一員として社会的責任にも応えていく企業であることが求め

られます。そうした意味でも、浅古はまさにふさわしい人材

として、多様な視点を併せ持ち、時代に合ったリーダーシッ

プを発揮できると信じています。

　また、副社長に就任した桃井については、グループ内のユ

ニット間、地域間の連携強化はもちろん、外部パートナーと

の共創・協業も積極的に進めていくことを期待しています。

これからのバンダイナムコグループは、既存事業の延長線だ

けでなく、事業間の隙間や新しい領域に目を向けることが必

要です。グループ内だけで完結するのではなく、外部パート

ナーとの協業・連携を通じて領域を開拓できれば、グループ

はさらに大きく成長できると考えています。浅古と桃井が強

く連携した体制は、非常に心強い布陣であり、中期計画を成

功に導く大きなエンジンになるはずです。

会長という立場で、新たな貢献を果たす

  
　今後、私は会長という立場でグループ全体を見渡す全体最

適の視点で浅古をサポートし、経営に関与していきます。こ

のたびの経営体制変更において、私の代表権を返上し、浅古

が代表権を持つ形にしたのは、最終決断者は1人の方が良
いと考えたからです。私が社長に就任した時も同様の形をと

り、当時の田口会長に支えられながらも、私自身が沈思黙考

しつつ決断を下してきた経験があります。それぞれの取締役

が専門領域で責任を果たしつつ、企業価値向上を実現する

最終的な決断は代表取締役が責任を持つことが、経営を牽

引するうえで大切なことだと考えています。

　選任プロセスにおいても、過半数が社外取締役で構成され、

かつ委員長を社外取締役が務める任意の委員会である人事 

川口 勝
株式会社バンダイナムコホールディングス

取締役会長

新たな経営体制のもと、より輝きを放つ
バンダイナムコグループに成長していきます。

CHAIRMAN’S
MESSAGE
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“

PRESIDENT’S
MESSAGE

社長メッセージ

360度、全方位でFansとつながり、
ともに持続的な成長を果たしていきます。

社長就任にあたって

 

　このたび、（株）バンダイナムコホールディングスの代表取

締役社長に就任しましたことを、謹んでご報告申し上げます。

私は1986年に（株）バンダイへ入社、2005年に当社へと籍

を移し、経営企画や経営管理を中心に、幅広い業務に携

わってきました。2010年には当社取締役に就任、コーポレー

トの視点からグループ経営に参画し、今日に至ります。

　バンダイナムコグループはちょうど20年前、（株）バンダイ

と（株）ナムコ（当時）という個性ある2社の経営統合により
誕生しました。初代社長である髙須氏と続く故 石川氏と田
口氏がグループの「器」をつくり「魂」を入れ、バンダイナム

コのDNAを植え付けました。そこに、前社長である川口とい
う強力なエンジンが搭載され、当社は売上高1兆円企業へ
成長しました。こうした歴代社長のバトンを引き継ぎ、グルー

プのかじ取りを担うことについて、改めて身が引き締まる想

いです。

　近年、私たちの事業が成長を続ける一方で、グループの組

織自体は、多彩な個性を持つ中小企業の集合体という性格

も残しています。現場の従業員が安心して仕事に取り組み、

チャレンジ精神を発揮するためには、土台となるインフラの

整備、定期的メンテナンスが不可欠であり、業績が安定して

いる今がその絶好のタイミングです。これを機に各事業がよ

り自由闊達に挑戦できる環境を整えていきます。

　10年、20年先を見据えた持続的成長を追求するうえでも、
社会の一員としての社会的責務を果たしていくうえでも、グ

ループガバナンスの向上は急務です。「攻め」と「守り」のバ

ランスを整えつつ、足場固めを行うことが、私に課せられた

使命であると考えています。

チーム体制での経営を推進

 　私は主にコーポレート部門で長く経験を積んだ人間であ
り、事業サイドとの役割分担を常に意識してきました。社長と

して、最終的な意思決定は私自身で行いますが、「CW360
（詳しくはP.37をご覧ください）」など、「攻め」の戦略の部分
では、取締役副社長の桃井にリーダーシップを発揮してもら

います。桃井は事業の現場を熟知し、また近年は万博関連な

どグループ横断のプロジェクトにも多く携わり、こうした役割

を担うのに、うってつけの人材です。

　また、チームによる経営を推進する観点から、私が兼務し

てきたCFO、CISOおよびCSO業務について、それぞれ辻、藤
田という新任取締役を配しました。2人にはコーポレート部
門の意識改革の面でも大いに期待しています。なお当社の

取締役体制は、監査等委員も含め、取締役の3分の1が社外
取締役、5分の1が女性取締役となります。取締役会の多様
性がより高まり、これまで以上に自由闊達な議論の場となっ

ていくことを期待しています。

業績評価：

売上高・営業利益ともに過去最高を更新

　前中期計画（2022年4月～2025年3月）の最終年度であ
る2025年3月期は、現場の従業員たちの頑張りにより、売上
高1兆2,415億円、営業利益1,802億円と、過去最高業績を
達成することができました。また、前中期計画3年間の平均
営業利益は1,291億円となり、前々中期計画の平均営業利
益824億円から大幅にベースアップしました。
　セグメント別でも全事業が増収増益となり、特に利益率の

高い商品・サービスが人気となったトイホビー事業とデジタ

ル事業が大きく貢献しました。7期連続で過去最高業績を 

浅古 有寿
株式会社バンダイナムコホールディングス

代表取締役社長 CEO

2524

C
H

A
P

T
E

R
  1 

  
 

 成
長
戦
略



社長メッセージ

更新したトイホビー事業では、ガンプラなどのハイターゲット

（大人）層向け商品や、カード・カプセルトイ・菓子などのカ

テゴリーが好調に推移しました。開発体制の見直しを進め

ているデジタル事業では、「ELDEN RING」の大型ダウンロー
ドコンテンツや本編のリピート販売など、主力タイトルや新

作タイトルのヒットにより、過去最高益に迫る水準となりま

した。また、IPプロデュース事業は「機動戦士ガンダムSEED 
FREEDOM」や「機動戦士Gundam GQuuuuuuX」で「ガンダ
ムシリーズ」の新たな可能性を切り拓き、3期連続で過去最
高業績を更新したアミューズメント事業では、グループのIP
や商品・サービスと連携した「バンダイナムコ Cross Store」
などが好調に推移しました。

中期計画（2025年4月～2028年3月）

全方位でファンとつながる「CW360」

　前中期計画では、ALL BANDAI NAMCOでの取り組みが
効果を発揮しました。海外における拠点統合・ワンオフィス

化やグループを横断したIPプロジェクトや人材交流により、
ユニット間の連携が活発化し、ビジネスパートナーとの協業・

連携にも広がりが出てきました。2025年4月にスタートした
今中期計画では、こうした取り組みをより強力に推進してい

きます。

　近年の業績拡大は、定番IP商品・サービスや既存事業の
深掘りによる部分が大きいと見ています。さらなる深掘りの

余地は十分にあるものの、より中長期の視点で、将来の成長

領域への道筋を示しておく必要があります。そして、その役割

を担うのは、持株会社の当社であるべきだと考えています。

　そうした課題を踏まえ、今中期計画では中長期ビジョン

「Connect with Fans」のもと、IPファンだけでなく株主や
従業員、ビジネスパートナー、社会といったあらゆるファンと

360度でつながり共創することを目指します。3年間で約
1,500億円の戦略投資（“360”投資）枠の設置や、それを推
進する組織であるCW360（Connect with 360）を当社内
に新設するなど、内外のファンとつながる施策を推進してい

きます。

　例えば、日本のエンターテインメントを「文化」として海外

に輸出するためには、各企業が互いの強みを持ち寄り、とも

に取り組みを進めていくことが必要です。CW360第1号案件
となるソニーグループ（株）および（株）Gaudiyとの戦略的
パートナーシップ締結を皮切りに、より積極的な施策を推進

していきます。

ユニット体制の変更

　今中期計画のスタートに合わせ、従来のユニット体制に2
点、変更を行いました。

　エンターテインメントユニットの分割では、2021年4月に
誕生した同ユニットを、「トイホビーユニット」と「デジタルユ

ニット」という以前の形に戻しました。もともと上記の統合

は、トイホビー、デジタル両事業の連携促進を意図したもの

ですが、当初の目的が達成されたため、その発展的解消を

はかったものです。

　アミューズメントユニット内の再編では、（株）バンダイナムコ

アミューズメントの株式を吸収分割により、新会社（株）バン

ダイナムコエクスペリエンスに承継しました。新会社が新た

な事業統括会社となり、施設・業務用機器・コンテンツの企

画販売を手掛け、前者は施設運営に特化した会社となりま

した。これにより、企画開発と施設運営、それぞれの強みを

強化し人材の獲得・育成を行います。

トイホビー事業が成長を牽引

　今中期計画での成長の牽引役は、トイホビー事業になる

でしょう。ビジネスのサイクルが速い分、よりスピーディに施

策に取り組むことができます。商品カテゴリーやIPの種類、
展開エリアにまだまだ拡大の余地があるだけに、さらなる

成長の可能性は十分にあります。

　デジタル事業では、最適なポートフォリオ構築に向けた開

発体制の見直しを推進します。開発のリードタイムが長いた

め、本格的な効果が出てくるのは、中期計画期間の後半以

降と見ています。それまでは、開発中タイトルの精査、豊富

な過去タイトルの活用、安定基盤であるネットワークコンテン

ツの強化など、ヒットの有無に左右されづらい収益基盤の強

化に努めます。

　映像音楽事業（旧 IPプロデュース事業）では、新規IP創出
に向け、自社制作体制の強化や外部パートナーとの共創な

ど、斬新な映像・音楽表現に挑みます。またアミューズメン

ト事業では、グループのIPや商品・サービスとの連携など、
当社グループならではの取り組みを推進していきます。

　今中期計画最終年度（2028年3月期）の計数目標は、売
上高1兆4,500億円、営業利益2,000億円、海外売上高比率
（仕向地別）50%以上、また3カ年の継続的な目標として、営
業利益率12%以上、エクイティスプレッド5%以上を掲げて
います。中長期での持続的な成長を目指し、IP価値の最大
化による企業価値の向上と、長期的な利益創造に向け、1株
当たり当期純利益（EPS）とエクイティスプレッドを意識し 

引き続きROEの向上にも注力します。また、株主還元におい
ては、株主の皆様とより長くつながることを目指すとともに、

資本コストを意識し株主還元方針の一部変更を行いました。

自由闊達に挑戦できる成長環境づくりに
注力

　多彩な才能・個性の持ち主が共存し、自由闊達に活躍す

ることが、バンダイナムコの優位性の源泉です。この「同魂

異才」の考え方のもと、各領域で第2・第3層の人材育成を
強化します。CW360が推進するプロジェクトへの若手メン
バーの起用などを通じ、失敗を恐れず新たなことに挑戦で

きる良い意味での「散らかし屋」の育成に注力していきます。

　そのためにも、人事の仕組みに関するプラットフォームづ

くりは急務です。教育プログラムのメニュー提供、グループ

共通の人材要件定義など、当社の果たすべき役割は数多く

あります。また、人事交流や組織再編を円滑化するには、制

度面の統一も必要です。業務の品質確保・効率化のために

も、人事制度の標準化を推進していきます。

役員報酬体系の見直し

　より投資家目線で中長期の企業価値向上を目指す観点か

ら、このほど、監査等委員を除く社内取締役の報酬体系を見

直しました。

　まず、営業利益と並ぶKPIとして、EPSを追加しました。
EPSの算出に用いる分子の親会社株主に帰属する当期純
利益はビジネスの結果そのものであり、分母の発行済株式

数にも資本政策が反映されているため、取締役のインセン

ティブとして適切と考えています。

　併せて、取締役の人数変更に伴い年間総報酬額の上限を

引き上げ、かつ、変動報酬に含まれる業績条件付株式報酬

については支給条件を変更しました。これに伴い、固定報酬

と変動報酬の金額割合は、従来の約4：6から約3：7になる
とともに年間総報酬に占める株式報酬割合が増加します。

また、事業統括会社等を含む国内子会社の業務執行取締

役にも同様の制度を設けるなど、様々な制度の導入により

グループ全体の意識改革を促しています。

世界を笑顔でつなぐために

　中長期での持続的な成長に向け、企業理念の共有・言語

化は極めて大切です。特にグループの最上位概念「パーパ

ス」については、様々な場面で浸透をはかっています。

　パーパスの精神を私なりに言い換えると、「世界を笑顔で

つなぐ」となります。「笑顔」は、自分1人でつくれます。それ
は自分自身の心を豊かにし、その効果は周囲の人々にも波

及します。そして「世界」には、様々なレイヤーが含まれます。

IPファンの集う空間、自社の経済圏や会社組織、個々人の家
庭や、一人ひとりの心。これらすべてをファン（Fans）と定義
し、全方位でエンターテインメントの力でつなぐことで、私た

ちは社会に貢献し、持続的成長を実現していきます。さらな

る飛躍を目指すバンダイナムコの取り組みに、より一層のご

支援を賜りますようお願い申し上げます。

 2025年9月

すべてのファン（Fans）を全方位で

エンターテインメントの力でつなぐことで、

私たちは社会に貢献し、持続的成長を実現していきます。
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副社長メッセージ

CW360の挑戦：既存領域の「先」「横」へ

　既存の事業領域の「攻め」に関する課題は、より現場に近

い事業ユニット単位で取り組んでいきます。CW360の戦略
投資は、別の視点でグループ全体の事業ポートフォリオを俯

瞰し、既存領域の「先」「横」へ新たな領域にフラッグを立て

ていくことが役割となります。

国内外のファンデータを活用

　CW360の第1号案件となるソニーグループ（株）と（株）Gaudiy
との戦略的パートナーシップでは様々なテーマに取り組みま

すが、その1つがGaudiyのグループ会社が運営する日本のア
ニメ・マンガに関する世界最大級のコミュニティサイト

「MyAnimeList（以下、MAL）」との協業です。
　前中期計画においてデータユニバースによるグループの主

要なファンデータ接続を行い、事業の需要予測にも活用をス

タートしていますが、これらのデータは国内が中心です。今後

このパートナーシップによってMALを世界中のファンとつな
がるサイトに進化させ、日本のアニメ・マンガが、どの国・地

域で、どれくらい人気が出ているかという情報をデータ化し、

IP軸戦略とつなげることで、アニメや商品・サービスのグロー
バル展開に活用していきます。また、CW360による外部パー
トナーとの協業やプロジェクトに従業員が参加することで、

様々な刺激が受けられ、経験を積むことができます。こうし

たCW360の取り組みを次世代経営人材の育成にもつなげて
いきたいと考えています。

地理的フロンティアの拡大

　既存領域の「先」「横」を目指していく姿勢は、地理的なレ

ベルでも同様です。今中期計画の重点地域は引き続き北米

と中国ですが、中南米地域においてもメキシコを中心に事業

伸長が見られ、今後の可能性が拡大してきました。また、個

人的にはアフリカ諸国にも注目しています。日本IPのファン
は世界中にいます。世界各地域で開催されるコミコン（コミッ

ク・ブック・コンベンション）などのイベントへの出展などを

行いながら、ファンとコミュニケーションをとり、各地域の文

化や特性を見極めながら地理的拡大の可能性を見定めてい

きます。

未来のガンダムファンとの出会い

　大阪・関西万博へのパビリオン出展は、海外の来場者が

ガンダムに触れる機会となるとともに、未来のファン獲得に

向けた最高の種まきとなりました。私も現地に足を運び、来

場者の熱気にただただ圧倒されました。特に感銘を受けた

のが、修学旅行の小中学生たちが大勢ガンダムを見に来て

くれたことです。子どもたち自身にとっても、貴重な思い出の

1つになったと思います。
　パビリオンの運営は、クルーの熱意あふれる対応で、サー

ビス精神あふれるものとなりました。総勢60名以上の優秀
なクルーは私たちの仲間であり、この出会いを今後も大切に

していきたいと考えています。

業界全体の地位向上に向けて

　私は今、エンターテインメント業界の地位向上に向けた活

動に積極的に取り組んでいます。（一社）日本商品化権協会

で副理事長を務めているほか、経団連・JETRO・経済産業
省の審議会等にも参画し、積極的に関係省庁の方と協議を

行い、最新の通商白書では、コンテンツビジネスに関する一

章が設けられました。また大学院のビジネススクールで

CW360の概要に関する講義を受け持ち、大きな反響もあり
ました。

　グループはもとより業界や国内に閉じない、このような取

り組みは、私たち自身にとっても大切です。バンダイナムコ

がどのような会社で、どういった経済的・社会的価値を創造

しているのか。それを分かりやすい言葉で広く伝え、全方位

のFansとつながることで、ともにCW360を推進していきた
いと考えています。

10年、20年先への種まき

　このたび、取締役副社長を拝命し、代表取締役社長の浅古

とバディを組んでグループ経営の一翼を担うこととなりまし

た。経営の「攻めと守り」のうち、より中長期的な「攻め」の

部分が、私の担当する役割だと認識しています。新たに発足

した「CW360（Connect with 360）」を軸に、グループの将来
を見据えた大胆な戦略投資を推進していきます。

　自分たちの事業領域を深掘りし、その周辺を広げ、収益に

結びつけていくのは、バンダイナムコグループの得意とする

ところです。このような事業ユニット主体の取り組みが、近年

の業績拡大に大きく貢献してきた一方、事業領域から離れた

「飛び地」へのアプローチは、単年度や中期計画3年間の計
数予算達成などの責任を持つ事業ユニットにとっては取り組

みづらいものと言えます。

　事業会社が懸命に稼ぎ出してくれた収益を、短期的には

ビジネスに直結しない可能性があるテーマに投資するのは、

確かに勇気の要ることです。しかしながら、企業としての持

続的成長に向け、中長期の視点で未来への種まきや先行投

資を実施していくことは、企業経営において必要不可欠と言

えます。大切なキャッシュの有効活用に努めることは、投資

家の皆様に対する責務でもあります。関係各所と緊密な連

携をとりつつ、失敗を恐れず、信念を持って全力で攻め抜く

覚悟を固めています。

VICE PRESIDENT’S
MESSAGE

桃井 信彦
株式会社バンダイナムコホールディングス

取締役副社長

グループ戦略担当（CW360）

中長期の視点からグループを俯瞰し、

既存領域の「先」「横」に

新たなフロンティアを

開拓していきます。
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CFOメッセージ

資本市場での「Fans」獲得に向けて

財務戦略の精度を高め、

市場と向き合った経営を

推進していきます。

今中期計画の財務戦略

　手元資金に関する考え方も、一部見直しを行いました。社

員の自由なチャレンジを促すための人件費1年分、パート
ナー企業との開発および生産の円滑化を含めた運転資本と

して月商の約2カ月分、さらに後述する「“360”投資」の1年
分を合わせた計3,500億円程度を常時確保する方針です。
　中期計画3カ年の資本配分は、成長投資に約6,000億円
（前中期計画の1.5倍）を優先的に投入します。この成長投
資では、IP軸戦略の強化および事業収益基盤の安定化を目
的として、ゲーム・映像製作費ならびに通常の設備投資を積

極的に推進します。また、これらの投資とは別枠で、中長期

の将来を見据えた“360”投資に約1,500億円を配分する計
画です。

　“360”投資は、国内外すべてのステークホルダーとつなが
り、新規領域の開拓を目指す戦略投資です。外部パートナー

との共同投資も含め、有望な企業とのアライアンスを積極的

に推進していきます。また、軌道に乗ったビジネスは事業会

社へ引き継ぎ、グループ全体で成長投資を推進していきます。

株主還元のさらなる充実

　政策保有株式の縮減・流動化は、10年以上前から着実に
進めています。グループ保有の全銘柄を対象に、取締役会で

毎期、継続保有の是非を検証し、IP軸戦略を推進するうえで
重要なパートナー企業の株式は、保有を継続しています。

　株主還元においては、総還元性向50%以上を基本方針と
します。また、DOE（純資産配当率）3.6%を下限とし、長期的

な安定配当を目指します。また、業績や投資計画の進捗状

況、手元流動性や株価動向などを総合的に勘案のうえ、自

己株式取得も適宜、検討します。今中期計画スタートに併せ

株主還元の充実に向け、従来の方針をこのように一部見直

しました。

　これにより、2025年3月期の年間配当金は1株当たり71円
（ベース配当22円、業績連動配当49円）、DOEは6.2%とな
りました。また、349億円の自己株式取得に伴い、総還元性
向は62.7%となりました。引き続き、新たな基本方針に基づ
き、適切な還元を実施していきます。

バンダイナムコグループのCFOとして

　このように今中期計画は、売上高・利益のみならず、資本

政策や成長投資、株主還元といった要素に、バランス良く目

配りしています。策定に関与した1人として、この計画を着実
に推進していくことが、CFOたる私の第一の務めです。
　特に成長投資の計画は、過去に例のない規模を予定してい

ます。約110ものグループ会社の間で資金が行き届くようにす
るには、地域の拠点ごとに資金を集約する「キャッシュプーリン

グ」が不可欠です。導入はある程度進んできたものの、まだカ

バーできていない地域・事業があり、環境整備を進めます。

　パーパスや中長期ビジョンが明らかにしているように、バン

ダイナムコは「ファン」あってこそのグループです。そして、こ

の「ファン」の意味内容を、今中期計画は「全方位のステー

クホルダー」へ広げました。資本市場との対話を絶やさず、

より多くの投資家の皆様からご支援をいただけるよう、透明

性のある経営の実現に努めていきます。

収益基盤が安定的に拡大

　2025年3月期は、売上高・利益ともに過去最高を更新し、
前中期計画の最終年度を良い形で締めくくることができまし

た。3カ年の平均営業利益は、前々中期計画から大きく拡大
し、収益基盤が一段と厚みを増しています。今中期計画では

この基盤を、さらに20%以上厚くすることを目指します。
　過去最高業績を更新中のトイホビー事業は、ほぼすべて

のカテゴリーが好調に推移し、今後もグループを牽引するさ

らなる成長が期待できます。また、デジタル事業では、引き

続きタイトルポートフォリオの適正化に注力し、安定した主

力アプリタイトルの収益に、新規タイトルのヒットによる上乗

せを狙います。映像音楽事業は、複数の映像作品がファンに

支持され、その配信やライセンスのグローバル展開が業績に

貢献しています。アミューズメント事業も、国内既存店売上

高や業務用ゲームの販売が好調に推移し、底堅い状況が続

いています。

市場と向き合い、グローバルな成長を志向

　今中期計画では、計数目標として新たに海外売上高比率

（仕向地別）を追加し、またROEをエクイティスプレッド
（=ROE－株主資本コスト）に変更しています。
　海外売上高比率（仕向地別）は、前中期計画で40%を突
破しています。国内事業が好調なだけに、「最終年度 50%
以上」は、かなり高いハードルですが、引き続きグローバル

展開を強化します。

　また、株主資本コストは、現状8%程度と認識しています。今
後も継続的に外部の専門機関にも算定を依頼し、検証したうえ

で開示を進めるとともに、これを5%以上上回るROEの継続的
達成を目指します。成長投資を着実に実行しつつ、IR活動の強
化や業績予想の精度向上に努め、市場と向き合った経営を推

進していきます。

辻 隆志
株式会社バンダイナムコホールディングス

取締役

チーフファイナンシャルオフィサー（CFO）
経営企画本部長

キャピタル・アロケーション

CFO’S
MESSAGE

IN

3年間の 
営業 

キャッシュ・フロー

約4,500億円
2023～2025 
中期計画対比

約1.5倍に拡大

2026～2028
3月31日に終了する会計年度

参考：
2023～2025

2026～2028

OUT

成長投資

株主還元

成長投資

ゲーム・映像 
製作費

2023～2025の約1.5倍である
約6,000億円を 

3年間で機動的に活用し、 
成長投資および株主還元を実施

金型、開発用機器 等

アライアンス強化による事業成長投資、
人的投資、設備投資（工場・ライブ会場
等）、自己株式取得 等

DOE 3.6% を下限とし、
長期的に安定的な配当を実施

株主還元
配当

定期的な 
事業設備の取得
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CIO／CISOメッセージ

IT基盤の整備と 
情報セキュリティの一体化をはかり、

成長基盤の環境構築に 
貢献していきます。

　AIの活用も重要な視点です。グループや各社でガイドラ
インを制定し、活発な議論を行いながら、検証を進めていま

す。またコーポレート部門においても業務の効率化に向けた

試験的運用を開始しています。AIにおいてはそのリスクを考
慮しながら、引き続き活用の可能性を広く検討していき 
ます。

セキュリティレベルの全体的底上げ

　グループの多様な業態を反映し、取り扱われる様々なデー

タの種類内容・量、管理方法は、各社により状況が異なりま

す。データ利活用やセキュリティ強化の見地から、データの

棚卸しを実施して対策を講じていきます。

　国内外グループ従業員の意識啓発に向けては、e-Learning
の継続的な実施や、インシデント発生時の初動対応の訓練、

さらにグループ内外で発生した事案への注意喚起に努めて

います。また、国内外の事業会社や地域統括会社のIT／セ
キュリティ担当者を対象に、オンライン／リアルの両面で現

状課題の共有や施策への理解促進のための場を定期的に

設けています。

　こうした施策により、近年、グループウェアやインフラ環境

の集約・標準化が進んできました。またフロントオフィスで使

用されるアプリや公開WEB等、関連データの把握とセキュリ
ティ対策についても各社担当者と連携し、進めています。

　情報セキュリティ体制、運用の構築については、世の中の

状況や変化にアンテナを張り巡らせ、知見を絶えずアップデー

トさせつつ、弱点の最小化に向け、対応を継続していきます。

ITで支える未来

　グループの最上位概念であるパーパスのもと、バンダイナムコ

グループが目指す姿は、世界中のFans（IPファン、あらゆる
パートナー、株主、グループ社員、社会）とつながる姿です。そ

の実現のためにもIT戦略の推進と活用は重要であり、日々
の業務においても欠かせません。

　各社、各地域と連携を深めつつ、IT基盤の整備とより強固
なセキュリティ対策に注力し、現場の従業員たちの活躍を後

押しすることを通じて、Fansの皆様と広く、深くつながる未
来を目指します。またグループの多様な事業の成長と事業

エリア拡大において、チャンスの最大化とリスクの最小化に

つながるよう、IT視点から戦略を推進していきます。

グループ戦略と事業サイドの橋渡し

　私はCIOとして、国内外のグループ各社（コーポレート部
門／事業部門）のデータ利活用をIT基盤の整備で後押しす
るとともに、CISOとして情報セキュリティの向上に努めてい
ます。多様な各事業において必要なIT環境は異なるため、
土台となるグループ共通基盤の整備、事業特性に応じた個

社の環境整備へのサポートを両面で推進しています。

　グループ全体視点とともに、各事業とその環境を理解して

判断し、対応すること、また各社の合意形成に向けた連携は

非常に重要です。これまでの事業会社での経験をもとに、各

IT施策に対して新たに事業サイドの視点を導入し、それが個
社の取り組みにどのように落とし込まれるかを常に意識し

ながら、グループ戦略と事業サイドのギャップを埋めるべく

橋渡しをしていきます。

　現在過渡期にあるIT／セキュリティ環境の一体的底上げ
に向け、CIO／CISOの兼務には十分な合理性があると考え
ます。CISOの視点でセキュリティ対策の現状を把握、また
CIOの立場からIT環境を精査する「一人二役」により、緊張
感のあるITガバナンスを実現していきます。
　データの利活用を巡っては、CW360によるグループ横断
的な取り組みに加え、各社、各部門内部で様々な施策に取

り組んでいます。コーポレート部門においても横断的な 
システム構築やデータの標準化などの取り組みを進めてい 
ます。 2025年3月期 

グループ情報セキュリティ委員会 主な活動状況

  各社CISO向け会議・研修
  グループ情報セキュリティ委員会全体会議
  情報セキュリティモニタリング
  標的型メール訓練
  インシデント対応訓練
  従業員向け情報セキュリティ研修
  情報セキュリティに関するe-Learning

CIO/CISO’S
MESSAGE

藤田 訓子
株式会社バンダイナムコホールディングス

取締役

チーフインフォメーションオフィサー（CIO）
チーフインフォメーションセキュリティオフィサー（CISO）
チーフサステナビリティオフィサー（CSO）
グループ管理本部長

株式会社バンダイナムコビジネスアーク

代表取締役社長

グループ情報セキュリティ委員会

バンダイナムコホールディングス
情報セキュリティ担当取締役*1

（グループCISO）

グループ情報セキュリティ対策責任者

その他指名者

CSIRT*2

グループ情報システム責任者

グループ公開WEBサービス管理責任者

グループ情報セキュリティ委員会事務局
バンダイナムコホールディングス
情報システム部／総務部

バンダイナムコホールディングスおよび 
グループ会社（各社別体制）

情報セキュリティ担当取締役（CISO）

情報セキュリティ対策責任者

情報システム責任者

公開WEBサービス管理責任者

報告指示・命令

グループ情報セキュリティ体制図

*1 情報システム部管掌取締役
*2  CSIRT（Computer Security Incident Response Team）：情報セキュリティ対策を目的として活動する組織
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バンダイナムコグループ中期計画（2025年4月～2028年3月） � MID-TERM PLAN

パーパスのもとバンダイナムコグループが目指す姿を前中期計画に引き続き「Connect with Fans」とし、中長期 

ビジョンへと位置付けを変更したうえで、その第2章のアクションフェーズとして、これまで以上に新しい挑戦を積極的に

行うことで、世界中のFans（IPファン、あらゆるパートナー、株主、グループ社員、社会）と全方位でつながり、広く、深く、

複雑につながる存在を目指します。

    中長期ビジョン     

より多くのFansと
つながることで成長する株主

より長く応援していただく 
ための取り組み

社会
社会的責任を 

果たすための取り組み

売上高 

1兆4,500億円
営業利益 

2,000億円

営業利益率

12%以上

エクイティスプレッド

5%以上

海外売上高比率（仕向地別）

50%以上

継続的な目標 

共通テーマ

さらなる 
事業規模の拡大

新たな事業の柱の獲得

長期利益を 
生み出す体制構築

キーテーマ  1

いいものつくる

ブランド力強化 
（IP・レーベル・商品・サービス）

データの利活用 

制作・開発・生産 

新規IP創出 

カテゴリー拡大 

エリア拡大 

アライアンス強化  

多彩な人材の活用

キーテーマ  2

もっとひろげる

キーテーマ  3

そだてつづける  

キーテーマ  4

みがきふかめる

中期計画テーマ
　バンダイナムコグループが持続的な成長をしていくために、「さらなる事業規模の拡大」「新たな事業の柱の獲得」「長期利益を生み出す体制

構築」の3つを共通テーマとしました。この共通テーマに基づき、さらに4つのキーテーマ、「いいものつくる」「もっとひろげる」「そだてつづける」
「みがきふかめる」と、それらを具体的に表す8つの項目を設定しています。

中期計画全体図 
　4つのキーテーマ、「いいものつくる」「もっとひろげる」「そだてつづける」「みがきふかめる」と、それらを具体的に表す8つの項目からなる
中期計画全体図で示す中央の2つの円には、「デジタル＆フィジカル」「攻めと守り」「遠心力と求心力」といった両輪をイメージさせる様々な
意味合いを込めています。

　「パーパス“Fun for All into the Future”」、そして中長期ビジョン「Connect with Fans」のもと、IPが持つ可能性を広げ、世界中のFans
（IPファン、あらゆるパートナー、株主、グループ社員、社会）と全方位の様々つながりを強化することで、バンダイナムコグループはさらなる
成長を目指します。

IP価値 
最大化
Maximize 

IP Potential

アライアンス強化 多彩な人材の活用 

IP価値 
最大化

そだてつづける

ブランド力強化

いいものつくる

制作・開発・生産

新規IP創出

もっとひろげる   

カテゴリー拡大

エリア拡大

みがきふかめる

データの利活用

社員とともに

I
P
フ
ァ
ン
と
と
も
に

パ
ー
ト
ナ
ー
と
と
も
に

IPが持つ可能性を 広げ、世界のファンとともに、さらなる笑顔の連鎖を生み出す事業展開 

Connect with Fans
中長期ビジョン

中期計画最終年度（2028年3月期）計数目標 

IPファン
未来につながる 

IP価値最大化に向けた 
取り組み

パートナー
グループの可能性を 
広げる取り組み

社員
多彩な人材の 

さらなる成長を促す 
取り組み
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バンダイナムコグループ中期計画（2025年4月～2028年3月）

  キーテーマ  1   いいものつくる

  キーテーマ  3   そだてつづける  

  キーテーマ  2   もっとひろげる

  キーテーマ  4   みがきふかめる
ブランド力強化 （IP・レーベル・商品・サービス） データの利活用 

制作・開発・生産 新規IP創出 カテゴリー拡大 エリア拡大 

アライアンス強化  

多彩な人材の活用

　中長期ビジョンの「Connect with Fans」
のもと、「360度、全方位のFansとつなが
る」という意味を込めて「Connect with 
360」を省略した「CW360」という部署を
（株）バンダイナムコホールディングス内に

新設しました。「CW360」は、これまで時間
や予算等の制約から「やりたくても手を伸

ばせなかった領域」に、グループ全体の視

点で、失敗を恐れずアプローチし、あらゆる

パートナーと、プロジェクト、協業、提携等

と様々な形でつながっていきます。これら

事業成長を後押しする取り組みが、バンダ

イナムコグループ全体のさらなる長期的な

成長につながると考えています。

　グループの事業成長に伴うグローバル人材の育成、コーポレート人材や部門の強化、環境や体制の整備等、多彩な社員が安心して生き

生きと働くことができるよう、各種施策を推進し、盤石なものとしていきます。

　「CW360」による外部パートナーとのアライアンス強化の取り組みは、「人材育成の機会」にもつながると考えています。外部パートナーと
のプロジェクトや協業、合弁会社による展開等、「CW360」が生み出す様々な機会を、次世代を担う人材の育成につなげていきます。

資本政策
　今中期計画では、持続的な成長に向け、IP価値最大化による企業価値の向上と、長期的な利益創造に向けて、EPSとエクイティスプレッド
を意識し、ROEの上昇に注力するとともに、株式市場とのコミュニケーションに努めます。

パートナー企業とのアライアンス強化を目的とした「CW360」を 
（株）バンダイナムコホールディングス内に新設

事業成長を後押しし、グループ全体の成長につなげる

CW360
（Connect with 360）

・全方位のパートナーとつながる 
・新たな展開領域へのアプローチ 

・複数事業との接続

トイホビー

企業価値向上
長期利益創造

エクイティスプレッド
継続的に5%以上を目指す

PBRの 
上昇

EPSの 
上昇

ROEの上昇

株式市場への 
理解促進

各事業と接続パートナー企業

デジタル

映像音楽

アミューズメント

株主資本コスト（8%程度と認識）

IP価値 
最大化を通じ 
実現

資本効率向上

売上の増加 利益率の向上

資本効率向上 回転率上昇

事業成長に向けた取り組み

適切な株主還元

自己資本のコントロール

資本政策

資本コスト

期待値向上

アライアンス強化 キャピタル・アロケーション開示

無形資産価値向上 市場との対話機会の充実

ESG対応 見込み精度向上

QCD改善 IPの活用

株主資本コストの低下（リスク低下）

　バンダイナムコグループの原点は、「ものづくり」です。
バンダイナムコらしいユニークな体験価値を世界中のFansに届ける
ためのゲーム開発・アニメ制作・商品の企画・生産、また新しいサー
ビスの創出を推進するとともに、新規IP創出においては、映像作品に
加え、商品・サービス発、グループ横断プロジェクト発など、あらゆる
方向から継続的に取り組んでいきます。
　その取り組みのひとつとして、外部クリエイターやスタジオ、IPホル
ダーとともに新たな切り口のIP共創を強化していきます。
　また、制作・開発・生産の面では効率化を推進し、より質の高い「も
のづくり」に取り組んでいきます。

「ものづくり」はグループの原点。
バンダイナムコらしいユニークな発想で

商品・サービスを生み出す。

  バンダイナムコらしい新たな体験価値の創出
  新規IP創出に継続してチャレンジ
  効率性の追求

Point

　前中期計画において、グループのデータ接続と集約を行い活用する
データユニバース構想を推進し、複数事業で活用の着手を始めてい
ます。今中期計画においては、蓄積したデータの活用を本格的にス
タートし、深掘りしていきます。これにより、最適なマーケティングプ
ランの立案や商品企画、需要予測の精度を向上させることで、各事業
におけるビジネスを磨き上げていきます。また、主にゲーム開発や映
像制作の分野においては、外部パートナーと自社スタジオや研究開
発部門との協業や連携による新技術の研究や活用を積極的に進めま
す。これらの取り組みにより、「みがきふかめる」を実現させます。

これまでに蓄積したデータを最大限活用し、
ビジネスを「みがきふかめる」ことで進化させる。

  データユニバースの活用
  新技術の活用

Point

　トイホビー事業では、ハイターゲット（大人）層向け商品やトレー
ディングカード、カプセルトイなどの展開を拡大しています。さらに、ア
ミューズメント事業との連携による公式ショップ、体験会やイベントな
どにより、遊びの定着やFansとのつながりを深めます。また、現地発
IPや現地企業とのコラボレーションも積極的に行っていきます。この
ほか、各地域においてECの強化を進めています。
　デジタル事業では、日米が連動したワールドワイドのマーケティング
を行う体制をさらにブラッシュアップし、意思決定と情報共有のスピー
ドアップをはかります。
　映像音楽事業では、北米に映像音楽事業会社を設立。ハリウッド
実写版映画「GUNDAM（仮称）」の全世界公開に向けて、新会社が制
作投資窓口となり、海外におけるガンダムのライセンスやプロモー
ション、イベントなどを強化し、ガンダムIPの価値最大化を目指します。

展開エリアと合わせてカテゴリーも拡大し、 
世界中のFansに「ひろげる」ことを目指す。

  既存事業の展開エリア拡大
 現地に根差した販売網の確立
  商品・サービスの輪を広げ、ファンに届ける

Point

　バンダイナムコグループの強みであるIP軸戦略を核とするIPの創出
だけではなく、IPを「そだてつづける」ことも重要と捉えています。
　今中期計画では、グループIPのライセンス事業を強化するとともに、
グループの事業領域以外にもIPの世界観を広げます。ゲームタイトル
については、シリーズタイトルの人気拡大や継続的なシリーズ展開、有
効活用により定着とブランド力強化をはかります。
　また、トイホビー事業の商品ではガンプラをはじめ様々な原材料に
プラスチックを使用しているため、「バンダイナムコグループプラスチッ
ク環境配慮方針」を制定しました。これまでもファン参加型のリサイ
クルや代替素材の活用などの取り組みを進めてきましたが、今後もこ
の方針のもと、プラスチックの使用をできる限り削減したうえで、再生
プラスチックや代替素材の活用、リサイクルの推進をさらに進めてい
きます。社会の一員として、グループ一丸となって環境配慮に取り組
むことは、IPや商品ブランドの価値向上にもつながると考えています。

生み出したものを「そだてつづける」ことが重要。 
強く、広く、長く愛されるブランドに育てる。

  ライセンス事業の強化
 IPファンとともに世界を創り、ブランド力を高める

Point

� MID-TERM PLAN
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バンダイナムコグループ中期計画（2025年4月～2028年3月）

2005年9月、（株）バンダイと（株）ナムコの経営統合により、バンダイナムコグループが誕生しました。

統合後、相乗効果の発揮に向け社内整備を急ぐ一方で、市場や顧客の変化に対応できずスピードが低下するとともに各社の強みを活かしき

れず、業績が低迷しました。2010年4月に「IP軸戦略」のもと、スピードあるグループへの変革を目指す「リスタートプラン」を導入し、IPという

共通価値の最大化に向けて、グループ一丸となって取り組むことで業績が回復しました。

2022年4月に制定した「パーパス“Fun for All into the Future”」のもと、前中期計画で掲げた中期ビジョン「Connect with Fans」の 

位置付けを中長期ビジョンに変更し、2026年3月期より今中期計画をスタートしています。

3,785 3,941

4,542
4,872

5,654 5,755

7,323 7,239

7,409

営業利益
（単位：億円）

売上高
（単位：億円）

422
356

334

223

163

346

486 446

4,5914,508 4,604

4,263

5,076

18

6,783

2006 2019 2020 2023 2024 2025 202620222021

6,200

2007 2008 2009 20122010 2013 201620152014 201820172011

2007.3–2009.3 

中期計画
2010.3–2012.3

中期計画

2016.3–2018.3

中期計画

2013.3–2015.3

中期計画

2019.3–2021.3

中期計画

2023.3–2025.3 

中期計画
2026.3–2028.3

中期計画

スピードの低下
社会の変化に対応できず

テーマ： 
ポートフォリオ経営の 
強化・充実・拡大

テーマ： 
グローバル成長基盤の整備

中期ビジョン： 
挑戦・成長・進化

中期ビジョン： 
CHANGE for the NEXT 
挑戦・成長・進化

中期ビジョン： 
NEXT STAGE 
挑戦・成長・進化

中期ビジョン： 
Connect with Fans

8,892

9,900

10,502

12,415

1,802

1,254 1,164

906

563
496

840
787

846

750

632

経
営
統
合

3月31日に終了した会計年度

中期計画の軌跡

リスタートプラン導入
 スピードあるグループへの変革
 「IP軸戦略」がグループへ浸透

RESTART! 「IP軸戦略」の浸透から進化へ

中長期ビジョン

� MID-TERM PLAN
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Toys and Hobby Unit
トイホビーユニット

　2025年3月期のトイホビーユニットは、7期

連続で売上高、営業利益ともに過去最高業

績を更新しました。前中期計画で推進してき

た戦略が奏功し、主力IPや、カードやプラモデ

ルなどの各カテゴリーが好調に推移しました。

展開 IP数は年間で500を超えてバリエー

ションが多彩になり、また重点地域の北米と

中国内地の拡大もあって、海外売上高は大き

く伸長しました。これは、日本発IPの人気が

世界中に拡大する中、国内で培ったビジネス

モデルを適切にローカライズしながらワール

ドワイド展開を進めたことによるものです。

　今中期計画では、前中期計画で掲げた3

つの重点戦略を引き続き推進し、さらに進

化・深化をさせることでワールドワイド展開

を加速させていきます。加えて、4つ目の重

点戦略としてサステナブル活動のプロジェク

ト「未来・クリエイション」を立ち上げました。

プラスチック代替素材の活用やリサイクル商

品の展開、モノづくりの体験価値などの取り

組みにより、サステナブル活動の輪をファン

とともに広げていきます。

　トイホビーユニットでは将来的に海外売

上高比率50%を目指しています。そのため

にも様々な変化に向き合いながら、「多様な

IP」「幅広い事業・カテゴリー」、そして「タッ

チポイント」という、トイホビーユニットの強

みを伸ばし、掛け合わせることが重要です。

　重点地域の北米・中国内地においては、

まだ大きな伸びしろがあります。ガンプラや

トレーディングカードゲームなどの事業カテ

ゴリー拡大やIPポートフォリオの拡充、販路

の拡大、EC販売強化などの取り組みで、中

長期的な成長を目指していきます。またワー

ルドワイド展開に伴う、各国の法令や関税の

影響を軽減するため、自社の生産拠点の増

強や生産地域の分散をはかるほか、グロー

バル人材の育成を強化していきます。

　ガンプラやトレーディングカードゲームにお

いては、拡大する需要に対応するために、引

き続き生産設備を強化していきます。すでに、

プラモデルについては、より安定的な生産体

制を構築することを目的に、新工場が2025

年夏から順次稼働を開始しています。この新

工場は、地球環境との共生や、地域社会との

取り組みにおいて、バンダイナムコのサステ

ナブル活動の在り方も示す工場となります。

　中長期ビジョンの「Connect with Fans」

とは、全方位の人々と、広く、深くつながり、

商品やサービスを通じて喜ぶ人や、仕事に

おける「仲間」を増やすことだと思います。

「仲間」と協力し合い、私たちだけでは想像

もできなかったモノや感動を生み出すこと

が、Fansとつながる最大の喜びであり、トイ

ホビーユニットの成長にもつながっていくと

確信しています。

ユニット事業統括会社社長からのメッセージ

トイホビーユニットにおけるビジネスモデルの一例（他社IPを活用する場合）

竹中 一博
株式会社バンダイナムコホールディングス

取締役（非常勤）

トイホビーユニット担当

株式会社バンダイ 代表取締役社長

他ユニット
連動

協業

商品・サービス提供

商品・サービス提供

「それいけ！アンパンマン」

102億円

「ウルトラマン」シリーズ

67億円

「仮面ライダー」シリーズ 

225億円

「ガンダムシリーズ」

757億円

「スーパー戦隊」シリーズ

54億円

「DRAGON BALL」 
シリーズ

299億円

「プリキュア」シリーズ

78億円

「ポケモン」

122億円

「ONE PIECE」 

942億円

版権元

お客様（ファン）

開発・生産パートナー

 
メディア

店舗・Eコマース TV／映画／配信／出版／
WEB／イベント 等

商品化許諾

番組提供・出資 IP使用許諾

プロモーション・
メディア展開

  IPのワールドワイドMD最大化
 北米・中国エリア強化
 ダイレクトマーケティング強化
 未来・クリエイション推進

売上高 6,000億円
セグメント利益 1,050億円

IP商品・サービス売上高（国内トイホビー）

2025年3月期業績関連データ

バンダイナムコグループ

トイホビーユニット

トイホビーユニット重点戦略

2026年3月期計数目標

MESSAGE

子どもから大人まで楽しめる
多彩な商品・サービスで世界中のファンとつながる未来へ。

注：2025年5月時点の業績予想を記載
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Digital Unit
デジタルユニット

　2025年3月期は、ネットワークコンテンツ

の主力タイトルや新作タイトルが好調に推移

し、安定基盤となりました。また、家庭用ゲー

ムでは、「ELDEN RING」の大型ダウンロード

コンテンツ「ELDEN RING SHADOW OF 

THE ERDTREE」「ドラゴンボール Sparking! 

ZERO」がワールドワイドで大ヒットとなりま

した。その結果、オンラインゲームに関わる

評価損などの計上が発生した2024年3月期

から業績は大きく回復することができました。

　世界のゲーム市場は今後も成長が持続す

ると考えていますが、開発の大規模化と開

発期間の長期化もあり、環境変化に対応す

るための体制強化が必須です。2025年3月

期からは、事業の基盤強化に向けて最適な

タイトルポートフォリオと開発・販売体制の

再構築に、取り組んできました。2026年3月

期は、これをさらに前進させ、持続的な成長

に向けた事業基盤を構築するための重要な

年と位置付けています。

　最適なタイトルポートフォリオ再構築では、

私たちが強みを発揮できる領域などを明確

化し、投資における優先順位と戦い方を定

めて推進していきます。新たな体制のもと開

発に着手しているタイトルは、今中期計画に

着実に効果を発揮し成果につなげるべく取

り組みを進めます。開発体制の再構築では、

引き続きゲーム特性に応じ、内製開発、外部

パートナーとの共同開発を効果的に選択し

ていきます。販売体制の再構築では、日本と

北米の連携で全世界のマーケティングを統

括する体制の向上をはかり、意思決定と情

報共有のスピードアップで各地域のニーズ

に沿った施策とリソースの投下を戦略的に

実施していきます。

　さらにグループ全体で推進するIP軸戦略

の強化に向け、新たにライセンス事業部門

を設立しました。デジタルユニットの豊富な

IP資産を活かし、ゲーム事業にとどまらない

多彩なエンターテインメントコンテンツを提

供するとともに、様々なパートナー企業との

協業を通じたライセンス展開を強化し、IP価

値を拡大していきます。

　私たちにとって、IPそのものの価値を最大

化することが事業の成長・拡大に直結しま

す。グループの強みを掛け合わせ、IPを軸

に、ゲームをはじめとする多彩なエンターテ

インメントを通じて、ファンの皆様やビジネス

パートナーとともに、遊びきれない毎日を世

界中に提供していきます。

デジタルユニットにおけるビジネスモデルの一例（自社IPを活用する場合）

宇田川 南欧
株式会社バンダイナムコホールディングス

取締役（非常勤）

デジタルユニット担当

株式会社バンダイナムコエンターテインメント  
代表取締役社長

他ユニット

協業

IP使用許諾

連動

ダウンロードコンテンツ・ 
アップデート・イベント開催

ゲーム
コンテンツ

ダウンロードコンテンツ・ 
アップデート・イベント開催

ゲーム
コンテンツ

ネットワークコンテンツ

1,951億円

海外売上高比率*

45%

販売本数

4,076万本
フルパッケージのダウンロード販売比率

65%

家庭用ゲーム

2,161億円

お客様（ファン）

クリエイター
開発パートナー

他社

 
メディア

プラットフォーム TV／映画／配信／出版／
WEB／イベント 等

プロモーション・ 
メディア展開

プロモーション・
メディア展開

  ゲームポートフォリオ推進
  開発力の強化
  IP軸ビジネス拡大・挑戦

売上高 3,900億円
セグメント利益 400億円

主要カテゴリー別売上高

ネットワークコンテンツ 家庭用ゲーム

2025年3月期業績関連データ

バンダイナムコグループ

デジタルユニット

デジタルユニット重点戦略

2026年3月期計数目標

MESSAGE

持続的な成長に向け、事業基盤を強化し、 
スピードアップをはかっていきます。

注：2025年5月時点の業績予想を記載

*  ネットワークコンテンツ売上高のうち 
海外での発生比率

ユニット事業統括会社社長からのメッセージ
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Visual and Music Unit
映像音楽ユニット

　2025年3月期は、全世界的な日本発 IP

の人気に伴いアニメーション市場が拡大す

る中、ガンダムの劇場作品No.1ヒットとなっ

た「機動戦士ガンダムSEED FREEDOM」と

「劇場版ブルーロック -EPISODE 凪-」の興

行収入やグローバルでの映像販売、パッケー

ジ販売が業績に大きく貢献しました。

　市場における競争が激化する中、私たち

はIP創出を使命とするユニットとして、創出

力・制作力を安定化させ、独自の魅力や存

在意義を発揮し、“いいもの”をつくり、それ

らを活用していくために挑戦し続けていきま

す。また、私たちが生み出したIPを外部に向け

て展開することで、これまでの事業領域以外

にもIPの世界観を広げていきます。さらにIP

ライセンス事業の海外展開に本格的に着手

し、特にガンダムについてはユニットのライ

センス業務を集約した組織を組成し、グロー

バルでのガンダムのIP価値をさらに拡大して

いきます。

　加えて、今中期計画の重点戦略に人材戦

略を掲げました。会社は個の集まりであり、

作品はその個（人）がつくり上げるものです。

従業員が生き生きと働き、成長できるユニッ

トを目指します。特にIPの創出においては、

いかに魂を込めることができるかが非常に

重要です。そして、それはクリエイターだけ

に限らず、ユニットに所属する従業員が一丸

となって「“いいもの”をつくり続ける」という

志を持ったユニットになることを意味してい

ます。また、外部のアニメーション制作会社

やグループ内スタジオとの積極的な協業・

連携などで、安定的な制作体制を構築する

と同時に、自社内の制作力強化に向けて、

クリエイター人材の育成や労働環境の改善

も同時並行で推進していきます。

　音楽・ライブイベント事業では、拡大する

ライブ需要を取り込むべく、いよいよ2026年

には渋谷に多目的ホール「Shibuya LOVEZ」

を開業します。リアルな場を通じてIPの魅力

をダイレクトに発信し、IPやアーティスト育

成の場としても活用していきます。

　“いいもの”の追求こそがファンから支持さ

れ、ひいてはグループの事業拡大に大きく影

響します。今後も映像音楽ユニットが生み出

す多彩なIPを通じ、世界中のファンとつなが

ることで、今この時を生きる喜び、ともに楽

しめる喜びを共有し、感動の渦に巻き込んで

いけるような“いいもの”をつくり続けていき

ます。

映像音楽ユニットにおけるビジネスモデルの一例

浅沼 誠
株式会社バンダイナムコホールディングス

取締役（非常勤）

映像音楽ユニット担当

株式会社バンダイナムコフィルムワークス  
代表取締役社長

IP使用許諾

協業

連動

製作作品販売 プロモーション・
メディア展開

製作作品提供

映像・音楽パッケージ 
ライブイベント等

商品・ 
サービス提供

プロモーション・
メディア展開

商品・ 
サービス提供

著作権保有コンテンツ数／ 
総時間数

1,174作品／ 

6,011時間

管理楽曲数 
（株）バンダイナムコミュージックライブ 

原盤管理楽曲数 

約76,400曲
出版管理楽曲数 

約42,300曲
注：2017年3月期より自社管理楽曲数を集計

公演回数*

イベント 807回

お客様（ファン）

プロモーション・
メディア展開

  IP創出力強化 
・ライセンス事業の拡大 
・映画事業の強化・拡大 
・グローバル事業の拡大

 音楽・ライブ事業強化拡大
 人材戦略

売上高 900億円
セグメント利益 105億円

 映像音楽事業の著作権保有数（2025年3月末現在）

ライブイベント開催回数

2025年3月期業績関連データ

バンダイナムコグループ

映像音楽ユニット重点戦略

2026年3月期計数目標

MESSAGE

グループの源泉となる“いいもの（IP）”をつくり、 
世界中に届け、育てます。

注：2025年5月時点の業績予想を記載

* （株）バンダイナムコミュージックライブが実施した公演回数

他社

外部パートナー・クリエイター・
アーティスト

  メディア TV／映画／配信／出版／
WEB／イベント 等

映像音楽ユニット

映像

ライブ 
イベント音楽

他ユニット

ユニット事業統括会社社長からのメッセージ
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Amusement Unit
アミューズメントユニット

　2025年3月期は、グループのIPや商品・

サービスブランドと連動した「バンダイナムコ 

Cross Store」や、「VS PARK」などのアク

ティビティ施設が好調に推移しました。グ

ループ各社・各部との協業によるIP軸戦略の

成果が、目に見える形で表れ始めていると認

識しています。特に「バンダイナムコ Cross 

Store」は、リアルな顧客接点の場を活用し、

トイホビー事業を中心に、グループのIPや商

品・サービスブランドの認知、販売拡大に大

きく貢献しました。また業務用ゲーム機で

は、新製品や定番製品が安定した販売とな

りました。

　アミューズメントユニットは、グループの

マーチャンダイジングにおけるリアルプラット

フォームとしての存在感が増しています。ま

た、自社のブランドとして、「VS PARK」や

「トンデミ」などのアクティビティ施設の認知

も進んでいます。日本発IPの海外での活躍、

グループの商品・サービスの海外展開が加

速する中、今中期計画においてはグループ

のIPや商品・サービスブランドの公式店舗の

海外展開を拡大させていきます。新規出店

については、自社での出店だけにこだわら

ず、フランチャイズ展開も並行して進めてい

きます。業務用ゲーム機では主力タイトルを

投入し継続的に展開していきます。

　これらの取り組みの推進をさらに強化す

べく、企画開発力と、施設を運営する人材の

確保や育成の強化を目的とした組織再編を

実施し、新会社である（株）バンダイナムコエ

クスペリエンスを設立しました。施設運営を

担う（株）バンダイナムコアミューズメント、

機器開発を行う（株）バンダイナムコアミュー

ズメントラボとともに三位一体となり、エク

スペリエンスの名前が示す通り、バンダイナ

ムコにしかできない新たな体験価値を提供

していきます。

　IP軸戦略において“場”を通じてファンの

熱量を直に感じ、共有できることがアミュー

ズメントユニットの強みです。グループ各社

との連携も深化しており、私たちユニットの

「リアルな顧客接点の存在」という役割の重

要度は増してきていると捉えています。私た

ちはこれまで以上にIPを活用した企画、体

験型のリテール施設の展開強化で、ユニーク

（唯一無二）な存在感を発揮していきます。

グループの商品・サービス展開におけるリア

ルプラットフォームとして、遊びの場を提供す

るユニットならではの独自性をブーストし、

ファンと直接ふれあう“場”を提供していきます。

アミューズメントユニットにおけるビジネスモデルの一例

川﨑 寛
株式会社バンダイナムコホールディングス

取締役（非常勤）

アミューズメントユニット担当

株式会社バンダイナムコエクスペリエンス 
代表取締役社長

連動
出店

協業

商品・ 
サービス提供

商品化・イベント・ 
キャンペーン・施設企画の許諾

商品・ 
サービス提供

販売・バージョンアップ

お客様（ファン）

  TRANSFORM 2.0  事業改革
  CONTROL 2.0 統制強化
  UNITE 2.0 連携推進
  SUSTAINABILITY  
持続可能な基盤構築

売上高 1,500億円
セグメント利益 95億円

主要カテゴリー別売上高

アミューズメント施設数（国内外合計）

2025年3月期業績関連データ

バンダイナムコ 
グループ

アミューズメントユニット重点戦略

2026年3月期計数目標

グループの“場”を担い、提供する体験価値を 
さらに進化させていきます。

注：2025年5月時点の業績予想を記載

他社運営施設

デベロッパー

生産・開発パートナー

他 
ユニット

MESSAGE

業務用ゲーム

336億円

直営店

236施設
その他直営店

99施設

アミューズメント施設

1,050億円

レベニューシェア*

814施設
合計

1,149施設

アミューズメント 
ユニット

版権元

業務用ゲーム開発

自社運営施設

* 業務用ゲームのオペレーション売上歩率配分方式による契約店舗

ユニット事業統括会社社長からのメッセージ
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S P E C I A L  F E AT U R E

全方位で様々な
ファンとつながる

榊原 博  Hiroshi Sakakibara

株式会社BANDAI SPIRITS
代表取締役社長
チーフガンダムオフィサー（CGO）

Profile

01
Message

「ガンダムシリーズ」50周年へ向けて 

チーフガンダムオフィサー（CGO）からの
メッセージ 

45周年を迎え、 
進化を続ける「ガンダムシリーズ」

　2024年に「ガンダムシリーズ」放送45
周年、そして2025年はガンプラ発売から
45周年を迎えました。次の節目である50
周年に向けてガンダムのワールドワイドで

のさらなる認知度向上をはかり、長期的

な視点でガンダムのIP価値最大化に取り
組むことが重要ですが、今回の45周年、そ
して50周年のいずれも通過点と考えてい
ます。長期的な視点で、100年続くガンダ
ムの世界観を構築し、魅力を引き出して

いかなければならないと考えています。 

　そういった意味で、2025年4月から大阪・
関西万博に出展している「GUNDAM NEXT 
FUTURE PAVILION」は、未来を語るコン
テンツとして非常に印象深いものになりまし

た。パビリオンは、未来の平和な暮らしをテー

マに、ガンダムが描く宇宙での生活やテクノ

ロジーを通じて、子どもたちにとっての未来

を考えるきっかけになることを目指しました。

年齢、性別、国籍を問わず、様々な方々にご

来場いただき、従来ファンはもちろん、これま

でガンダムに触れてこなかった方たちにも

ガンダムを通じて、このテーマに興味を持っ

ていただけたことは非常に嬉しいことです。

売上規模は6年間で倍増 

　「ガンダムシリーズ」のグループ全体の売

上高は、前々中期計画スタート時の2019
年3月期の793億円から、前中期計画最終
年度の2025年3月期に1,535億円と、6年
間でほぼ倍となる規模に拡大しました。

49   チーフガンダムオフィサー（CGO）からのメッセージ

52   新たな価値を拓く「機動戦士Gundam GQuuuuuuX（ジークアクス）」

55   2025年日本国際博覧会（大阪・関西万博）「GUNDAM NEXT FUTURE PAVILION」

56   ガンダム映像作品のグローバル展開

58   拡大する世界市場に向けた「BANDAI CARD GAMES」の展開

60   TCG市場での拡大をはかる「ガンダムカードゲーム」の世界展開

62   「エンターテインメント菓子メーカー」への進化

64   「ドラゴンボール Sparking! ZERO」におけるメディア戦略の成功

66   新たな価値を生んだ「学園アイドルマスター」 

68   その先の未来に向けて進化する「アイドルマスター」シリーズ 

70   バンダイナムコエクスペリエンス設立による成長戦略

71   グローバルに拡大するアミューズメント事業

72   ワールドワイドマーケティング体制で推進するデジタル事業

73   幅広い商品展開を軸に、成長する中国におけるトイホビー事業

74   島根スサノオマジックのサステナブル活動「SMILE HIGH FIVE」

「GUNDAM NEXT FUTURE PAVILION」
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2021年のガンダムカンファレンスで掲げた

2026年3月期売上高1,500億円という目
標に対して1年前倒しでの達成となります。
　2025年3月期の伸びについては、トイホ
ビー事業の貢献も大きいです。ガンプラな

どのハイターゲット（大人）層向けを中心に、

カプセルトイや玩具菓子・食品事業の伸長

があり、まさに大人から子どもまでを対象

に業績が拡大する結果となりました。これ

までの「ガンダムシリーズ」は、映像作品と

ガンプラの両輪を中心とした成長を軸とし

ていましたが、最近は展開する商品カテゴ

リーが着実に広がり、それに伴ってファンと

接する機会も増えています。タッチポイント

拡大に向けた強化策が、結果的にガンダム

の裾野を広げることにもつながりました。

　（株）バンダイナムコエンターテインメン

トのスマートフォンアプリゲーム「SDガンダム
ジージェネレーション エターナル」も非常

に好調で、新たなファンとの接点として非

に期待が持てます。グループ内の連携・連

動はもちろんのこと、外部パートナーとの

連携も含めた力が合わさって、今のガンダ

ムがあるのだと考えています。

　長期でガンダムのIP価値最大化をはか
るために、既存ファンの皆様を軸として、

次世代のファン層を開拓するために、タッ

チポイントをさらに拡大するなど、50周年
を通過点として捉え、息の長いIPとして
ガンダムの成長がどうあるべきかを追求

していかなければなりません。

グローバル事業の成長をさらに加速
 
　ガンダムのワールドワイド展開において

は、これまで同様に北米および中国市場

が重点地域です。北米・中国市場を中心

に据えながら、中長期視点でワールドワイ

ドでのマーケティング戦略を構築する必要

ドでのマーケティング戦略を構築する必要

があります。これまでは日本で公開された

映像作品を時間差で海外展開することが

一般的でしたが、2022年の「機動戦士
ガンダム 水星の魔女」から最新作の「機
動戦士Gundam GQuuuuuuX」におい
ても、ほぼ日本と同時期に水平展開し、

商品・サービスの垂直立ち上げも可能と

なりました。これが認知度拡大に大きく貢

献し、新規ファンの拡大に大きな手応えを

感じています。

　北米市場では、ここ数年で認知度は拡

大傾向にありますが、西海岸や東海岸と

いった一部のエリアのみのマーケティング

にとどまっています。新たなプロモーション

として、ガンプラ45周年をきっかけに、公
式ガンプラ総合施設「THE GUNDAM 
BASE」での体験を北米の多くのファンに
体験してもらうため、移動式で展示・販売

を行う「Gundam Base Mobile Tour」
を全米12州12カ所で計画しています。
　また中国市場では、沿海部を中心に都市

部におけるガンダムの認知度は比較的高い

状況で事業規模も順調に拡大しています。

中国市場では「THE GUNDAM BASE」を主
要都市に7店舗（2025年3月末時点）展開し
ており、今中計期間中に内陸部も含めて3
倍となる20店舗程度に拡大する計画です。
　今後も、ワールドワイド展開の拡大に向

けて、グループ内連動はもちろん、外部

パートナーとも引き続き連携し、総合力を

発揮していきます。現地の文化や嗜好性

も考慮した綿密なマーケティングにより、

映像作品と商品・サービスを戦略的に展

開することでタッチポイントを増やし、ワー

ルドワイドでのファン拡大を強力に進めて

いく考えです。

ワールドワイドの需要拡大に 
対応すべく、生産能力強化をはかる

　一方で、ガンプラにおいては、生産能力の

増強が引き続き課題だと認識しています。

映像作品や商品・サービスを全世界で同時

展開することで、今後も需要は拡大すると

予想しています。こうした課題に、短期では

なく、中期的にマーケティングと生産能力の

両面で密接に連動して取り組む考えです。

　すでに2025年1月には、プラモデル生産
工場である「バンダイホビーセンター」の新

工場「BANDAI HOBBY CENTER PLAMO 
DESIGN INDUSTRIAL INSTITUTE（以下、
BHCPDII）」が竣工、2025年7月より順次
稼働を開始しました。今後、さらに生産設

備を導入し、生産クオリティを整えたうえ

で本格稼働するのは、2026年夏頃となり
ます。本格稼働時の生産能力としては、グ

ループ会社・パートナー企業の協力による

プラモデル生産機能の強化も加え、プラモ

デル全体で2024年3月期比約35%の増産
が可能になる見込みです。また、BHCPDII
は、これまで培ってきたホビーセンターク

オリティと呼ばれる高品質の維持に加え、

効率化の推進による生産能力向上も大き

なテーマです。省人化と自動化を強く意識

した工場づくりをして高効率の生産体制を

構築します。

　さらにBHCPDII内にはプラモデルを通じ
モノづくりなどを学ぶミュージアムを新たに

設置しています。子どもたちが将来、

BHCPDIIを通じてモノづくりに興味を持ち、
働いてみたくなることをテーマに、こだわり

のモノづくりを“魅せる”工場として、ブラン

ディング強化を意識しています。こうした体

験型のミュージアムの要素も持った新しい

発想の工場として展開していきます。

100年愛されるIPに向けて

　「ガンダムシリーズ」は作品ごとに主人

公となるモビルスーツやキャラクターが存

在します。だからこそ、45年の歴史の中で
それぞれの時代、国や地域により、ファン

の入口となるそれぞれのファーストガンダ

ムがあります。多様な作品群とそれぞれの

世界観があるからこそ、IPとしての深みや
奥行きが生まれ、長きにわたってファンに

愛されてきたのだと思います。

　今後は、映像と多様なカテゴリーで商

品・サービスを連動させながら、さらに盛

り上げていきます。当然、今以上にワール

ドワイドで認知度を向上することは必要不

可欠であり、外部パートナーとの連携も

様々な角度でガンダムの魅力を引き出す

ために重視しています。来るべき50周年
に向けた構想も幅広く計画中であり、近い

うちにいくつか発表できるよう準備してい

ます。繰り返しになりますが、50周年は
ゴールではなく、その先も長く100年以上
にわたって愛され続けるIPにしていきたい
と私は強く願っています。そのためにまず

は2029年の50周年に向けてガンダムの
価値最大化に全力で取り組んでいきます。

01
Message 「ガンダムシリーズ」50周年へ向けて 

チーフガンダムオフィサー（CGO）からの
メッセージ

「ガンダムシリーズ」売上高（グループ全体）

2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

781億円793億円
950億円 1,017億円

1,457億円
1,313億円

1,535億円

2019年3月期対比で

194%

新工場「BANDAI HOBBY CENTER PLAMO DESIGN INDUSTRIAL INSTITUTE」の外観（左）とMUSEUM（右）
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02
Message

スタジオカラーとサンライズによる
初の共同制作

　私が本部長を務めるガンダム事業本部

は、これまではIP事業本部内の一事業部
でしたが、「ガンダムシリーズ」のグローバ

ル展開強化とともに、より長期にわたる価

値拡大をはかることを目的に、2025年4
月に本部体制として新たに組成しました。

　ガンダム事業本部の最大のミッション

は、「ガンダムシリーズ」の映像作品をゼ

ロからつくり上げることです。最新作「機

動戦士Gundam GQuuuuuuX（以下、
ジークアクス）」は、「機動戦士ガンダム 水
星の魔女（以下、水星の魔女）」から2年7

カ月振りのTVシリーズとして、2025年4月
よりスタートしました。国内で全12話をTV
放送するとともに、海外では240以上の国
や地域（日本およびベトナム除く）に向け

てインターネット配信を実施しています。

　ジークアクスがファンにとって大きな驚

きとなったのは、本作が「エヴァンゲリオン」

シリーズを手掛けるスタジオカラーと「ガン

ダムシリーズ」を手掛けるサンライズ（（株）

バンダイナムコフィルムワークスの作品ブ

ランド）が共同で制作する新たな「ガンダム

シリーズ」であることです。これまでの「ガン

ダムシリーズ」映像作品は、共同制作で

あってもサンライズが一貫性を保って制作

していました。同様に、スタジオカラーにお

いても、監督のみが他作品に関わることが

あっても、監督と複数のクリエイターやスタ

ジオがチームとして参加するケースは珍しく、

両社にとってまさに大きな挑戦となりました。

　スタジオカラーとの共同制作最大の目

的は、新たな「ガンダムシリーズ」をつくる

ことです。もちろん、これまで通り自社IP
としてサンライズが一貫性を保ちながらつ

くることも理想ではあります。しかしなが

ら、46年の歴史を持つガンダムだからこ
そ、時にはこれまでとは異なる強い刺激

を与えることで、新たな表現や見え方が生

まれるとも考えました。ファンの強い想い

に支えられるIPを生み出した制作会社同
士が組むことで、大きな相乗効果が発揮

され、新たなガンダムの姿を表現すること

ができたと思います。また、サンライズとし

ても、スタジオカラーならではの創造性や

ファン視点から多くの経験や刺激を得るこ

とができました。この刺激が、もともとロ

ボットを題材としたシリーズアニメーション

制作を行うことができる、世界を見渡して

も稀なサンライズとして、今後ガンダムが

どうあるべきかを改めて考えるきっかけに

なり、新しいガンダムを創造するモチベー

ションにつながっています。

劇場先行版を公開する、
新たなプロモーション戦略

　他社を含めて、数多くのアニメ作品があ

ふれる中、TV放送向けのアニメとして、い
かに効果的な形で視聴者にお届けするか

は常に課題です。本作の展開にあたって

は、TVシリーズ放送に先駆けて一部の話
数を再構築し、劇場先行版として「機動

戦士Gundam GQuuuuuuX -Beginning-」
を2025年1月に公開しました。
　これはTV放送に先駆けたプロモー
ションの起点として、TV放送終了までを見
据え、話題を長期に持続させる取り組み

の1つでもありました。プロモーション効
果の最大化に向け、情報の出し方やタイ

ミングを綿密にコントロールし、広く、そし

て深く作品をファンに向けて印象付けるこ

とができたと捉えています。

　ジークアクスは、グローバル展開におい

ても先述した通り23言語対応で全世界同
時（一部地域を除く）にインターネット配信

を実施しました。2022年の水星の魔女に
おいても配信による世界展開をしており、

ジークアクスではさらに拡大した形です。

映像配信を通じて、ガンダムに触れたこと

のなかった海外ファンの認知度も着実に

高まっています。今後は、各地域の

特性に合わせたプロモーション手

法による情報発信戦略を設計し、

さらなる認知拡大をはかっていき

ます。

これまでのファンを起点に、
新たなファン層を巻き込む

　「ガンダムシリーズ」は長い歴史

故に、初めてのファンにはどこから

触れるべきか分からないという声

もあり、近年の「機動戦士ガンダム

SEED FREEDOM」や水星の魔女
といった、新たな切り口の作品を通

じて新規ファンの開拓をはかってき

ました。ジークアクスでも、同様の

位置付けで、ガンダムの原点とも

言える宇宙世紀の物語を若い人た

ちにも届けたい、という強い想いで挑戦し

てきました。

　中でも特徴的だったのは、スタジオカ

ラーとの共同制作という大きな話題性も

含め、SNSを通じてファン同士が作品を
同時視聴し、考察を交わしながら盛り上

がる構図が生まれたことです。一方で、

ファーストガンダム世代を中心にこれまで

支えてくれているコアなガンダムファンか

らの反響が、想定以上に大きかったことも

小形 尚弘  Naohiro Ogata

株式会社バンダイナムコフィルムワークス
取締役 
ガンダム事業本部本部長 
兼　事業統括室 ゼネラルマネージャー 

Profile

「ガンダムシリーズ」50周年へ向けて 

新たな価値を拓く
「機動戦士Gundam GQuuuuuuX（ジークアクス）」 

劇場先行版 
「機動戦士Gundam GQuuuuuuX 

-Beginning-」（左）

TVシリーズ 
「機動戦士Gundam GQuuuuuuX」
（右）
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特徴的でした。物語の性質上、予想はし

ていましたが、序盤では新規ファンの声を

覆い隠すほど、コアファンの心に深く刺

さったようです。ただ、こうしたコアファン

の熱量が周囲の関心を引き付け、作品に

対する新規ファンの熱量を一層高める形

となりました。ジークアクスの世界観は、

これまでの日本のアニメ文化や長年続い

てきた「ガンダムシリーズ」の積み重ねの

上に成立する作品として、全体としてはコ

アファン、新規ファン双方にご満足いただ

ける作品として世に送り出すことができた

と捉えています。

さらなるグローバル展開で、
認知度を向上

　ガンダムの映像戦略としては、主にTV
シリーズは新規ファン向け、劇場作品など

はコアファン向けという2軸で展開してお
り、そのバランスの中で、コアファンが新規

ファンを温かく迎え入れる文化も形成さ

れ、全体の成熟度が高まっていることを実

感しています。

　これからの目玉となるのは、米国の映画

会社LEGENDARYと共同制作するハリウッ
ド実写版映画「GUNDAM（仮称）」です。 

この作品は、アニメとは異なる視点から

ガンダムを世界へと広げる挑戦でもあり、

特に欧米地域でのさらなる認知度向上の

起爆剤としたいと思います。

　今後は日本発のガンダムだけでなく、海

外から発信されるガンダム作品の可能性

も模索していきます。2025年4月に設立し
たBandai Namco Filmworks America, 
LLCは、ガンダムをはじめとしたIPを戦略
的に拡大するための拠点として、アメリカ

からの発信を担う機能を持ち、将来的に

は現地の制作プロダクションやクリエイ

ターとともに海外発となるガンダムの実

現も視野に入れて活動する計画です。

50周年への決意

　ガンダムは長きにわたってファンととも

に歩むことで育成されてきたIPです。今後
はファンとの輪をさらに広げることを重要

なテーマとしています。来るべき50周年
は、世代や国境を越えてガンダムへの認

知が拡大した状態で迎えたいと考えてい

ます。ガンダムの歴史は、常に新しいこと

への挑戦です。私自身、守りの姿勢ではな

く、攻めの姿勢で未来を切り拓き、挑戦を

恐れず、ガンダムというIPをより大きく、よ
り自由に発展させ、IPの可能性を広げて
いきます。

02
Message 「ガンダムシリーズ」50周年へ向けて 

新たな価値を拓く
「機動戦士Gundam GQuuuuuuX（ジークアクス）」 03

Message

2025年日本国際博覧会（大阪・関西万博）

「GUNDAM NEXT FUTURE PAVILION」

大迫力の没入体験ができる
「GUNDAM NEXT FUTURE 

PAVILION」

　バンダイナムコグループは、2025年4月
～10月までの期間で開催される2025年
日本国際博覧会（大阪・関西万博）に

「GUNDAM NEXT FUTURE PAVILION」
（以下、本パビリオン）を出展しています。

本パビリオンは、ガンダムの新作映像とパ

ビリオン空間による大迫力の没入体験が

大きな特徴であり、新たな未来への道標

を伝えています。また、大きな目印とも

なっているのが、関西エリア初登場となる

高さ約17mの実物大ガンダム像です。
「GUNDAM FACTORY YOKOHAMA（神

奈川県横浜市）」で展示していた動く実物

大ガンダムの資材を再活用し、新たな姿

を披露しています。ご来場いただいた方から

の反響も大きく、実物大ガンダム像の前で同

じポーズで写真を撮る姿も多く見られました。

新たなファン層の開拓につなげ、 
IP価値の最大化に貢献

　万博はグローバルかつ幅広い層が集ま

り、新しい技術や未来の可能性を感じるこ

とのできる場です。今回の体験を通して、

ガンダム作品の中で描かれる技術や未来

的な世界観は自分たちの将来につなが

る、いつか実現するものなのだと感じてほ

しい、それをどうすれば来場された多くの

方々に伝えることができるのか、オープ

ニング直前までこだわり続けました。

　映像・音楽・クルーがつくり出す体験、

そして最後に邂逅するガンダム像、これら

すべての世界観が1つになった結果、私た
ちの想いをガンダムファンのみならずガン

ダムを全く知らない方々にも受け止めて

いただくことができたという手応えを強く

感じています。

　本パビリオンは、新たなファン層の開拓

にもつながり、ガンダムのIP価値最大化に
大きく貢献を果たしていると言えます。

ガンダムを通じて世界中の人々とつなが

り、ともに「未来」を考えるきっかけの場と

なれるよう、これからも全力を尽くしてい

きます。

渥美 真紀川口 研二

川口 研二  Kenji Kawaguchi

株式会社バンダイナムコホールディングス
CW360
エキスパート
「GUNDAM NEXT FUTURE PAVILION」館長

渥美 真紀  Maki Atsumi

株式会社バンダイナムコホールディングス
CW360
シニアエキスパート

万博において、バンダイナムコグループが放つエンターテインメントの魅力

とともに、ガンダムを通じて宇宙・未来への希望を多くの来場者が抱いて

くれることに期待しています。また、これを単なるイベントとして終わらせ

ず、今回の経験を活かして次の活動につなげていきたいと思っています。

本パビリオンを通して、年齢、性別、国籍を問わず、様々な来場者の方々に

ガンダムに触れていただく機会をつくり出せたことは非常に大きな価値が

あると思っています。これからも多くの人に未来への可能性を感じていた

だけるような体験を提供していきたいと思っています。

PROFILE & MESSAGE

北米最大級のアニメイベント「Anime Expo 2025」へ出展、パネルイベントも開催
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ない形で、現地のファンにしっかりと届く

アプローチや発信方法を模索・強化して

いきたいと考えています。

ライセンス事業の拡大に向けて 

 髙井   今後、ライセンス事業の拡大に向け
ては、全方位で攻める姿勢が重要だと考

えています。特定のエリアに限定するので

はなく、未開拓の地域にも積極的に挑戦

していくことが、ガンダムのグローバルブ

ランドとしての成長には不可欠です。

　例えば、「機動戦士ガンダムSEED 
FREEDOM」の劇場公開を通じて、未開拓
であった地域も含め様々な地域から予想以

上の反応を得ることができました。こうした

声や熱量は、次の展開を考えるうえで大きな

手がかりとなります。今後は、劇場公開や配

信などの実績を活かしつつ、地域ごとの市場

環境や文化的背景を丁寧に捉えたうえで、

最適なアプローチを模索していきます。

　一方で、世界には200以上の国と地域
があるといわれており、国や地域によって

状況や課題、法規制も全く異なります。1
つのエリアや1つのやり方に縛られず、柔
軟かつ迅速に展開をはかる考えです。

 
 池内   「ガンダムシリーズ」の魅力を広く伝
えるにあたって、作品に触れるきっかけを

いかに多く提供できるかが鍵になります。

すべての人が最初から映像作品に興味を

持つわけではなく、個々の興味・関心に応

じた入口を用意することが重要です。ガン

プラやフィギュアなどの商品をきっかけに

ガンダムが好きになり、映像作品に辿り着

くファンも多く、商品・サービス展開とプロ

モーションの連動でより効果的な結果が

得られています。継続的にタッチポイント

の拡大を進めることが、今後の認知度拡

大の鍵になると考えています。 

これからも 
長く続く「ガンダムシリーズ」へ

 髙井   ガンダムは、2024年に45周年を迎
え、現在は2029年の50周年に向けて様々
な施策を企画しています。50周年は重要な
節目ではありますが、1つの通過点でもあ
り、さらにその先に向けて歩みを続けていく

べきだと思います。これまで多くのガンダム

作品が生み出され、多くのファンに支えら

れてきました。グローバル展開を拡大する

中、世界中の幅広い世代や様々な文化圏

の人々にも、ガンダムの魅力をお届けし、楽

しんでいただきたいと考えています。

 池内   ガンダムという作品は、46年前の第
1作「機動戦士ガンダム」以降、今日に至
るまで継続的に作品が制作され、シリーズ

が拡大し続けているタイトルです。50周年
というタイミングは、ファンからの期待も

大きいと感じています。長年支えてくれて

いるファンも、最近興味を持っていただい

たファンも、それぞれが楽しめる施策を考

えていく必要があります。そうした期待に

応えつつ、決して懐古主義に陥らないよう

に、今の時代、次の時代にふさわしい新し

い価値を創出していきたいと思います。

私たちのこれからの挑戦

 髙井   「あなたにとって特別なアニメは何
ですか？」そんな問いに対して、当社が手

掛ける作品を挙げてもらえる存在になり

たいと考えています。作品が時代や世代

を超えて愛され続けるよう、常に新しい魅

力を探しながら、世界中の人々に届けて

いく取り組みを続けていきます。

 池内   私が常に大切にしているのは、一つ
一つの作品に対して真摯な姿勢を持ち、

丁寧に扱うことです。そして、その作品が

持つ世界観やメッセージをしっかりと伝

え、いかにより多くの人の心に届けられる

かを考え抜くことです。その想いを胸に、

企画とプロモーションの視点から作品を

世界に広げていきます。

髙井 愛  Ai Takai

株式会社バンダイナムコフィルムワークス
執行役員
マネジメント事業本部 本部長

池内 謙一郎  Kenichiro Ikeuchi

株式会社バンダイナムコフィルムワークス
ガンダム事業本部 企画製作部 兼 プロモーション部 
ゼネラルマネージャー 

PROFILE

ワールドワイドで認知度が大きく 
高まった「ガンダムシリーズ」 

 髙井   2022年のTVアニメーション「機動戦
士ガンダム 水星の魔女」、2024年の劇場作
品「機動戦士ガンダムSEED FREEDOM」、
2025年に劇場とTVアニメーションで展開
した「機動戦士Gundam GQuuuuuuX
（ジークアクス）」の流れを経て、ガンダム

のワールドワイドの認知度は大きく高まっ

ています。近年の日本発IPの世界的な人
気と、インターネット配信による拡散効果

もあり、視聴者数や興行収入といった数

値面での成果も出ています。特に認知度

の急速な高まりを感じるのが北米地域で

す。これまで継続してきたプロモーション

活動が実を結びつつあると感じています。

 池内   アジア地域については、すでにガン
ダムの認知は定着、浸透していると感じて

おり、ファンは映像をきっかけに商品・サー

ビスに対する強い興味を持っています。

　欧州地域については、国ごとに言語が

異なるだけでなく、文化的な背景からアニ

メの楽しみ方や嗜好も多様です。そのた

め、一元的に作品を展開するだけでなく、

国ごとの背景を理解したローカライズを

慎重に考える必要があります。現地の文

化や生活の中に自然と溶け込む形を目指

して展開を進めています。 

現地と密接に連携し、ファンと 
直接つながる 

 髙井   グローバル展開においては、現地の
文化や市場特性を深く理解している、海外

に拠点を置くグループ会社との密なコミュ

ニケーションが必須です。高い頻度で意見

交換を重ねながら、時代に合った効果的

なプロモーション活動を進めています。 
　近年では、SNSの普及により、ファンと
の距離が以前より格段に近くなっていま

す。作品への反応や期待の声がリアルタイ

ムで届くようになったことで、ファンの熱量

をより直接的に感じることができます。こ

れまで感覚的にしか捉えられなかった部

分も、今では数値や視聴、行動履歴など

が明確化しつつあり、今後の戦略立案に

も活用できる重要なデータとなっています。

 池内   私たちからファンへ向けたニュース
や最新情報の発信としては、公式ガンダ

ム情報ポータルサイト「GUNDAM.INFO」
に一元化して集約しており、ガンダムに関

する様々な情報にアクセスできる状態を

整えています。現在、10言語で情報発信
していますが、今後もより多くの言語対応

を検討しています。さらに、それぞれの地

域特性を理解し、単なる翻訳にとどまら

「ガンダムシリーズ」50周年へ向けて 

ガンダム映像作品のグローバル展開 

髙井 愛
池内 謙一郎

04
Dialogue

「San Diego Comic-Con 2025」の「Bandai Hobby Exhibition」ブース

30周年を迎えた「新機動戦記ガンダムW」は
北米で初めて放送された「ガンダムシリーズ」
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「売り切り型」から「運営型」へ

　「BANDAI CARD GAMES」は、（株）バンダイ
のカード事業部が展開するカードゲーム

をパーパスの価値観で捉え直し、2023年
9月に立ち上げたカードゲームブランドで
す。地球をかたどるブランドロゴは、世界

とのつながりを端的に表現しています。ま

た、カードの販売にとどまらず、ファンとIP
の世界観をつなぎ、リアルな交流の場を創

出する「運営型サービス」への転換を表し

ています。

　私はかつて（株）バンダイナムコエンター

テインメントでスマートフォン向けゲーム

や家庭用ゲームの開発・運営に携わり、初

代プロデューサーとして「ドラゴンボール

Z ドッカンバトル」といったタイトルを世に
送り出してきました。こうした経験を

「BANDAI CARD GAMES」で活かしてい
きたいと思います。ファンと向き合い、市

場の一歩先を見据えた環境整備が、運営

型サービスの要です。当事業部の組織 
文化と異業種の視点を掛け合わせ、この 

新たな方向性の定着・発展に努めていき 
ます。

成長市場で世界第3位のシェア獲得

　当事業部の主力は、トレーディングカー

ドゲーム（TCG）です。1990年代に誕生し
た比較的新しいジャンルながら、第1世代
のお客様がハイターゲット（大人）層を形

成するにつれ、事業環境に大きな追い風

が吹いています。2025年3月期のカード
ゲーム国内市場規模（P.59のグラフ参照）
は3,197億円（前期比11.7%増）で、日本
と最大市場の北米地域を中心に、グロー

バル市場でも堅調に拡大する見通しです。

　この成長領域で（株）バンダイは、世界

第3位のシェアを占めています（2025年3
月時点）。飛躍のきっかけは、2022年7月
に発売した「ONE PIECEカードゲーム」で
す。映画「ONE PIECE FILM RED」の公
開と連動しつつ、ゲームの世界観を表現す

るテキストの簡素化など、蓄積したノウハ

ウをフルに活用し、大ヒットにつなげまし

た。2025年7月現在、全6タイトルを擁し
ますが、運営の質の充実を大前提に、さら

なる拡充も視野に入れています。

　一方、これと並行して、業務用ゲーム機

とカードゲームを融合させたジャンル「デー

タカードダス」を展開しています。2024年
11月に新タイトル「ドラゴンボールスー
パーダイバーズ」が立ち上がり、「機動戦士

ガンダム アーセナルベース」と「仮面ライ
ダーバトル ガンバレジェンズ」の2タイトル
が2025年3月期の第4四半期で過去最高
の売上を記録するなど、TCGとともにカー
ドビジネスの柱として、国内やアジア市 
場を中心に、着々と基盤固めを進めてい 
ます。

エリアの実情に応じたアプローチ

　対戦型ゲームであるTCGは、参加する
人が増えれば増えるほど戦略や楽しみの

幅も広がり、またファンが新たなファンを

呼ぶ連鎖が働きます。そこで、世界12地域
でのタイトル集合イベント「BANDAI CARD 
GAMES Fest」の開催や、子ども向けのイ
ベントなどを開催し、新規ファンの開拓を

進めています。

　エリア戦略としては、すでにTCG文化が
根付いた北米地域では既存TCGファンの
深耕を、将来の巨大市場・中国内地では

IPファンに向けたマーケティング強化とい
うように、地域の実情に応じたアプローチ

を展開しています。特に北米では、テキサ

ス州ダラスに新オフィスを開設し、より円

滑なコンテンツ運営と顧客体験向上に努

めています。

データに基づく意思決定・品質管理

　供給体制の面では、旺盛な需要に応え

るべく、国内の生産能力拡充に取り組 
む一方、各メーカーの海外生産拠点に協

力していただき、展開国に合わせて生産

地域を拡大できないかなどの検討を進め

ています。

　また、カードに記載されたテキストの適

切な翻訳・ローカライズは、商品の魅力を

左右する重要な要素ですが、この工程に

時間をかけすぎると、各エリアで商品導入

のタイミングがばらつき、機会損失が生じ

てしまいます。こうした機会損失を防ぐた

め、2025年7月に発売した「ガンダムカー
ドゲーム」では、日本語・英語・簡体字の

3言語版の同時展開という新機軸に挑戦
しています（ガンダムカードゲームについ

ては、P.60をご覧ください）。
　これら一連の工程を支えているのは、

バックオフィスにおけるITやAIを活用した
品質管理の進化です。また商品開発でも、

グループのデータユニバースや独自アプリ

「BANDAI TCG+」を介してお客様のニー
ズを把握、商品ラインナップに反映させる

など、日々の意思決定にデータの活用を

徹底しています。

カードゲームの素晴らしさを世界へ

　2025年春、幕張で開かれた「BANDAI 
CARD GAMES Fest」には、約2万人のお
客様が来場されました。会場を埋め尽く

すその熱量に、私は心から感動しました。

TCGは「モノ」にこだわり、様々な喜怒哀
楽をもたらす、リアルなコミュニケーション

の場です。その素晴らしさを1人でも多くの
方々に広めていきたいと思います。

　カード事業は、まだまだ奥行きのあるビ

ジネスです。過去の成功例に甘んじず、新

たなチャレンジを重ね、世界を舞台にカー

ドゲーム文化創造の一翼を担っていきた

いと考えています。

05
Message

手塚 晃司  Koji Tezuka

株式会社バンダイ
執行役員 
カード事業部 ゼネラルマネージャー

Profile

カードゲーム事業

拡大する世界市場に向けた
「BANDAI CARD GAMES」の展開

 市場規模  バンダイシェア
資料：バンダイ調査（金額は小売価格ベース）
注： グラフの市場全体およびシェアはデータカードダスな
ど各社のデジタルカード系を含まない 
表記年は3月31日に終了した会計年度

カードゲーム市場規模の推移（日本）

2021

590億円
10.0%

2022

1,112億円

6.0%

2023

2,349億円

6.0%

2024

3,197億円
2,863億円

16.3%
12.7%

2025
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2025年7月、 
「ガンダムカードゲーム」発売 

　世界的にトレーディングカードゲーム

（TCG）市場が拡大する中、BANDAI CARD 
GAMES初となるゼロからの世界同時展開

タイトルとして、「ガンダムカードゲーム」を

日本語、英語、簡体字の3言語で2025年7
月に発売しました。発売以降、大変好評を

得ており、ファンから大きな反響をいただい

ています。 
　「ガンダムカードゲーム」とは、「ガンダム

シリーズ」に登場するモビルスーツやパイ

ロットたちのカードを収録した対戦型カード

ゲームです。また約5cmのガンプラを使用
してバトルを行うミニチュアゲームシリーズ

「ガンダムアッセンブル」とのコラボレー

ションという新たな特徴も併せ持っていま

す。自分で組み立て、塗装した「ガンダム

アッセンブル」をフィールドに置くことで、バ

トルへの没入感がアップする、という面白さ

も兼ね備えています。 

グローバル展開を強く意識した 
商品開発 

　「ガンダムカードゲーム」は、20～30代
を中心とした層に向けて企画がスタートし

ました。ガンダムへの認知拡大をはかる、

欧米エリアでも受け入れられるゲームシ

ステムの構築やカードデザインなど、じっ

くり時間をかけて開発しました。これまで

蓄積してきたTCGのノウハウを結集し、シ
リーズとして長く愛される起点にしていき

たいと考えています。 
　2024年12月に、本発売に先駆けてβ版
となる“リミテッドBOX Ver.β”を発売しま
したが、TCGにおいてβ版を発売するのは
大変珍しい試みです。実際のファンの声を

収集し、「もっと良いものを届けたい」とい

う想いで開発を進めてきました。

ミニチュアゲーム市場に向けて開発
が進む「ガンダムアッセンブル」 

　コラボレーションした「ガンダムアッセン

ブル」については、2026年に正式発売を
予定していますが、「ガンダムカードゲー

ム」への同梱により、先行して楽しむこと

ができます。

　ミニチュアゲームとは、兵士や兵器など

の模型を使ったウォーシミュレーションゲー

ムの一形態です。特に欧米では文化や遊

ぶための場所が整っているなど幅広く浸透

しており、大きな市場が形成されています。

「ガンダムアッセンブル」は、海外ミニチュ

アゲーム市場に向けて戦略的に投入され

る商品として開発が進んでおり、複数人で

楽しむ要素など、ガンプラにおける楽しみ

方が広がります。また、「ガンダムアッセン

ブル」のミニチュアは簡単に塗装できるた

め、「自分だけのモビルスーツ」をつくって

遊ぶことが可能です。ミニチュアゲーム市場

は、コアなファンが中心となって盛り上がっ

ていますが、ガンプラの技術とクオリティを

活かして、より多くの人に楽しんでもらえる

存在にしていきたいと考えています。

　このようにカードゲームとミニチュア

ゲームという違いはあるものの、どちらも

屋内で遊べて、コレクション性のある遊び

という点では共通しています。それぞれの

魅力を活かしたコラボレーションでガンダ

ムの世界が楽しめるように工夫を凝らして

います。

「ガンダムカードゲーム」を 
通じてガンダムのIP価値最大化に 
貢献 

　今後は、世界中で遊んでいただける商

品となることを目指して、イベントや大会

の開催を通じてガンダムの魅力を広げて

いきます。ガンダムのTCG市場への展開
により、IPのタッチポイント拡大に大きな
役割を果たせるはずです。2025年7月発
売の「ガンダムカードゲーム」には、5つの
シリーズ作品のモビルスーツやパイロット

が含まれており、様々な世代や地域で人

気のあるシリーズ作品を盛り込んでいま

す。今後も収録作品を増やす予定であり、

自分の好きなシリーズ作品を起点に、別の

シリーズにも興味を広げていただき、世界

中のファンにガンダムの世界へ惹き込ま

れていく体験をしていただきたいと思って

います。

　「ガンダムカードゲーム」は、BANDAI 
CARD GAMESブランドのさらなる成長を
可能とする、1つの軸となります。中長期的
な目標として、「ガンダムカードゲーム」の

拡大によって、BANDAI CARD GAMESブ
ランド全体でTCG市場の世界2位のシェア
獲得を目指します。「ガンダムカードゲー

ム」は、世界同時展開でガンダムIPへの
タッチポイントを強化し、TCGを通じたIP
価値向上とブランド全体の成長に貢献し

ていきます。カードゲーム事業

TCG市場での拡大をはかる
「ガンダムカードゲーム」の世界展開 
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梨本 寛人   Hiroto Nashimoto

株式会社バンダイ
カード事業部
開発2チーム アシスタントマネージャー

松下 泰之   Yasuyuki Matsushita

株式会社BANDAI SPIRITS
ホビーディビジョン ホビーマーケティング部
海外マーケティングチーム チーフ

　「ガンダムカードゲーム」は、原作を再現したバトルはもちろん、作
品の垣根を越えて自由にモビルスーツとキャラクター（パイロット）を
組み合わせられるのも魅力の1つです。さらに、様々なイラストレーター
によって描かれたカードデザインには、これまでのガンダムにはなかっ
たアート的な魅力や新たな表情も込めており、コレクションとしても楽
しめます。 
　日本はもちろん、北米を中心に海外からの注目も集まっており、各
国に合ったプロモーションを展開していく予定です。スターターパック
をたくさん展開することで始めやすい環境を整えつつ、ブースターパッ
クを3カ月ごとに展開していき、TCG市場を支える大きな商品にしてい
きます。

　ガンダムを知らない人にも「こんなに面白いんだ！」と感じてもらえるきっ

かけになれば嬉しいです。まずは、「ガンダムカードゲーム」と連動すること

で、世界中の人々にガンダムの奥深さに気づいてもらい、TCGとともにガン
ダムの魅力とゲーム文化の楽しさを届けていきます。 
　「ガンダムアッセンブル」は、欧州をはじめとした地域でボードゲームを楽

しむ文化や場所が整っている点に注目しています。本格展開は2026年以降
になりますが、多くの人に実際に手に取って、遊んで、塗って、語り合ってもら

えるようにしていきたいと思います。そしていつか「テーブルゲームと言えば、

やっぱりガンダムアッセンブルだよね」と言ってもらえるような存在を目指し

ていきます。 

Profile & Message

梨本 寛人

松下 泰之
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食玩から菓子事業へ本格進出

　（株）バンダイの菓子・食品事業に取り

組むキャンディ事業部（以下、当事業部）の

歴史は、1981年に遡ります。当初は玩具
つき菓子（食玩）を切り口に、トイホビー事

業のドメイン拡大をはかるのが主な目的で

した。その後2010年に、菓子分野全般に
本格参入して以降、業容は一変します。

　現在、当事業部は➀上述の玩具等の 
“おまけ”がメインで構成される「食玩事業」、

➁カード／シール付きウエハースなどを展開

する「コレクション菓子事業」、➂「キャラパキ」

「釣りグミ」など玩具等の“おまけ”を付属せず、

お菓子そのものがエンターテインメントで構

成されている「菓子事業」の3つの事業カテゴ
リーで構成しています。いずれの事業カテゴ

リーもヒット商品を連続的に生み出し、業績

は好調に推移しています。2025年3月期の売
上高では、すべての事業カテゴリーにおいて

過去最高を更新、事業部全体の売上高も直

近5年間でほぼ2倍にまで伸長しています。

　さらに今期より新たに➃「スナック事

業」をチームとして設立、スナック菓子カ

テゴリーにてバンダイならではの菓子エン

ターテインメントを展開し、菓子売り場にお

けるお客様とのさらなるタッチポイントと

存在感を高めていきます。

国内市場でも積極的な成長路線へ

　食玩事業やコレクション菓子事業にお

いては、市場のニーズやトレンドに合わせ

年間約400アイテムの商品を展開していま
す。食玩事業ではバンダイの強みを最大

限発揮し、低価格、高クオリティを実現す

ることで他の菓子メーカーにない独自の

価値が支持され、100万個を超えるヒット
商品を数多く生み出しています。

　コレクション菓子事業では、様々なキャ

ラクターに加え、スポーツや芸能など多種

多様なエンターテインメントを広義のIPと
捉えた商品展開により、ファンとのつなが

りが年々広がっています。中でも主力のウ

エハースカテゴリーにおいては年間販売

数1億4,000万枚を超え、売場に不可欠
な存在にまで成長しています。

　このような多角的な事業ポートフォリオ

により、子どもから大人まで男女問わず幅

広いターゲット層を菓子売場に誘引する

ことにもつながっています。

　菓子事業の商品開発においては、トレン

ドを追うだけでなく、それ以上に子どもた

ちの中にある、いつの時代にも変わること

のない、普遍的な価値と向き合うことを何

よりも大切にしています。だからこそ、バン

ダイならではの「遊び」や「菓子自体の造

形」にこだわる当事業部のスタンスは、菓

子業界でも異色の存在であり、結果として

「キャラパキ」「釣りグミ」「チョコパーキン

グ」のような新しいヒットブランドを生み出

すことができたと思います。そして、10年、
20年先を見据えて大切に育て続け、世代
を超えたブランドへと昇華させることを目

標としています。

　一方で、1つの商品を長く育て続けるこ
とは、ヒットを生み出す以上に難しいこと

でもあります。発売開始時の商品スペック

に決して満足せず、お客様の声に真摯に

耳を傾け、常に進化し続けることが大切 
だと思っています。こうした取り組みによ

り、菓子事業は毎年拡大の一途を辿り、メ

インブランドである「キャラパキシリーズ」

は国内のみで年間3,600万個、「釣りグミ
シリーズ」は年間3,000万個を販売し、わず
か5年で大きな成長を遂げています。

アジア・北米市場への 
戦略的アプローチ

　菓子・食品分野は、輸出入の局面など

で国や地域ごとの規制が厳しく、また味覚

や嗜好には文化・民族性も影響します。

食を巡る宗教性にも注意を払っています。

こうした課題を一つ一つ解決し、本格的

な海外進出を果たすためには、生産・開

発体制の現地化を進め、地産地消のビジ

ネスを確立すべきだと考えています。

　まずアジアにおいて上述を実現させる

ため、この3年の間で菓子の生産工場11
社に製造委託を行い、現地生産の土台を

つくり上げてきました。こうした取り組み

により、生産できる菓子のバリエーション

が広がり、価格競争力、安定供給の実現

に成功しました。そして何よりも、現地の

嗜好に合わせた味を開発できるようになっ

たことも、非常に大きいと感じています。

　結果、アジアにおける菓子事業が急拡大

しています。そして、このアジアでの成功事

例をもとにしたサプライチェーンの構築を、

2029年3月期以降の次期中期計画では北
米地域にも拡大する方針です。

最も身近な顧客接点としての 
キャンディ事業

　グループの中長期ビジョン「Connect 
with Fans」の具現化に向け、当事業部
の果たす役割は大きいと感じています。私

たちの商品はスーパーやコンビニエンスス

トアなどの生活導線を中心に展開してお

り、いつもファンの身近に存在しています。

だからこそファンとのつながりを大切にす

ることで、バンダイナムコグループの入口

となり、同時に価値創造の一翼を担ってい

きたいと思っています。

田口 和隆   Kazutaka Taguchi

株式会社バンダイ 
執行役員 
キャンディ事業部 ゼネラルマネージャー 

Profile

菓子・食品事業

「エンターテインメント菓子メーカー」への進化

3月31日に終了した会計年度
 キャラパキ  釣りグミ

3月31日に終了した会計年度

キャラパキシリーズ、釣りグミシリーズの 
販売数推移

（百万個）

アジア向け商品の出荷数推移

（百万個）

食玩事業 コレクション菓子事業 菓子事業
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サンリオキャラクターズ チョコボックス  
ボックスフィギュアコレクション

Ado ウエハース

ツインウエハース  
サッカー日本代表ver. 魚ギョッと釣りグミ 

チョコパーキング

にふぉるめーしょん ワンピース 
大海賊シールウエハースLOG.1２

キャラパキ 発掘恐竜チョコ 機動戦士ガンダム GフレームFA  
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ワールドワイドで大ヒットした、 
シリーズ17年ぶりの新作 
「ドラゴンボール Sparking! ZERO」

　「ドラゴンボールZ Sparking!」シリーズ
は、勝敗を競う競技性の高いゲームとは

異なり、「ドラゴンボール」の世界に入り込

み、好きなキャラクターになりきってバトル

を楽しむ「なりきり体験」を重視した3D対
戦アクションゲームです。2024年10月に
リリースされたシリーズ最新作「ドラゴン

ボール Sparking! ZERO」は、発売後24
時間で300万本の販売本数を達成し、「ド
ラゴンボール」を冠したゲームシリーズ史

上最速での300万本超えに至りました。
また、同シリーズにおける過去最高の海

外売上比率に至るなど、ワールドワイドで

好調な売れ行きとなっています。

　2007年発売の前作「ドラゴンボールZ 
Sparking! METEOR」は、当時シリーズの
1つの完成形に達していたと考えています。
そこから17年を経ての新作「ドラゴンボー
ル Sparking! ZERO」では、技術やプラッ
トフォームなど環境変化もあり、今だから

こそ新しい感動や驚きをお届けできると考

え、既存ファンに加え、新たなファンにも究

極の「ドラゴンボールごっこあそび」を体験

していただくべく、かつてないバトルの迫力

と細部の表現にこだわりました。また、シ

リーズとして初登場となる「ドラゴンボール

超」のキャラクターを含む、過去最高数の

プレイアブルキャラクターの収録により、

ファンの皆様の期待の1つ「新しいキャラク
ターで遊びたい」という願望にも応え、より

深く、幅広い「なりきり体験」を追求しま 
した。

IPの価値向上に貢献する 
メディア戦略

　本シリーズは、1作目から3作目にかけ
て海外プレイヤー数の割合が増えており、

北米を中心にワールドワイドでお楽しみい

ただいています。これを踏まえ、まずは「ド

ラゴンボールZ Sparking!」シリーズの魅
力を知るワールドワイドのファンの期待感

を高める販売戦略を進めました。初の情

報解禁の場を北米開催の「ドラゴンボー

ルゲームスバトルアワー2023」とすること
で、世界中のドラゴンボールファンに向け

て発信したり、早期の段階で実際のゲーム

プレイ映像を公開することで、本シリーズ

を過去にプレイしたことがあるファンにか

つてのゲーム体験の喚起を狙ったりしまし

た。反響は想定以上に大きく、SNS上の

情報発信をはじめとしたファンコミュニ

ティの盛り上がりが話題性を生み、初速の

販売本数を大きく押し上げる要因になっ

たと分析しています。

　また、本作は「ドラゴンボールZ Sparking!」
シリーズのファンのみならず、幅広く「ドラ

ゴンボール」自体のファンに手に取ってい

ただくため、事業間の連携を通じてゲーム

にとどまらない商品価値の提供に注力し

ました。例えば、（株）バンダイと連携のも

と、「ドラゴンボールスーパーカードゲーム 
フュージョンワールド」のカードを付属さ

せたり、（株）BANDAI SPIRITSとの連携
のもと、フィギュアを付属させたりした豪

華版を展開することにより、ゲームの領域

を超えて「ドラゴンボール」ファンの方にご

満足いただけるものを目指しました。

　このように、販売戦略として「ドラゴン

ボールZ Sparking!」シリーズのファンだ
けでなく、ゲーム以外の領域での「ドラ

ゴンボール」ファンや潜在ファンなど、幅広

い層が認知するアプローチができました。

さらに、ユニットを超えた協業を通じて商

品展開を進めることで、媒体を超えて異な

る領域のファンにも相互の商品・サービス

の存在を知っていただく流れが生まれて

います。こうした取り組みはIPをより多く
のファンに広げていくうえで非常に効果的

だったと感じています。

ワールドワイドにおける現地主導の
マーケティング体制 

　海外マーケティングにおいては、北米を

はじめ、アジア、欧州、中南米など様々な

地域のファンに向け、地域ごとの特性に

合った情報発信を現地のマーケティング

メンバーと連携のもと、継続的に行ってい

ます。情報展開の主軸となるプロモー

ション映像などの映像の多言語化といっ

たローカライズは日本で主導しつつ、ワー

ルドワイドでの同時展開を実施しました。

　一方、インフルエンサーを起用した情報発

信といった地域ごとの具体的な販売戦略は、

海外拠点のマーケティング担当者の発案のも

とで推進することで、現地のファンの期待に応

えるだけでなく、新規ファンの獲得につながっ

ています。こうした各地での最適なマーケ

ティングを現地のマーケティングメンバーが能

動的に展開する体制が機能し、本作の販売に

おいて成果として表れたと考えています。

　今後も継続的なダウンロードコンテンツ

の追加、各地のユーザーの声を踏まえたバ

ランス調整やユーザビリティの向上といっ

たアップデートを行いつつ、地域ごとの特性

に合わせた現地主導のマーケティング戦略

を通して、より多くのファンに「ドラゴンボー

ル」の「なりきり体験」を届けていきます。

古谷 純  Jun Furutani

株式会社バンダイナムコエンターテインメント 
CE事業部 第1プロダクション1課 
アシスタントマネージャー

Profile

家庭用ゲーム 

「ドラゴンボール Sparking! ZERO」
におけるメディア戦略の成功 
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波多野 公士  Koji Hatano

「アイドルマスター」シリーズ統括
株式会社バンダイナムコエンターテインメント
AE事業部 765プロダクション ゼネラルマネージャー 

アイドルの育成から物語がスタートしてい

きますが、「学マス」はアイドルの卵として養

成学校でアイドルへと育成され、さらに大

きなステージに立つまでの2段階で物語が
構成されています。一人ひとりのアイドルた

ちの成長過程が丁寧に描かれており、

ファンはプロデューサーとして深く入り込む

ことで、自分の存在を作中でより強く実感

できます。こうした体験価値の向上が「学マ

ス」における非常に重要なポイントです。

　様々な挑戦が盛り込まれた「学マス」で

すが、初期の「アイドルマスター」から関わっ

てきた社内の開発メンバーや、プロデュー

サーであるファンの声を活かした作品になっ

たと、大きな手応えを感じています。「学マ

ス」リリース当初は既存ファンに受け入れら

れるか不安もありましたが、反響も非常に

大きく、結果5カ月で200万ダウンロードを
達成するなど、「これまでの想いと、新しい

挑戦を掛け合わせて表現できた」と実感で

きました。また、「アイドルマスター」シリー

ズは10～30代男性をメインターゲットとし
ていますが、「学マス」を通じて女性ファン

が増えていることも印象的です。

「アイドルマスター」の 
価値最大化に向けて 

　「アイドルマスター」シリーズは、その時代

にフィットした新しいアイドル像を描くため、

数年ごとに新しい作品をリリースする構想

があり、初期から最新作「学マス」に至るま

で、作品のリリースごとにIP価値は拡大し、
存在感を増しています。今後もゲームコン

テンツを定期的にリリースすることが、中心

的な戦略となります。

　また、より多彩な事業と接続することも

戦略の1つです。ゲームから触れるファン
もいれば、音楽、映像やライブから興味を

持つファンもおり、過去から多岐にわたる

タッチポイントを増やしてきたことが、「学

マス」にも触れる機会を増加させたと考え

ています。バンダイナムコグループは、ゲー

ムコンテンツだけでなく、様々な事業分野

を持っているからこそ、スピード感を持って

多面的な展開を実現できることが大きな

強みです。展開については、もちろんグルー

プ内に閉じず、様々なパートナーと取り組

みますが、IPの展開方針においてはグルー
プ内で完結することでコミュニケーション

が取りやすく、素早い決断と実行が可能で

す。また海外においては、まだ展開規模が

大きいとは言えませんが、中国を中心とし

たアジア圏で人気を得ています。今後は

MRライブ（P.68も併せてご覧ください）の
定期的な開催で、アジア地域にコンテンツ

を届けていきたいと考えています。

　「アイドルマスター」シリーズは、ファンが独

自のコミュニティを通じて様々な楽しみ方を

発信しており、中長期ビジョンの「Connect 
with Fans」を体現するIPに成長していると自
負しています。今後も常にファンの声に耳を傾

けながら、IPの価値最大化に向け、様々な可
能性を探りながら挑戦し続けていきます。

小美野 日出文  Hidefumi Komino

元「学園アイドルマスター」メインプロデューサー
株式会社バンダイナムコエンターテインメント
AE事業部 765プロダクション プロデュース2課
マネージャー

これからも、既存作品を大切にしていきたいですし、それに加えて新し
いゲーム作品を次々と生み出していきたいと思っています。同時に、
様々な事業展開を推進し、国内だけでなく各地域に向けて「アイドル
マスター」の魅力を届けていきます。

既存ファンだけでなく、新規ファンも参加しやすい環境づくりに向けて、色々

と取り組みを考えたいと思います。これまで展開できていなかった海外に向

けても、「アイドルマスター」を広げるために挑戦していきます。

長く愛されるIPとして成長してきた
「アイドルマスター」シリーズ 

　「アイドルマスター」シリーズは、2005
年7月にアミューズメント施設向けゲーム
としてスタートし、2025年に20周年を迎
えました。この間にリリースした作品ごと

に新たなファンが生まれ、ゲーム以外のラ

イブや音楽、グッズなどに触れていただく

ことで「アイドルマスター」シリーズは、成

長を遂げてきました。売上の中心は、ゲー

ムコンテンツですが、同様の規模でライブ、

音楽コンテンツ、ライセンス事業も成長す

るなど、グループの様々な事業と連動して

いるほか、外部パートナーとの共創もあ

り、事業規模は大きく拡大しています。 
　20年にわたる成長の要因としては、何

といってもプレイヤーであるファン（＝プロ

デューサー）、ライブでパフォーマンスを披

露するキャスト、クリエイターを含む開発

チームが三位一体となって「アイドルマス

ター」を育ててきたことです。

常にファンの声に耳を傾けて 
作品に反映 

　「アイドルマスター」とは、プレイヤーが

芸能プロダクションの“プロデューサー”と

いう立場でアイドルを育成する「アイドルプ

ロデュース」ゲームコンテンツであり、ロー

ルプレイングの要素が強いことが特徴と

なっています。この育てるという動機付け

が、プロデューサーとなるファンの感情移

入を強め、その想いが周囲のプロデュー

サーにも伝播し、コミュニティが形成され

るという好循環がつくられます。こうしたコ

アなファンは、個々に作品を解釈してコ

ミュニティ内で情報交換しており、強固な

ファン同士のつながりが生まれ、かつ情報

が拡散することで周囲を巻き込みながら

ファン層が拡大していきます。私たちも、こ

うしたファンの声や解釈を大変重視してお

り、過去作品から一貫してファンの声に耳

を傾けながら常に作品に活かしてきまし

た。過去の土台が、次の作品へと受け継

がれ、ファンとともに作品をつくり上げてき

た自負があります。これこそが長く愛され

るIPとして続いてきた秘訣だと思います。

今の時代に合わせて誕生した 
「学園アイドルマスター」 

　「学園アイドルマスター」（以下、学マス）

は、2024年5月にリリースした6年ぶりとな
るスマートフォン向け新作ゲームアプリで

す。これまでとコンセプトに変わりはありま

せんが、アイドル養成学校をスタートの舞台

に設定し、アイドルの卵たちがプロデュー

サーとともに成長していく姿を描いていま

す。過去作品では事務所に所属するプロの

波多野 公士

小美野 日出文

「アイドルマスター」シリーズ20周年 

新たな価値を生んだ「学園アイドルマスター」 
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「アイドルマスター」シリーズ20周年 

その先の未来に向けて進化する
「アイドルマスター」シリーズ 

10
可能とするほど、事業の成熟化が進行した

証でもあります。これはファンの誰もが望ん

でいた夢の光景であり、技術進化によって

実現した新しい体験と言えます。MR技術
は新しいエンターテインメントの形を生み

出すきっかけであり、今後もファンの期待

に応えるアウトプットとしてさらなる可能性

を追求していきます。もちろん、キャストの

方々とともにつくり上げるイベントも、これ

まで以上にしっかりと展開する考えです。

ライセンス事業の成長で、 
タッチポイントが拡大 

　「PROJECT IM@S 3.0 VISION」では、
ライセンス事業への取り組みも、より戦略

的に加速させています。発表当初比較で

およそ3倍を超えるコラボレーション件数
が実現しており、ファンだけでなく一般の

人々の目にも触れる機会が着実に増えて

います。ここでもMR技術の活用が大きな
役割を果たしています。

　近年の特徴としては、企業や公共団体

からのコラボレーション依頼が格段に増え

てきています。私たちから企業側などに接

触し、提案する形もありますが、企業側か

らアイドルたちに「仕事の依頼」をいただ

く形も増えてきています。これは、長年に

わたりファンとともに積み重ねてきた活動

の成果であり、アイドルたちが社会的な認

知度を獲得し、幅広い領域で新たな価値

を創出できる存在へと成長してきていると

手応えを感じています。アイドルたちが、

現実世界で実際に「お仕事」をしている姿

は、作品の世界観と現実とが交差する光

景であり、今後も進化させていきたい、新

たな価値創出の形です。

　ライセンス事業としてはアプローチでき

ていない業界も多く、まだまだ大きな可能

性があります。業種を問わず、より多くの

企業から気軽に声をかけていただき、さら

なる成長を目指していきます。

ファンとともに物語を紡ぎ続ける 
「アイドルマスター」シリーズ 

　「アイドルマスター」は、ゲームを起点に

時代に合わせた作品を届けてきたIPです。
シリーズの根底にあるのは、前向きな思考

や人を元気付ける物語であり、その肯定

的な世界観は、ファンの強い共感を集め

続けています。今後もこの世界観を大切

にしながら、次の3つの取り組みを推進し
ていく考えです。

　1つ目は、ゲームから生まれたブランド
と多様な事業との掛け合わせにより、グ

ループ内外のパートナーとともに新たな

遊びの価値を生み出していくことです。 
　2つ目は、MRプロジェクトのさらなる拡
大です。ファンとアイドルたちとのタッチポ

イントを増やすべく、展開規模や頻度を拡

大していきます。

　3つ目は、地域戦略の推進です。ファン
同士による自由度の高いコミュニティ文化

が「アイドルマスター」の魅力の1つであり、
この独自性をまずはアジアを中心に広げ、

将来的に世界中へと届けていきます。

　「アイドルマスター」シリーズは、ゲームと

いう軸を大切にしながら、その世界観を

様々な形で広げ、ファンとともに成長してき

ました。これからも長く愛されるIPとして、
ファンとともに物語を紡ぎ続けていきます。

「PROJECT IM@S 3.0 VISION」の
推進による進化 

　2022年12月、「アイドルマスター」シリー
ズが20周年を迎える2025年と、その先の未
来に向けた戦略として「PROJECT IM@S 
3.0 VISION」を発表しました。そして今、発
表以来取り組んできた「アイドルプロデュー

ス体験」×「複合現実（Mixed Reality）」に
よって、「アイドルマスター」シリーズのアイド

ルたちは大きく活動の幅を広げています。リ

アルとデジタルが融合する「複合現実」への

挑戦は、まさに新たな扉を開く技術革新で

あり、「アイドルマスター」の根幹とも言える

アイドルプロデュース体験を進化させるも

のです。これをMRプロジェクト「“MR”-
MORE RE@LITY-プロジェクト」として、xR
（VR=仮想現実、AR=拡張現実、MR=複合
現実の技術総称）や、リアルタイムモー

ションキャプチャ技術を活用することで、ア

イドルたちの実在性を高めながらゲーム領

域に閉じない活動を強化し、ファンとのタッ

チポイントを大きく拡大し続けています。

MR技術の活用が革新的な表現を実現 

　MRプロジェクトの推進により、ライブ事
業は新たな展開が可能となりました。こ

れまでもライブ事業としては、キャスト（声

優）の方々が登場するライブを数多く実施

してきましたが、MRプロジェクトによって、
キャラクターであるアイドル自身が実際に

ステージで歌って踊るライブの開催を実現

できました。アイドルの存在をリアルに感

じるライブパフォーマンスは、ファンの体験

価値をさらに高めることにつながります。

2026年1月には、日本武道館にて「アイド
ルマスター」シリーズ初となる、アイドル如

月千早の単独ライブも予定されており、実

際に訪れるファンのみならず業界関係者

からも大きな注目を集めています。

　こうしたMR技術を用いた新たな表現は、
まさにゲームの枠組みを超え、2次元アイ
ドルが現実の大舞台で単独ライブ開催を

新地 崇志 波多野 公士
吉本 行気

吉本 行気  Takaoki Yoshimoto

株式会社バンダイナムコエンターテインメント 
AE事業部 765プロダクション クロスメディア課
マネージャー 

新地 崇志  Takashi Shinchi

株式会社バンダイナムコエンターテインメント
ライセンス事業部 ライセンスプロダクション
ライセンス課
マネージャー 

様々な企業や団体と取り組みが進む中、大事なことは実績や効果が
上がり、IPの価値を感じていただくことだと思っています。今後も一層
取り組みの輪を広げていくのはもちろんのこと、ファンとパートナー企
業の方々とともに、より多くの人々に「アイドルマスター」の魅力を知っ
てもらうことを目指して取り組んでいきます。 

新たな技術を通じて、新たなマーケットを創造し、アイドルたちが活躍する

場所を増やしていきたいと考えています。ただし、その実現にはファンがアイ

ドルをプロデュースし続けてくれることが前提であり、末永くこの関係性が続

いていくことへの強い想いがあります。そのうえでファンとともに新しいエン

ターテインメントのきっかけづくりに挑戦をしていきたいと思っています。 

（株）バンダイナムコエンターテインメント配信スタジオ
「MIRAIKEN studio」にて撮影
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組織再編とバンダイナムコ 
エクスペリエンス設立の狙い

　アミューズメントユニットでは（株）バン

ダイナムコアミューズメントを、施設や機

器の企画を担当する（株）バンダイナムコ

エクスペリエンス、施設の運営を担う（株）

バンダイナムコアミューズメントの2社に
分割したうえで、機器の開発を行う（株）

バンダイナムコアミューズメントラボも加

えた3社で組織を再編し、2025年4月より
新体制でスタートしました。各社が求める

専門性に特化した人材確保と育成を進め

ていきます。

　特に店舗運営を担う人材の確保を優先

課題と位置付けており、バンダイナムコア

ミューズメントでは店舗人材の定年の引き

上げ、採用要件の明確化とともに従業員

が自ら選択した土地で長く働くことができ

るように転勤制度の見直しを行いました。

一方、企画・プロデュースを担うバンダイ

ナムコエクスペリエンスでは、プロデュー

サー人材の育成に注力し、将来的にア

ミューズメント施設を通じた新たな体験価

値や事業創出を担う人材を育てていきま

す。このように、各社の役割を明確にしてユ

ニット全体で、従業員一人ひとりが長く活

躍できる環境整備に取り組んでいます。

国内外における今後の展開

　国内では事業が好調に伸長する中、未就

学児向け施設事業に強みを持つ（株）プレ

ジャーキャストのバンダイナムコアミューズ

メントへの吸収合併を起点に、次世代の顧

客基盤の構築に向けた新たな施設展開を

進め、国内シェアの着実な拡大を目指しま

す。また、国内での安定した収益確保と並行

してアミューズメント機器の開発にも注力し、

北米を中心としたワールドワイド展開も推進

することで、アミューズメントユニットの海外

営業利益比率と収益性向上に注力していき

ます。

　アミューズメントユニットはグループ内

において、商品やサービスに適した売り場

の設計・提供を行うことで、グループ各社

の商品をファンに訴求力を持って届ける出

口機能としての役割も担っています。各商

品の売れ行きやファンの反応を現場からリ

アルタイムに把握してグループ内で共有で

きることがユニットの強みであり、グループ

における企画開発スピードの向上と効果

的にファンへ商品・サービスをお届けする

売場展開に貢献しています。

　単に商品を「買う」「遊ぶ」だけではなく、

そこにワクワクするような体験（エクスペリ

エンス）を伴わせることこそが、私たちが提

供するアミューズメント施設の存在意義で

す。今後もリアルの場におけるファンとの

タッチポイントを広げ、グループ内の出口

機能としての役割を果たしていきます。

ワールドワイドでの拡大に向けて
出店と機器販売を加速

　アミューズメントユニットでは、海外営

業利益比率50%への早期引き上げを目
標に掲げ、ワールドワイドでの出店・機器

販売計画を進めています。前中期計画で

は欧米を中心に新規出店を進め、海外の

施設数はイギリスや中国（香港特別行政

区）を中心に約60拠点となりました。海外
でのアミューズメント施設の基盤固めが進

み、今後はワールドワイドでの拡大戦略を

進めるフェーズに入ります。

　今中期計画では、中国の香港特別行政区

および上海、インド、イギリス、アメリカの5拠
点を中心にアジア・欧米といった大きなマー

ケットでの展開に注力します。将来的には

インドをはじめとした新興市場への進出拡大

に向けて、出店エリアの拡大とそれを担うグ

ローバル人材の育成にも注力していきます。

今後の展開エリア拡大と 
グローバル人材の育成 

　足元では中国（香港特別行政区）を起点と

したアジア展開を優先度の高い取り組みとし

て位置付けつつ、アメリカや欧州においては

各国の市場特性を見極めながら展開を進め

ます。インドは新興国として市場成長が大き

く期待できる地域と認識していますが、国内

生産や現地企業の成長が期待されているこ

とも踏まえ、現地パートナーとの連携を重視

し、長期的な視点での進出拡大を目指します。

　一方で、これらのグローバル展開を担う

人材の育成は、課題として強く認識してい

ます。キャリアステップとして、海外赴任な

どの体制強化や情報発信を通じた従業員

の海外志向の醸成など、次世代に向けた

グローバル人材の育成を進めていきます。

 　海外各社と事業部間の連携については、
出向メンバーをハブとした現地での事業を

発展させる仕組みの構築や、各社間の定例

会の実施など、コミュニケーション頻度と展

開スピードの向上により連携強化をはかっ

ています。また、各地域への出店計画はグルー

プ内にも情報共有することで、各ユニットが 
進める海外戦略との連携もはかっています。

　

アミューズメントユニットは、ファンとリア

ルな場でタッチポイントを持つ唯一の存在

として、海外ファンの声をグループ内へも

反映し、リアルエンターテインメントのグ

ローバル展開を加速させていきます。

岩屋口 治夫  Haruo Iwayaguchi

株式会社バンダイナムコエクスペリエンス
常務取締役
株式会社バンダイナムコアミューズメント
取締役 （非常勤）

小森 国人  Kunito Komori

株式会社バンダイナムコエクスペリエンス
執行役員
海外事業ディビジョン　ディビジョンマネージャー 

Profile Profile

11 12
Message Message

進化するアミューズメントユニット 

バンダイナムコエクスペリエンス設立による
成長戦略 

進化するアミューズメントユニット

グローバルに拡大するアミューズメント事業

「バンダイナムコ Cross Store 横浜」 「Bandai Namco Cross Store Birmingham」（イギリス）

「namcoアップタウン店」（香港特別行政区）
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海外デジタル事業

ワールドワイドマーケティング体制で
推進するデジタル事業

地域ごとに最適化されたマーケティング
がもたらすワールドワイドでの
デジタル事業の拡大

　デジタル事業では、家庭用ゲームのワー

ルドワイドでのさらなる拡大を目指し、

2025年3月期から日米が連動したワール
ドワイドのマーケティングを行う体制にし

ています。これにより、日米間のコミュニ

ケーションが円滑になり、各地域における

マーケティングプランの相互理解が深まり

ました。その結果、各地域メンバーとの連

携強化とともに、事業のスピード感が増す

など、良い効果が表れています。

　2025年3月期は、大型ダウンロードコン
テンツである「ELDEN RING SHADOW OF 
THE ERDTREE」に加え、「ドラゴンボール 
Sparking! ZERO」といった主力タイトルが
海外売上を牽引しました。「ELDEN RING 
SHADOW OF THE ERDTREE」は、本編
「ELDEN RING」の販売が好調の中、ダウン
ロードコンテンツの面白さを伝えるために

各地域で発信ツールやタイミング、内容な

どを緻密に組み立てました。これにより、

新規ファンを獲得し、「ELDEN RING」全
体のベースアップにもつながりました。「ド

ラゴンボール Sparking! ZERO」は、プレイ
することで得られる爽快感を伝えるため、

北米では発売前から実施した試遊ができ

るイベントツアーが効果的でした。中期計

画初年度となる2026年3月期は、「ELDEN 
RING NIGHTREIGN」「リトルナイトメア3」
など、海外にも多くのターゲット層がいる

タイトルにおいて、海外各地域に最適化さ

れたマーケティング戦略を推進することで、

規模の大きい欧米市場でのシェア最大化

を目指していきます。

　前中期計画における各地域でのマーケ

ティング活動を通じて、日本発IPを軸とし
たワールドワイドタイトルの需要の高さを

感じる一方で、より細分化された各地域

の市場、ターゲット層の嗜好を見極めてい

くことが大切だと感じました。例えば、デ

ジタル販売を主流とする北米、パッケージ

販売の需要も大きい欧州では異なるアプ

ローチが必要となります。家庭用ゲームが

欧米を最大の市場としていることを踏ま

え、引き続き地域特性に合ったマーケ

ティングやリソースの配分を戦略的に検討

し、長期的な売上拡大をはかっていきます。

　世界におけるバンダイナムコの家庭用

ゲームの強みとは、IPを軸としたタイトル
の各地域における認知、展開状況を踏ま

え、次の開発やマーケティング戦略につな

げていることです。海外各地に最適化され

たマーケティングの重要性が、グループ全

体の共通認識として浸透することで、ワー

ルドワイドでのさらなる事業拡大につなが

るはずです。まずは日本と欧米の間に立

ち、迅速かつ的確な橋渡し役として連携

を強めることで、タイトルそのものの魅力

をワールドワイドで広げていきます。
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変化の激しい市場特性を捉え、
スピーディな事業展開で成長をはかる

　中国におけるエンターテインメント市場

は拡大傾向にあり、当社トイホビー事業

においても2025年3月期（前期）業績が増
収増益を達成し、事業は成長を続けてい

ます。一方で、市場環境としては現地の競

合他社が増加するとともに競争が激化し

ています。

　トイホビー事業の強みとして、現地ファン

と親和性の高い日本IPの多彩なラインナップ
とともに、自社開発・自社生産で幅広い商品

展開をしており、これが大きな優位性となっ

ています。玩具、プラモデル、フィギュア、カプ

セルトイ、菓子など、様々な事業カテゴリー

において市場での存在感を増しています。

　中でも、2023年から展開を強化した菓
子事業は順調に拡大しています。主力は、

「クレヨンしんちゃん」の人気を背景とした

チョコビの販売です。地域の嗜好性に応え

て独自のフレーバーを展開するなど、中国

市場の特性を強く意識した商品開発に注

力するとともに、新たな商品開発にも可

能性を広げ、事業拡大に努めていきます

（P.62～63も併せてご覧ください)。

　さらに、中国市場においても最大のIP 
である「ガンダムシリーズ」は、認知度が順 
調に向上しています。「機動戦士Gundam 
GQuuuuuuX」の劇場版も公開され、ファン
層の広がりを実感しています。商品・マーケ

ティング展開としては、前期にガンプラのフ

ラッグシップショップである「THE GUNDAM 
BASE」を新たに3店舗オープンし、継続的に
出店を拡大しています。2025年9月末時点
で、中国内地において合計12店舗に達する
見込みです。加えて期間限定でポップアップ

ストアを展開するなど、ガンプラの販売が好

調に推移しています。ガンダムの事業基盤の

構築は順調に進捗しており、今後も「THE 
GUNDAM BASE」の新規出店や、展開5周
年を迎えた中国市場向けフィギュア「QMSV 
シリーズ」のさらなる拡大、新規で「BN 

FIGURE Qシリーズ」への現地オリジナルの
ガンダム商品の投入も進めていきます。

　このほか、地産地消の観点で中国市場独

自のIPやオリジナル商品の展開強化に向け、
現地発IPの活用を拡大するとともに、中国に
おけるトイホビー事業としてのオリジナルIP創
出にも挑戦を続けていきたいと考えています。

　中国市場は消費者のライフスタイルの変

化が速く、スピード感を持った展開が非常に

大切です。市場特性を深く理解し、ユーザー

ニーズを丁寧に捉えて商品企画に活かして

いく必要があります。今後は、企画力の強化

とともに中国発の商品をアジア周辺地域か

ら、グローバル全体へも展開できる体制を

整え、さらなる成長を目指していきます。

グローバル事業の拡大

幅広い商品展開を軸に、
成長する中国における
トイホビー事業
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藤原 孝史  Koji Fujiwara

Bandai Namco Entertainment America Inc
President and CEO

Profile

3月31日に終了した会計年度
注： グループ会社の所在地別売上高で日本からの輸出は日本の売上高に含まれます。

アジア地域におけるグループ全体の売上高推移

2021 2022 2023 2024 2025

大山 高慶  Takayoshi Oyama

Bandai Namco Entertainment（Shanghai）Co., Ltd. 
Vice President

Profile

さらなる 
成長を目指す

887億円 973億円
1,081億円

820億円

522億円
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2019年にバンダイナムコグループ 
入りした島根スサノオマジック

　島根スサノオマジックは、島根県松江市

をホームタウンとするプロバスケットボー

ルチームです。2010年にチームが設立さ
れた後、2019年に（株）バンダイナムコ島
根スサノオマジックを運営会社としてバン

ダイナムコグループの一員となりました。

島根スサノオマジックが掲げる理念「地域

に元気と感動を与える」と、スポーツを

エンターテインメントとして昇華させる、と

いう想いがバンダイナムコグループの価値

観と一致したことがグループ入りの大きな

要因となりました。

　島根スサノオマジックとしてもグループ

が保有するIPを活用できることは大きな
強みとなります。ユニフォームや会場装

飾、選手紹介の演出に至るまで、他チーム

との差別化をはかる要素となっています。

島根スサノオマジック限定のIP関連グッズ
販売も展開しており、地域密着型スポー

ツとコンテンツビジネスが融合する新たな

ビジネスモデルを築いています。

社会的課題に対応したサステナブル 
活動「SMILE HIGH FIVE」

　チーム創設から様々な活動をしてきま

したが、それらをサステナブル活動として

新たにまとめ「SMILE HIGH FIVE」とし
て2024年に発足しました。この活動では、
クラブコンセプトである「風を起こそう。」

のもと、持続可能でより良い社会の実現

に向け、社会的課題に対応する活動を地

域の人々と連携しながら推進しています。

　私たちが活動を発足させた背景には、

島根スサノオマジックとして地域の人々か

ら必要とされる存在になりたいという強い

想いがあります。発足当初は、チーム内で

の横展開が十分ではなく、活動への認知

も浸透していなかったものの、現在では選

手をはじめとする関係者や地域に向けて、

活動を発信する流れが生まれつつありま

す。地域やファンへの浸透はまだこれから

ですが、地道に目の前のことに取り組み続

け、情報発信に努めながら着実に歩んで

いきたいと考えています。

島根スサノオマジックのサステナブル活動

「SMILE HIGH FIVE」

沓名 克敏  Katsutoshi Kutsuna

株式会社バンダイナムコ島根スサノオマジック
営業部
ゼネラルマネージャー

沓名 克敏 久城 秀太

久城 秀太  Shuta Kushiro

株式会社バンダイナムコ島根スサノオマジック
コーポレート部
リーダー

競技面で常勝チームへと成長していくと同時に、地域やファンから愛
されるチームになることで、本当の意味での強いチームになる必要が
あります。継続して活動することに注力していきたいです。

島根県出身者として、大好きな島根において、島根スサノオマジックの試合

や「SMILE HIGH FIVE」の活動を通じて話題を創出し興味を持っていただく
ことで、島根が抱えている人口減少問題を軽減できないかと考えています。

「Let’s Play Basketball」プロジェクト

　「Let’s Play Basketball」プロジェクトでは、島根県内約210の小学校全校に、それ
ぞれバスケットボール6球を寄贈しました。島根スサノオマジックは地域の支えによって
活動しているチームであり、地域に恩返しをしたいという想いから始まったプロジェク

トです。子どもたちにバスケットボールに触れる機会を提供するとともに、小学校で使

用されているバスケットボールの老朽化や少子化による学校の廃校・統合、地域ごとで

所持する備品に格差がある、といった課題解消にも貢献しています。子どもたちから多

くの喜びの声をいただくとともに、学校の教職員の方々もバスケットボールに興味を

持っていただくなど、未来のバスケットボールプレイヤーの輩出や地域活性化にもつな

がっていると思います。将来的には中学校や、島根県を超えて山陰地方全体も視野に

活動を拡大していきたいと考えています。

「夢授業」プロジェクト

　「夢授業」は島根スサノオマジック創設1年目より続けている取り組みで、所属選手が
島根県内の小学校を訪問し、子どもたちと「夢」を語り合いバスケットボールを通じて

交流を深めながら、郷土島根への愛着の醸成や青少年の育成に貢献しています。

　島根県内の小学校に対して、選手への負担などを考慮しつつ、可能な限り多くの学

校と交流を実施しています。2024年11月には8校、2025年2月には6校を訪問してお
り、選手たちにとっても毎年の恒例行事として定着しています。これにより地域から愛

されるチームになることに加え、「SMILE HIGH FIVE」自体の取り組みの認知度を上
げていきます。

鳥取大学医学部附属病院との連携協定

　（株）バンダイナムコ島根スサノオマジックと鳥取大学医学部附属病院は、社会貢献

活動やメディカル業務を通じて、相互に地方創生事業の一翼を担うことを目的とした

連携協定を締結しています。例えば、支援の輪が広がるきっかけになればとの想いか

ら、所属選手がサンタクロースに扮して鳥取大学医学部附属病院小児科を訪問し、病

気と闘う子どもたちと交流しています。こうしたバスケットボールの枠を超えた地域・

社会への貢献活動も、島根スサノオマジックでは今後積極的に行っていきます。

選手とボールがつなぐ笑顔の輪。寄贈記念集合写真

「夢授業」を通じて、選手と子どもたちが織りなす、
忘れられない思い出の瞬間

小児病棟に夢を運ぶ、サンタに扮した選手たち

主要な取り組み事例

Profile & Message
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“
筆頭独立社外取締役からのメッセージ

中期と長期の時間軸で

経営を監督し、 
グループガバナンスの

さらなる進化を追求していきます。

ハイブリッド型のグループガバナンス 

　当社取締役会は、モニタリングボードに軸足を置きつつ、

マネジメントボードの特徴も併せ持つ「ハイブリッド型」の会

議体です。特に、事業統括会社の代表取締役が当社の取締

役として参画する構成は、個別戦略ベースのガバナンスの表

れで、ファンと向き合う事業展開に多大な利点を有します。

一方で、資本戦略や中長期のテーマに時間を割きづらい一

面もあり、Vision Meetingや役員合宿がそうした議論の場

になっています。今回の取締役人事では、中長期の経営基

盤強化に向けて、社内役員を1名増員しました。一見、ガバ

ナンス改革の流れが後戻りしているように見えますが、現状

のガバナンス体制下、コーポレート基盤を強化するという意

味でも最適な陣容になったと評価しています。 

　一連の人事には、人事報酬委員会も深く関与しています。

同委員会の役割は、複数候補者から絞り込み、指名を行う

ことではなく、執行側の候補者案そのものの妥当性を吟味す

ることです。その際の重要な判断基準は、執行側の推挙理由

と中長期戦略の整合性です。というのも、社外役員が候補

者の適性や人となりを、限られた面談時間で判断するのは

難しいからです。もっとも、グループ会社の役員との面談機

会は定期的に設けられており、こうした枠組みの援用も可能

でしょう。また、スキルマトリクスを抜本的に拡充し、役員人

事への活用をはかるのも有力なアイデアで、引き続き検討

を進めていきます。 

 

中期と長期の時間軸 

　今中期計画で打ち出された諸施策のうち、資本政策や

キャピタル・アロケーション、還元方針などには、私たち社

外やコーポレート側の問題意識が強く反映されています。対

して事業戦略の多くは、各事業単位で作成した案に、私たち

が様々な疑問をフィードバックする過程を経て完成しました。

中長期かつグループ全体の視点で行うCW360による“360”
投資と併せて、今後はこれらの進捗状況を、地政学的な影

響や市場の変化などを考慮しつつ、モニターしていく段階です。 
　こうした中期スパンの戦略が2030年のグループのあるべ
き姿を想定しているように、次期中期計画（2028年4月～）
の策定においては、2035年の未来図をどう置くかがテーマ
となるでしょう。一般に、短～中期の施策と長期の方向性の

関係を巡っては、➀短～中期の積み重ねの中から後者を模

索するアプローチ、➁長期ビジョンから前者をバックキャス

トするアプローチの2つの考え方があります。近年の当社グ
ループの急成長を支えてきたのは➀の考え方ですが、ビジネ

スの長期的な持続可能性が問題となる局面では、➁も重要

でしょう。ただ、その場合には、長期ビジョンの必要性の認

識、内発的な動機付けが不可欠です。まずは、長期の方向

性を議論できる土壌づくりに努め、ビジョン策定の可能性を

探っていきたいと思います。

 

資本市場とのさらなる対話に向けて 

　コーポレート基盤強化というガバナンス改革の方向性は、

基本的に妥当と評価しています。一方で、こうした改革が社

内で正しく理解され、事業サイドの手足を縛るのではなく、よ

り自由度を高めるものとなるように、施策の運用にあたって

は細心の注意が必要です。 
　また、今中期計画では資本市場との対話のスタンスを強く

打ち出しています。私自身、機関投資家と面談を実施してお

り、ご指摘に真摯に耳を傾けつつ、忌憚のない意見交換に努

めています。また取締役会等の場では、株主の「代理人」と

して執行側に様々な問いかけを行い、より良いアイデアを引

き出すべく努力しています。バンダイナムコらしさとマーケッ

トの要請への対応の両立は容易なテーマではありませんが、

その最適なバランスの実現に向け、グループガバナンスのさ

らなる進化を追求していきます。 

導入から10年を超えた実効性評価 

　2015年に開始された取締役会実効性評価は、その後ほ

ぼ毎年、改訂を重ねています。2025年3月期は、質問票の

項目として「株主／従業員とのエンゲージメント」を新設し

たほか、「取締役個人のパフォーマンス」の他者評価を、より

本音の部分を引き出せるようにしました。また、Vision 

Meetingや役員合宿の運営ぶりも評価対象に加えるととも

に、評価後のプロセスを、執行側が独立役員会の提言を持

ち帰る形から、社外・社内の取締役が一体となって議論する

形へ変更しました。

　取締役会事務局の対応は概ね適切で、私たちが求める情

報は十分に提供されています。一方で、ステークホルダーの

熱量、距離感をつかむヒントとなる任意の情報提供には、改

善の余地があるでしょう。業績が好調な時には評価スコアも

高く出る傾向があり、過信は禁物です。様々な生きた情報に

触れる中で、経営課題への理解を深め、グループ戦略の思

わぬ盲点を探知していきたいと思います。

島田 俊夫 
株式会社バンダイナムコホールディングス 
社外取締役 

INDEPENDENT 
OUTSIDE DIRECTOR’S
MESSAGE

7978

C
H

A
P

T
E

R
  2

 
  

 
 成
長
基
盤



2025年3月期業績の評価  
 

島田 2025年3月期（以下、当

期）の当社は素晴らしい

業績でした。一方、あえて言うならば、当

初計画数値からの上振れが、少々気にな

る部分です。業績予想があまりに保守的

と受け取られるのも、投資家とのコミュニ

ケーション上、課題となります。また、ボ

ラティリティの高いデジタル事業が、開発

「バンダイナムコらしさ」とマーケットの声をつなぎ、 
新たなステージでの持続的成長を後押ししていきます。

2025年3月期は、過去最高業績を達成す

るなどグループの成長が継続する中、 新た

な経営チーム体制のもと、中期計画がス

タートしました。 

「バンダイナムコらしさ」にこだわりながら、

当社グループのガバナンス向上を目指す社

外取締役5名が忌憚のない意見交換を行い

ました。

体制の見直しで、どのように変わっていく

かも、注視する必要があります。

川名 全体業績もさることなが

ら、すべてのセグメントが

増収増益となり、全体的な底上げや事業

間連携ができてきました。成長に向け各

事業部門で打ってきた様々な施策が芽

吹いてきた状況と受け止めています。デ

ジタル事業についても、投資を含めた開

発体制の見直しといった、一連の改革の

成果が少しずつ出てきたように思います。

篠田 近年の急成長を支えてい

るのは、多彩な事業ポー

トフォリオです。ファンにとって価値ある

商材の提供に向け、グループの総合力を

発揮することで、安定的な収益基盤が構

築されてきました。デジタル事業の改革

については、強みを発揮できる分野で成

功確度の高いゲームづくりを目指す方向

性は概ね妥当ながら、今後は、全く新し

い分野へのチャレンジにも期待してい 
ます。

桑原 トイホビー事業が7期連
続で過去最高業績を更

新したことを含め前中期計画の最終年

度を最高の形で締めくくったこと、また、

過去の中期計画と比べ、営業利益の水

準が底上げされてきたことを評価してい

ます。デジタル事業では、タイトルポート

フォリオ管理に基づいた戦略性が向上し

てきました。一方で、ゲーム開発特有の

リードタイムの長さから、改革の本当の

効果が表れるのはもう少し先になるで

しょうし、こうした手法と創造性の両立に

ついても、しっかり見ていきたいと思います。

小宮 全面的な増収増益、また

10年以上におよぶ、ほぼ
右肩上がりの成長は、素晴らしいと思い

ます。デジタル事業についても、案件規模

を意識した開発スケジュールや投資の

コントロール、類似案件の実績に基づく

将来予測など、開発期間の長期化・コス

ト増を踏まえた構造転換が着実に進捗し

ていると見ています。

中期計画と長期のビジョン 
 

島田 今回の中長期ビジョン

は、前中期計画の中期ビ

ジョンを進化・拡充しましたが、さらに長

期のビジョンをどうするのか、という課題

があります。現状は足元への対応の連続

が結果として中長期につながっています

が、資本市場との対話や、将来の大きな

環境変化に備える観点で、目指す未来像

からのバックキャストという方式を検討す

る価値があるでしょう。不透明な時代状

況や、事業ごとのライフサイクルの違いな

どにも留意しつつ、議論を一層深めてい

きたいと思います。 

川名 当社グループの手掛ける

IPやアニメ・ゲームの輸
出は、日本発の価値創造をグローバルに

具現化する取り組みです。それは、日本

の国際的魅力を高め、ひいては国益にも

貢献しています。従業員の皆さんにはぜ

ひ、そうした誇りを胸に仕事に臨んでい

ただきたいし、そこで長期ビジョンの果た

す役割は大きいだろうと考えています。

社外取締役座談会

ROUNDTABLE 
DISCUSSION
AMONG OUTSIDE DIRECTORS

島田 俊夫  
Toshio Shimada
社外取締役

1 3

2 4

5

川名 浩一
Koichi Kawana
社外取締役

篠田 徹
Toru Shinoda
社外取締役 監査等委員

桑原 聡子
Satoko Kuwabara
社外取締役 監査等委員

小宮 孝之
Takayuki Komiya
社外取締役 監査等委員

From left to right:
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篠田 パーパス策定に際し、

Vision Meetingや役員
合宿などで、10年後のありたい姿をテー
マに議論を重ねました。グループ全体の

長期の方向性を展望することは、確かに

重要でしょう。一方で、長期にまたがる事

柄は、一概に決められるものでもありま

せん。むしろ、長期の問題意識を中期計

画に落とし込み、それを積み重ねていく

べきではないでしょうか。

桑原 今回は、今中期計画の策

定に向けての議論が中心

になりましたが、その中でも例えば、“360”
投資やサステナビリティの考え方には、よ

り長期の視点が含まれています。こうし

た議論の積み重ねが、その先の長期ビ

ジョンにつながっていくことを期待してい

ます。

グローバルなリスク管理  
 

島田 当社グループを取り巻く

課題／リスクは、制御不

能な地政学的要因を除くと、➀海外マネ

ジメント人材の確保、➁コーポレート機

能の強化、➂AIの進化、➃情報セキュリ
ティの4つに大別できるでしょう。このうち
➀と➁は、急成長する事業を支えていく

うえで急務です。➂のAIは、今後3年間で
大きく進化し、新たな市場を形成する可

能性があります。最後に➃に関しては、

グループ全社員の意識の底上げに向け、

経営陣や部門長レベルからの発信強化

が求められます。明日、何が起きるか分

からないという緊張感を持って、事前の

防止策・事後の対処法を、常に意識の片

隅に置くことが大切です。

川名 挑戦にはリスクが付き物

で、私たちはむしろ適切

なリスク管理を前提に、執行側を後押し

していく姿勢を持つべきでしょう。そのた

めにも重要なのはリスクに対する認識と

それらの特定であり、当社ではグループ

リスクマネジメント委員会を通じ、その発

生頻度や危険性の把握に努めています。

また、想定外の事態発生に備え、日頃か

ら複数のプランを議論しておく必要があ

るでしょう。これらすべての鍵を握るのは、

我々社外役員を含む多様な人材による

多様な視点や考え方です。

篠田 喫緊の課題は、コーポレー

ト機能と情報セキュリティ

の強化でしょう。特に海外拠点は、コー

ポレート機能が必ずしも盤石ではありま

せん。そこで当期、監査等委員会では重

要監査項目として情報セキュリティ対応

の監査を実施しました。現地の体制拡

充、継続的な監査などにより、危機感を

持って対応を強化していきます。

桑原 グループ事業の急成長に

コーポレート機能の強化

が追い付いていない面が見受けられま

す。今後は特に海外拠点について、強い

課題意識を持って臨んでいく必要があり

ます。ローカルの体制強化に加え、グ

ループとしてのグローバル人材育成も重

要です。特に経営人材のローテーションに

ついて、しっかり見ていきたいと思います。

小宮 不祥事の発生防止や事

後対応は、企業文化にも

大きく関わるテーマです。グローバルな拠

点・人員の拡大に伴うリスクの増大、また

SNSの普及などを背景としたレピュテー
ションリスクの問題を踏まえ、他社の事例

も参照しながら、対策を強化する必要が

あります。

新経営体制の始動  
 

島田 浅古社長の選任プロセス

においては、人事報酬委

員会（以下、委員会）としては執行側から

提示された候補者案に対し、諮問を行い

ました。コーポレート機能の強化や資本

市場を意識した経営を進めていくうえで、

これまでの経歴から見ても、浅古取締役

（当時）が適任という説明を受けました。

その後、本人とも改めて面談した結果、

委員会としても経営トップとして妥当な

人選であると結論付けました。 

川名 CEOの選解任はガバナン
スの一丁目一番地です。

私たちは委員会の場で、執行側と様々な

意見交換を行いました。資本戦略に裏

打ちされた新たなバンダイナムコの成長

戦略を描くには、浅古取締役が適任であ

る。併せて、ビジネスの現場を熟知し、海

外経験も豊富な桃井取締役に、副社長

として事業戦略を任せたいという話を踏

まえ両氏と面談を重ねた末、この経営陣

にグループの将来を託すとともに、背後

からサポートしていくことが最善であると

いう想いに至りました。

桑原 執行側に提案理由や基

本的な考え方について説

明を求め、実際に面談も重ねたうえで、

納得して結論を出しました。浅古社長は

コーポレート部門出身で、財務のみなら

ず投資家との対話やM&A戦略などでも、
リーダーシップを発揮してきました。一

方、桃井副社長は、ユニットの垣根を越

え、グループ横断的な立場から、国内外

のビジネス全般を見てきました。このタ

イミングでのお二方の社長・副社長就任

は、大変良かったと思います。

島田 自分で事業ユニットを率

いる人は、立場上、その

ビジネスの最適化を重視します。広く

マーケットと未来を展望し、現場の課題

も熟知している桃井副社長と、バックオ

フィスに強い浅古社長が連携することで、

素晴らしいチームが形成されるでしょう。

川名 桃井副社長は個性豊か

な人物で、コミュニケー

ション力も高く、情熱と行動力を備えて

います。バンダイナムコの情熱を世界中

に広げていくエバンジェリスト、あるいは

未開の荒野を切り拓く強力なブルドー

ザーとしての活躍を期待しています。

取締役会の多様性向上へ  
 

桑原 新任取締役のお二方に

ついても、選任プロセス

は同様です。辻取締役CFOには、私自
身も取締役会関連の様々なサポートを

受けてきており、その人となりはよく理解

しています。また藤田取締役は、コーポ

レート機能の強化という大きな目的に対

し、適切な人材が選ばれたと評価してい

ます。

川名 辻取締役CFOとは、以前
から何度も話す機会があ

りましたが、安定感があり、信頼できる人

物です。藤田取締役についても、社内の

評価が高く、真面目な実務家という印象

を持っています。 
　委員会ではこのほか、各事業会社の

新任取締役とも面談していますが、ユ

ニークで魅力的な人が多く、このグルー

プは人材の宝庫だなと感じます。「同魂

異才」を掲げるバンダイナムコの真骨頂

とも言えるでしょう。

島田 藤田取締役には、次々世

代の育成プログラムで何

度かお会いし、バンダイの取締役になら

れた際にも面談しており、今後のさらな

る活躍を期待しています。取締役会の人

的多様性を高める観点からも、今回の人

選は全般的に評価できると思います。

社外取締役座談会

挑戦にはリスクが付き物で、 
私たちはむしろ適切なリスク管理を前提に、 
執行側を後押ししていく姿勢を持つべきでしょう。

  K o i c h i  K a w a n a

長期ビジョンについては、資本市場との対話や、将来の大きな 
環境変化に備える観点で、目指す未来像からの 
バックキャストという方式を検討する価値があるでしょう。

  T o s h i o  S h i m a d a
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社外取締役座談会

篠田 私も、グループの持続的

な成長に向けて基盤を強

化する今中期計画を推進するうえで、新

任取締役含めて最適な体制であると感

じています。

桑原 宇田川取締役に続く社内

2人目の女性取締役誕生
は、大変良かったと思います。お二方と

も、実力が評価されて上がってきた人たち

で、今後の女性活躍に向け、力強いメッ

セージになったはずです。 
　後継者育成計画（サクセッションプラン）

については、候補者を3階層に分け世代
別に経営人材の育成を続けています。委

員会では毎年、その進捗状況について報

告を受け、議論を続けていますが、人材は

年々豊富になり、また下位の層に行くほど

女性比率が上がるなど、着実な手応えを

感じます。 

島田 もし長期ビジョンの議論

にめどが付けば、人材要

件についてもバックキャストの手法が使

えるようになります。将来、求められる人

材像は今とは異なる可能性があります

し、取締役会全体の構成を見直す必要

が出てくるかもしれません。

役員報酬制度見直しの着眼点  
 

島田 役員報酬制度に関して

は、変動報酬のKPIとし
て、従来の連結営業利益に加え、株価と

連動した新たな財務指標の採用をかね

てより検討していました。私自身のイ

メージは、株価と完全に一体の時価総額

でしたが、このほど1株当たり当期純利益
（EPS）の採用で決着しました。EPSは、
株価との連動性が高く、まずは大きな前

進と言えるでしょう。 
　また、サステナビリティ評価については、

評価項目を脱炭素と従業員エンゲージ

メントの2つに絞り込みました。導入3年
目となる当期の評価スコアは、ニュート

ラルでした。

川名 もともとサステナビリティ

評価のスコアは、弾力的

に変動しにくい性質があります。導入2年
目（2024年3月期）は、取り組み体制の
整備を評価して1段階引き上げましたが、
3年目の当期は、いわば実行段階の初年
度として、改めてニュートラルに戻したわ

けです。

桑原 サステナビリティ評価は、

導入そのものがメッセー

ジ性を持つ重要な指標ですが、運用面で

は、評価項目が多くなるため、結果とし

て全体ではニュートラルになりやすいと

いう問題がありました。そこで、指標とし

ての実効性を高め、よりメリハリを付け

るべく、評価項目を整理しました。 
　財務のKPIについては、株式市場を意
識した指標として、例えばTSR（株主総
利回り）を採用する会社もありますが、そ

の場合、マーケットとの比較といった相対

的な要素も出てくるため、より直接的な

EPS評価を選択しました。EPSが指標に
加われば、自己株式の取得を含め、株主

還元の在り方を意識せざるを得なくなる

という意味で、良い着眼点だと考えてい

ます。

社外取締役に求められるもの   
 

島田 社外取締役への社会的

要請が高まる中、自分自

身はどうあるべきか、絶えず自問自答し

ています。私の考えでは、社外取締役に

求められるのは、「良い問いかけ」を発す

る能力です。私は取締役会の場で、議案

に対する忌憚のない感想、別の視点から

の意見を、意識して述べるようにしてい

ます。執行側がハッとするような問いか

けを少しでも多く発することで、「投資家

の代理人」たる社外取締役の責務を果

たしていきたいと思います。

川名 取締役会が会議体として

健全に成長し、適切にガ

バナンス機能を発揮できるよう支えてい

くのが、社外取締役の役割です。私たち

は自分自身で何かを行うわけではなく、

あくまで執行側に働きかけ、「気づき」を

促す存在です。そのためには、異業種の

世界で生きてきたからこそ感じる、ふとし

た違和感を大切に、発言すべきことはい

つでも、空気を読まずに言い切る。それ

を許す自由な空間である当社取締役会

のさらなる成長に向け、等身大の自分で

貢献していきたいと考えています。

篠田 安定的な収益基盤の構

築を重視する立場から、

取締役会においては、審議事項の大前

提となるコーポレート機能に着目し、

様々な発言を行っています。また監査等

委員会では、情報セキュリティ監査を精

力的に実施しています。一方で、こうした

アプローチが、バンダイナムコならでは

の自由なチャレンジを阻害しないか、両

者の最適なバランスはどこにあるのか、

というのは難しいテーマです。私自身、そ

の答えを持っているわけではありません

が、執行側がこの問題をどう捉えている

かを常に注視し、監査の糸口にしていき

たいと思います。

桑原 バンダイナムコらしさの

理解・尊重と、マーケット

の要請とは、時に相反する関係にありま

す。そして、これら両者の間に割って入る

ことができるのが、社外取締役でしょう。

「バンダイナムコらしさだから、これで良

いんだ」という思考停止を排し、議論をさ

らに一歩深めつつ、皆様とともにベスト

プラクティスを追求していきたいと考えて

います。また監査等委員としては、アクセ

スできる情報量の多さを活かして、何か

気になることがあれば、早期の段階で執

行側に提言し、体制整備のきっかけづく

りに貢献していきたいと思います。

小宮 私自身の業界他社での経

験からいって、当社グルー

プのガバナンスは、一般的なエンターテ

インメント企業に比べ、相当に高い水準

にあると感じています。これは、浅古社長

のこれまでのリーダーシップに起因するも

のかもしれません。いずれにせよ、この優

位性に磨きをかけるべく、フロント／バッ

クオフィスをバランス良く鍛え、バンダイナ

ムコをより強い会社に成長させていきた

いと思います。

財務のKPIとして、EPSが指標に加われば、 
自己株式の取得を含め、株主還元の在り方を意識せざるを得なくなる 
という意味で、良い着眼点だと考えています。

  S a t o k o  K u w a b a r a

優位性に磨きをかけるべく、フロント／バックオフィスを 
バランス良く鍛え、バンダイナムコをより強い会社に 
成長させていきたいと思います。

  Ta k a y u k i  K o m i y a

長期にまたがる事柄は、一概に決められるものでもありません。 
むしろ、長期の問題意識を中期計画に落とし込み、 
それを積み重ねていくべきではないでしょうか。

  T o r u  S h i n o d a
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サステナビリティ鼎談

前中期計画において推進体制を整備
 
藤田　前中期計画では、グループサステ

ナビリティ委員会・同部会とサステナビ

リティ推進室（現：サステナビリティ推進

部）を軸としたサステナビリティ推進体制

が整備され、従業員の意識や各事業に

おける具体的な取り組みにおいても、一

定の成果がありました。例えばトイホビー

事業では、プラスチックリサイクルの体験

学習「ガンプラアカデミア」に多くの学校

にご参加いただきました。また、環境に

配慮されたサステナブル認定製品は年間

1,500アイテムを超えています。各ユニッ
トや会社のサステナビリティプロジェクト

との連携、ポータルサイト等を活用した

情報共有により、現場を巻き込んだ活動

が活発になっています。また、サステナビ

リティ推進部による対外的な開示対応や

社内啓発施策も、着実に前進したと思い

ます。

竹内　毎年の開示情報のベースとなる

のは、全グループ会社から上がってくる前

期の活動報告です。各社との相互理解

が深まったことで開示の質・量が高まり、

そのことが各種媒体のサステナビリティ

に関する企業ランキングにも反映されて

います。前中期計画の助走期間が終わ

り、これから飛躍の時期を迎えつつある

という感触を得ています。

小林　従業員向け啓発活動となるサステ

ナビリティに特化したWEB社内報は
2022年11月に開設され、全世界のグ
ループ各社の多彩なサステナブル活動事

例を紹介していますが、最初はなかなか

読者の反応がつかめませんでした。開設

後2年半が経過しましたが、今ではサステ
ナビリティに関する理解の広がりがエン

ゲージメントサーベイの結果にもはっきり

表れています。グループ内表彰制度「バン

ダイナムコアワード」にサステナビリティ

賞が設けられたことも、こうした従業員の

意識の変化を後押ししていると思います。

ステークホルダーを巻き込んだ
活動を推進

 
藤田　グループのサステナビリティ方針が

示すように、私たちの活動の目的は、笑顔

にあふれた「バンダイナムコらしいサステ

ナビリティ」です。今中期計画においては、

IPや商品・サービスの強みを活かしつつ、
あらゆる世代のファン、ステークホルダー

を巻き込んだ施策を展開していきます。

竹内　ファンへの訴求で鍵を握るのは、

キッズ世代への働きかけでしょう。子ども

から親、祖父母世代へ浸透をはかるべく、

2025年春にサステナビリティキッズサイト
「サステナランド」を立ち上げました。小

学校高学年をターゲットとしつつ、将来的

にはさらに対象を広げていく計画です。

小林　グループ内啓発においては、毎年

10月の「サステナビリティWEEK」が全社
的イベントとして定着し、2024年は従業
員を中心に延べ2万人以上が参加しまし
た。さらに現在では、海外グループ会社

にも活動の輪が広がりつつあります。

藤田　グローバル化時代にふさわしいサ

ステナブル活動の在り方は、まさにこれ

からのテーマです。海外各エリアとの連

携強化に向け、もう一段掘り下げた検討

を進めていきます。

今中期計画の重点施策
 
藤田　サステナビリティにおける課題は

事業ごとに異なる面もあるものの、グ

ループとしては、特に脱炭素・プラスチッ

ク環境配慮・人権・情報開示の4つを重
視し取り組んでいます。

　まず脱炭素に関しては、これまでの施

策の進捗を踏まえ、2030年のCO2排出

削減目標（Scope1／2）を、2020年3月
期比35%から50%へ前倒ししました。
物流を含む自社拠点の排出削減を推進

しつつ、Scope3対応への準備も進めて
いきます。プラスチックについては、環境

配慮方針を策定し、使い捨て部品の削

減や代替素材の開発、リサイクル活動の

拡大などに取り組んでいます。また、事

業活動における人権リスクの特定・評価

とともに、グループとしての人権デュー

ディリジェンスの枠組みづくりを進めてい

く方針です。

サステナビリティの楽しさを通じた
活動推進

 
小林　今後の抱負としては、定着した

様々な社内施策を活用し、より多くの

人々との出会いを通じて、自身の視野を

広げていきたいと思います。そのうえで、

「サステナビリティって面白いかも」「やっ

てみようかな」と感じてもらえるような企

画づくりに、今後とも積極的に挑戦して

いきます。

竹内　社会的要請を踏まえつつ「ビジネ

スと人権」の問題にしっかり向き合うとと

もに、当社グループが皆様に適切に評価

していただけるよう、非財務情報開示の

さらなる充実を目指します。事業サイド

のコンテンツ・モノづくりと、サステナブ

ル活動が両輪で動く理想の展開の実現

に向け、グループ内外への発信を強めて

いきたいと思います。

藤田　エンターテインメントの力で広義

のファンを巻き込み、活動の輪を広げて

いくことが、私たちならではのサステナブ

ル活動です。そのためには、従業員自ら

が、「義務」ではなく楽しむ姿勢を忘れず

に課題に向き合っていくことが必要です。

1人でも多くの方々が一歩前へ足を踏み
出すことができるよう、内外への積極的

な情報提供、環境づくりを推進していき

ます。

藤田 訓子  Noriko Fujita

株式会社バンダイナムコホールディングス
取締役 
チーフインフォメーションオフィサー（CIO）
チーフインフォメーションセキュリティ 
オフィサー（CISO）
チーフサステナビリティオフィサー（CSO）

竹内 麻妃  Maki Takeuchi

株式会社バンダイナムコホールディングス
グループ管理本部　 
サステナビリティ推進部
アシスタントマネージャー

小林 りか  Rika Kobayashi

株式会社バンダイナムコホールディングス
グループ管理本部　
サステナビリティ推進部
チーフ

ファンを巻き込みつつ、笑顔を未来へつなぐ
「バンダイナムコらしいサステナビリティ」を追求します。

DIALOGUE
藤田 訓子

竹内 麻妃
小林 りか

バンダイナムコのサステナブル活動は、前中期計画の3年間で着実に前進しました。
活動全般の統括に当たる藤田CSO（チーフサステナビリティオフィサー）と、
関連する実務を担当するサステナビリティ推進部（以下、推進部）所属の2名が、
幅広いテーマを巡って語り合いました。

8786

C
H

A
P

T
E

R
  2

 
  

 
 成
長
基
盤



“

人材戦略

グループ人材戦略の
強化に向けた組織変更

 
　2025年4月に、コーポレート機能強化に
向けて、体制変更を実施しました。もともと

（株）バンダイナムコホールディングス（以下、

BNHD）のグループ管理本部と（株）バンダ
イナムコビジネスアーク（以下、BNBA）が
連携しながらグループのコーポレート機能

の向上をはかっていますが、より役割を明

確化しました。グループ管理本部は各事

業・各地域への深い理解のもと、グループ

横断施策をグローバルに推進し、BNBAで
は主に国内各事業会社におけるコーポ

レート機能を担い、事業拡大へ貢献するこ

とが役割です。また、BNHDの藤田取締役
がグループ管理本部長とBNBA代表取締
役社長を兼務するマネジメント体制をとっ

ています。これにより、2つの組織がより一
体となってグループ全体のコーポレート機

能強化に向けて連携をしていきます。

　グループ全体の人材戦略の推進とし

て、各事業会社は、個社ごとの事業戦略

と連動した専門的人材育成および確保

に注力しています。一方、グループ管理

本部では、グループの経営戦略に沿った

グループ共通の人材方針の策定と実行、

各社間の人材交流、階層別人材育成な

ど横軸の活動を行い、常に縦と横との連

携を強く意識した取り組みを推進してい

ます。

今中期計画の中核となるミッション
 
　グループの人材戦略は、パーパスのもと

従業員一人ひとりの笑顔をつないでいくこ

とができる成長環境を整備していく、とい

う基本方針に変わりはありません。前中

期計画において明確となったのは、事業

成長によるグループの規模拡大が進む中、

事業を支えるコーポレート部門人材の 
基盤強化が必要不可欠だということです。

そのため、BNHD経営層とも共通認識を
持ったうえで、今中期計画の中核となる

我々のミッションとして「事業を支えるコー

ポレート人材の育成とグローバル展開拡

大に向けた地域統括会社との連携強化」

を掲げました。

　人材管理という観点では、「グローバ

ル人事データベース」を通じて、グループ

全体の人員の過不足や分布の偏り状況

を俯瞰的に把握できています。こうした

データベースを駆使しながら、恒常的か

つ戦略的に人員を育成・配置できるス

キームを構築していきます。特に海外グ

ループ会社では、管理職を中心とした人

材が不足している会社もあり、データ

ベースだけでなく海外地域統括会社とも

連携しながら全体把握に努め、グループ

管理本部およびBNBAがコーポレート部
門の核としてグループ全体の効果的な人

材採用、育成の強化をはかります。

グループの統一的な制度構築への
取り組み

 
　当社グループは約110の会社で構成され
ており、各社ごとに福利厚生や制度上の違

いがあります。グループ間での人事異動も

増加する中で、よりスムーズな人事異動を行

うとともに、異動後も業務に注力できるよう

課題解決に努めています。直近では、2025
年4月から国内グループ28社（約7,000人）
に対して退職金制度の改定を実施しまし

た。企業型確定拠出年金（DC）への統一を
はかり、育児・介護休職中であっても積立が

継続されるなど、従業員が安心して働き続

けることのできる環境を整えています。

　こうした取り組みは、まだ始まったばか

りであり、今後は制度が未整備のグルー

プ会社にも順次対象を広げていく予定で

す。各社固有の制度として有効なものは

活かしつつ、共通化すべき制度は統一を

はかることで、従業員が安心して挑戦で

きる環境整備を推進していきます。

高い水準を維持する
従業員エンゲージメント

 
　全世界のグループ従業員を対象とした

エンゲージメントサーベイは、2023年3
月期から実施を継続しており、2025年3
月期においても以下のような高い水準の

スコアを維持することができました。特

にエンゲージメント項目の「今の会社で

働くことに幸せを感じる」のスコアについ

ては引き続き意識していきます。

　2024年3月期において課題となった項
目に、国内の従業員を対象とした男性育

児休業取得環境がありますが、育児休

業取得率としては大きく改善がはかられ

ました （グラフ参照）。この育児休業取得
に加え、育児目的休暇も含めた取得率

で換算すると、2025年3月期は84.4%と
なりました。e-Learningやセミナーなど
の情報発信を通じた丁寧な啓発活動が

実を結び、結果につながったと感じてい

ます。一方で、個社ごとの結果でバラつき

があるといった課題もあり、個社の特性

を考慮したうえで全体として改善が必要

だと認識しています。この調査について

は、グループ従業員のエンゲージメント

を把握し、組織としての課題を可視化す

るものとして捉え、成長環境の醸成に活

かしながら引き続き実施していきます。

中期計画を後押しする
グループ全体の環境整備に向けて

 
　エンターテインメントは変化の激しい

業界であり、人材戦略と経営戦略は一体

となって推進する必要があります。今回の

組織再編も変化へのスピーディな対応に

向けたものであり、グループの成長を牽

引する人材確保・育成に全力を尽くして

いきます。

　「パーパス“Fun for All into the Future”」
のもと、様々な才能、個性、価値観を持

つ多彩な人材が成長、活躍できる「同魂

異才」の企業集団として、これまで通り

新卒・キャリア、性別、年齢、国籍、人種、

宗教や性的指向等にこだわらず人材の

確保・登用を推進するとともに、多彩な

人材が活躍できる成長環境をつくり上げ

ていきます。

露木 項治  Koji Tsuyuki

株式会社バンダイナムコビジネスアーク
常務取締役

濵野 浩二  Koji Hamano

株式会社バンダイナムコホールディングス
グループ管理本部人事部
ゼネラルマネージャー

安藤 美由紀  Miyuki Ando

株式会社バンダイナムコビジネスアーク
人事部
デピュティゼネラルマネージャー

グループの皆さんがグループで働くことに
幸せを感じられるよう、従業員の成長を後
押ししながら笑顔が続く環境整備に努めて
いきます。また、自分自身、唯一無二の存
在になれるよう努めます。

成長環境の醸成を強く意識し、国内外のグ
ループ各社が事業に集中できる環境づくり
や土台の整備を、グループに分かりやすい
形で示していきたいと思います。

共通化すべき制度は統一をはかることで、
グループ従業員が安心して働くことができ
る環境をつくっていきたいと思います。

現場担当者から

グループの成長を支える人材基盤の整備と
強化を進め、成長環境の醸成に
貢献していきます。

MESSAGE

3月31日に終了した会計年度

注： バンダイナムコホールディングス、バンダイ、BANDAI SPIRITS、
バンダイナムコエンターテインメント、バンダイナムコフィル
ムワークス、バンダイナムコミュージックライブ、バンダイナ
ムコアミューズメント、バンダイナムコビジネスアークの原
籍従業員を集計対象とした数値

注： 2023年3月期については、育児休業取得率を算出。2024
年3月期以降については、育児休業に育児目的休暇も含
めた取得率を算出

* ポジティブ回答（%）：各設問に対するポジティブ回答（「とてもそう思う」「そう思う」）の比率

国内男性従業員育児休業取得率 エンゲージメントサーベイにおける一部の設問とスコア

2023 2024 2025

30.5%

78.5% 84.4%

分類 設問
ポジティブ回答（%）*
2024年 
3月期 

2025年 
3月期

エンゲージメント

今の会社で働くことに幸せを感じる 75 73
自分の仕事にやりがいを感じる 78 78
自分の役割を果たすために必要な裁量や権限が 
与えられている 75 75

組織に貢献するために最善を尽くしたいと思う 85 85

ダイバーシティ＆ 
インクルージョン

今の会社では、性別にかかわらず活躍する機会が与えられている 81 79
バンダイナムコグループでは多様な価値観や考え方を 
尊重している 75 70

露木 項治

安藤 美由紀

濵野 浩二
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マテリアリティの特定
　当社グループでは、サステナビリティに関するリスクと機会に

ついてグループサステナビリティ委員会で協議のうえ、当社グルー

プが取り組むべきマテリアリティを特定、グループ全体のサステ

ナブル活動を推進しています。

　また、グループ各社がマテリアリティに沿って、その事業特性

に合わせた施策に取り組んでおり、その結果は、連結会計年度

ごとにグループ全体および事業セグメントごとに分析、翌連結会

計年度以降の施策の改善につなげています。併せてその内容に

ついてグループサステナビリティ委員会にて協議のうえ、当社取

締役会に報告し、当社取締役会が審議・監督を行っています。

 

サステナビリティマネジメント 
　バンダイナムコグループでは、「パーパス“Fun for All into the 

Future”」をグループにおける最上位概念と位置付け、サステナブ

ル活動を経営戦略上の重要な取り組みであるという認識のもと、

「笑顔を未来へつなぐ」をスローガンとして、グループ一丸となって

サステナブル活動を推進しています。また、世界中のファンととも

に、笑顔あふれる未来を目指すべく「バンダイナムコグループサス

テナビリティ方針」を策定しています。

 

マテリアリティ5項目

特定・検証時に重視している観点

 バンダイナムコグループの考え方・方針
 バンダイナムコグループのパーパス
 バンダイナムコグループのサステナビリティ方針
  バンダイナムコグループコンプライアンス憲章 
（現バンダイナムコグループ行動規範）
 バンダイナムコグループ中期計画
 グループの関連方針・ガイドライン

 国内外の潮流・社会要請 
  国際機関や調査機関、政府の各種指針、ガイドライン 
例： SDGs（持続可能な開発目標）、環境省「環境報告ガイドライン」、GRIガイドライン、TCFD提言、SASB基準、ESG評価機関の 
ガイドラインやレポート（CDP、MSCI、Sustainalytics、FTSE） など

 外部有識者ヒアリング 
 消費者アンケート（不定期実施）
 サステナビリティ先進企業の取り組み

マッピング
「ステークホルダーの皆様にとっ
ての重要性」と「バンダイナム
コグループにとっての重要性」
の2軸で評価しマッピング

リストアップ
分析対象とする社会課題 
項目を下記の観点からリスト
アップし、20項目に整理

特定
経営討議内容を反映、 
マテリアリティを特定。外部有
識者のコメントを取得

非常に重要
バンダイナムコグループにとっての重要性

　サステナブル活動の推進にあたっては、当社の常勤取締役お

よび当社グループの事業統括会社（（株）バンダイ、（株）バンダイ

ナムコエンターテインメント、（株）バンダイナムコフィルムワーク

スおよび（株）バンダイナムコエクスペリエンス）の代表取締役社

長等で構成され、当社代表取締役社長が委員長を務めるグルー

プサステナビリティ委員会を設置し、事業と連携した活動に取り

組んでいます。具体的には、サステナブル活動の推進は経営 

戦略上の重要な取り組みであるという認識のもと、当社取締役

会直轄となるグループサステナビリティ委員会でサステナビリティ

戦略に関する協議を行い、各施策を検討、当社取締役会に定期

的に報告し、当社取締役会がその審議・監督を行います。また、

グループサステナビリティ委員会の下部組織としてグループサス

テナビリティ部会を設置、バンダイナムコグループサステナビリ

ティ方針およびマテリアリティに沿った活動に取り組んでいます。

各事業のサステナビリティプロジェクトグループサステナビリティ部会

グループサステナビリティ委員会

バンダイナムコホールディングス 取締役会

委員長 代表取締役社長
メンバー バンダイナムコホールディングス 常勤取締役、 
 事業統括会社等の代表取締役社長、指名者
開催時期 半期定例および随時

内容・目的  グループにおける重要なサステナビリティ戦略に関する議論および
情報共有、取締役会における議案検討および報告事項・協議、 
グループサステナビリティ部会の統括、各ユニット・関連事業会社の
マテリアリティ進捗の統括

マテリアリティ

非
常
に
重
要

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
皆
様
に 

と
っ
て
の
重
要
性

STEP  

1
STEP  

2

P.94–95 P.98 P.100

P.96–97 P.99

STEP  

3

地球環境との 
共生

知的財産の 
適切な活用と保護

コミュニティとの 
共創

適正な商品・ 
サービスの提供

尊重しあえる 
社会の実現

マテリアリティ特定の3ステップ

SUSTAINABILITY
サステナビリティ

私たちバンダイナムコグループは「夢・遊び・感動」を生み出すエンターテイン
メント企業グループとして事業活動を通じて持続可能な社会と環境の調和、 
新たな社会価値の創造に取り組み、世界中のファンとともに、笑顔あふれる未来
を目指します。

バンダイナムコグループ
サステナビリティ方針
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マテリアリティ 重点項目 2026年3月期 目標 2025年3月期 実績

気候変動対策の 
強化

温室効果ガス排出量の削減 

地球環境との 
共生

  Scope1、2 
46,500 t-CO2／2020年3月期比30%減 
【中長期目標】 

2031年3月期：32,500 t-CO2／2020年3月期比
50%減（前倒し） 
 2036年3月期：27,000 t-CO2／2020年3月期比
55%減（政府指針を見据えて新設定） 
 2051年3月期：実質排出量ゼロ

  Scope3 
Scope3対応の推進（算出精度向上およびサプライ
チェーンでの削減施策検討）

  Scope1、2 
52,564 t-CO2／2020年3月期比20.7%* 
（目標：48,700トン／2020年3月期比26.5%）
  Scope3 
1,325,924 t-CO2 
Scope3対応の継続開示（算出対象：事業統括会社＋BANDAI SPIRITS） 
 EU（デジタル事業）におけるScope3算出

* ネット排出量

資源・原材料の 
持続可能な利用

サーキュラーエコノミーの推進

 製品リサイクルの推進

  製品リサイクルの推進 
ガンプラリサイクルプロジェクト：37トン（2024年3月期実績40トン） 
カプセルリサイクルプロジェクト：47トン（2024年3月期実績42トン） 
カードピロー袋のリサイクル開始

環境配慮商品の拡大 

   石油由来プラスチックの利用削減 
再生プラスチックや代替素材の活用

 自社商品・サービスにおける環境配慮設計の推進
 オフィスにおける事務用品のグリーン購入推進

  石油由来プラスチックの利用削減 
国内アミューズメント施設における景品袋削減：2025年3月期実績
66.9トン

 自社商品・サービスにおける環境配慮設計の推進
・ 製品本体・容器包装：代替プラ、バイオマスインキ、FSC認証用紙 
などサステナブル素材の使用
・ ぬいぐるみ：開発・生産におけるリサイクル綿の活用
・ エコアミューズメントマシン：従来基準を見直しエコアミューズメント
マシンとして刷新。クレナグランが第1号

  オフィスにおける事務用品のグリーン購入推進 
国内グループ各社2025年3月期実績22%

廃棄物削減 

 各拠点における廃棄物のリサイクル推進

  各拠点における廃棄物のリサイクル推進
・紙の使用量削減
・ 物流拠点におけるストレッチフィルムのリサイクル開始
・  工場にて排出されるプラスチックごみのRPF化：2025年3月期実績105トン

適正な商品・ 
サービスの 
提供

適切な表現に 
もとづいた商品・ 
サービスの提供

グループ情報共有体制の構築と運用

 商品・サービスにおける倫理表現の情報共有
 社員教育の実施

  商品・サービスにおける倫理表現の情報共有 
・ グループ倫理分科会（年4回）および倫理担当座談会（年2回）の開催

 ・ ワードチェッカーのシステム構築（2026年3月期より運用開始）
 ・AIを活用した倫理診断システムの運用 

 社員教育の実施 
 セミナー等の実施

商品・サービスの 
安心・安全

安心・安全なモノづくりへの取り組み

 国内外における製品品質の向上 
 社員教育の実施

 国内外における製品品質の向上 
 ・ 玩具における米国、欧州、中国内地品質基準の統一

  社員教育の実施 
 ・ AOU青少年アドバイザー資格取得の推進 
対象店舗責任者取得率100%

 ・  社員啓発活動の推進 
セミナー、品質に関する展示会などの実施

顧客満足の向上

お客様満足度の向上 

 商品・サービスにおけるお客様満足度の向上

  商品・サービスにおけるお客様満足度の向上 
・ 家庭用ゲームおよびアプリゲーム等における問い合わせ指数の向上

 ・ アミューズメント店舗における顧客満足度（推奨者比率）の向上 
第30回SC接客ロールプレイングコンテスト全国大会大賞受賞

知的財産の 
適切な活用と
保護

 IPの適切な活用／ 
特許の相互活用

IP・技術を利用した社会貢献（地域創生・教育支援を除く） 
  Playing For The Planetに継続参画 
パックマンを活用した環境啓発活動

IPの保護

知的財産保護対応の強化

  模倣品・違法動画対策実施
  社員教育の実施

  模倣品・違法動画対策実施
 ・ IPのWW権利化対応
 ・ 模倣品・違法動画への侵害排除対策
 ・ 知的財産に関する外部団体主催セミナー講演等

  社員教育の実施
 ・ e-Learning、セミナー等の実施

SUSTAINABILITY
サステナビリティ

2026年3月期目標と2025年3月期実績

マテリアリティ 重点項目 2026年3月期 目標 2025年3月期 実績

尊重しあえる 
社会の実現

働きやすい 
職場環境の実現

育児休暇の取得推進

  男性育児休業取得の推進
 ・グループ社員向け啓発活動の実施 
 ・ 国内グループ男性育児休業取得率：前期比5%

向上

  男性育児休業取得の推進
 ・ グループ社員向け啓発活動の推進 

e-Learning、社内報を活用した情報発信
 ・ 国内グループ男性育児休業取得率： 

 84.4%（2024年3月期実績78.5%、2023年3月期実績30.5%）*
* 育児目的休暇を含めた割合（2023年3月期のみ育児目的休暇は含まない）

休暇制度の見直し

 ・ 国内グループ全社へ不妊治療目的含む休暇制度の導入

人材育成

「夢・遊び・感動」を世界に発信できる人材の育成

  IP軸戦略を推進する多様な人材育成
  パーパスを体現する多様な人材育成

  グループ合同プログラムの実施（目標：受講率90%以上） 
新入社員研修（BNAP）受講率： 
97%（対象265名中 258名参加） 
5年目研修受講率：92%（対象206名中 189名参加） 
新任マネージャー研修受講率：96% 
（対象165名中 158名参加）
  アニメーターなどの自社運営による人材育成（作画塾・美術塾）

ダイバーシティ& 
インクルージョンの 

推進

障がい者雇用の推進

  障がい者雇用率：2.5%（法定雇用率）
  障がい者雇用率：2.44%(2024年3月期実績2.21%) 

 ・ グループ社員向け啓発活動の実施 
人事担当者向け勉強会開催、職場実習実施など

多様な背景を持つ従業員が活躍できる風土醸成

  エンゲージメントサーベイにおけるポジティブ回答
率の向上 
多様な価値観や考え方を尊重している：72% 
今の会社では、性別にかかわらず活躍する機会が
与えられている：80%

  エンゲージメントサーベイにおけるポジティブ回答率の向上 
多様な価値観や考え方を尊重している： 
70%（2024年3月期実績75%） 
今の会社では、性別にかかわらず活躍する機会が与えられている： 
79%（2024年3月期実績81%）

サプライチェーン 
マネジメント 
（労働）

人権への取り組み

  人権を尊重したサプライチェーンの構築
  社員教育の実施

  人権を尊重したサプライチェーンの構築
 ・「 バンダイナムコグループ行動規範」「取引先ガイドライン」の制定・ 

公開
 ・コンプライアンスホットライン開設
 ・サプライチェーンの調査、把握
 ・ バンダイ製品を製造する最終梱包工場すべてに対し人権・ 

労働環境に関する監査を実施
 ・ 業務用ゲーム機生産工場における労働環境監査の実施：3件
 ・クリエイターの人権対応強化

  社員教育の実施
 ・ e-Learning、セミナー、WEB社内報を使った社内啓発活動の実施

コミュニティ 
との共創

地域コミュニティ 
との連携

地域に密着した社会活動の実施

  ・アイマス地域創生活動（「でらます」「防災フェス2024」など）
 ・アイマスマンホールプロジェクト
 ・ガンダムマンホールプロジェクト
 ・ 自社拠点周辺における清掃活動などのボランティア活動

次世代に向けた 
教育支援

子どもたちへの教育支援

 ・ガンプラアカデミア：23万人
 ・ 全国アミューズメント施設における職場体験の受け入れ
 ・ くまのがっこうによる子どもたちに“しあわせ”を届ける活動 
「ジャッキーキャラバン」を実施

 ・国内外における玩具寄贈
 ・ 小学校および保育園を対象にした訪問授業の実施
 ・トーマス・エジソン特別展講演会実施
 ・ オセロでUDを学べる小学生向け教材の開発および希望校に 

無償配布
 ・ 島根スサノオマジックによる島根県内の小学校に向けた夢授業・ 

バスケットボール寄贈

グループ各社が事業特性に合わせた施策にマテリアリティに沿って取り組んでおり、その結果は連結会計年度ごとに、グループ全体

および事業セグメントごとに分析し、翌連結会計年度以降の施策の改善につなげています。この分析内容については、グループサス

テナビリティ委員会にて協議のうえ、取締役会に報告し、必要に応じて取締役会が審議・監督を行っています。

マテリアリティ
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SUSTAINABILITY
サステナビリティ

マテリアリティごとの取り組み

地球環境との共生  私たちバンダイナムコグループは地球環境に配慮した事業を推進することが、 社会と企業の持続可能な発展
の実現に欠かせないことを認識し、様々なステークホルダーとともに、 地球環境との共生を目指します。 

 資源・原材料の持続可能な利用

ガンプラリサイクルプロジェクト 

捨てられていたランナーが、新たな資源に !プラスチックごみ問題への挑戦     
　「ガンプラリサイクルプロジェ

クト」は、ファンの皆様の協力

のもと「ランナー」を回収し、新

たな資源へと生まれ変わらせ

るプロジェクトです。

　「ランナー」とはプラモデルの

枠の部分のことで、これまで

ガンプラを組み立てた後は家

庭ごみとして廃棄されてきまし

た。しかし、焼却処分されると

CO2が排出されるという課題がありました。特に近年では気候変

動対策が求められているなど、CO2排出量削減は世界的な課題

であり、当社もプラスチックを活用した商品を扱う企業として対

応を検討してきました。また、お客様からも環境に配慮した商品・

サービスを求める声が増えていることもあり、2021年から「ガン

プラリサイクルプロジェクト」をスタートしました。

　プロジェクトでは、アミューズメント施設や公式ガンプラ総合

施設などの全国約200カ所に回収ボックスを設置し、お客様に

ランナーをお持ち込みいただいて回収する方法をとっています。

集まったランナーの運搬は、各施設に商品を届けたトラックが担

います。各施設から工場への帰路に、商品を下ろして空になった

荷台に搭載して運搬するため、新たな運搬車両を使わずに済み、

CO2排出を抑制することにつながっています。

開封済みカードパックリサイクルプロジェクト

カードパックからカードケースへ――“トレカファン”の必需品に再生     
　（株）バンダイは2024年、トレーディングカードの開封済みカー

ドパックをリサイクルするプロジェクトを開始しました。これは、

全国の「ONE PIECEカードゲーム」公式ショップやイベント会場

に回収BOXを設置し、プレイヤーの皆様から回収したカードパッ

クを破砕・材料化・成形した後、その素材を使って「再生カード

ケース」に生まれ変わらせるという仕組みです。再生カードケー

スは、回収したカードパックを含む再生プラスチック材を45%使

用し、（公財）日本環境協会のエコマーク認定とバンダイ独自の

規格であるサステナブル製品認定を取得しています。

　カードケースへの再生を選んだ理由は、カードケースがトレー

ディングカードゲームに欠かせないアイテムであり、プレイする

皆様に実際に使っていただけるためです。この取り組みを通じ

て、ファンの皆様がリサイクル活動に触れ、環境問題を意識いた

だく機会とすることを目指しています。2024年の「東京おもちゃ

ショー」でも、再生カードケースを配布し、この活動をプレイヤー

の皆様に知っていただくきっかけとしました。

　引き続き、同プロジェクトではカードパックの回収に取り組む

とともに、再生カードケースに使うリサイクル素材に占める回収

したカードパックの割合を増や

していくことを目指していきま

す。今後も安定した回収体制を

保ちつつ、より多くの人にリサイ

クル活動を知っていただけるよ

う、取り組みを広げていきます。

ファンの力で回収量が増加中 皆様とともに資源循環の実現へ     
　回収したランナーは、ガンプラの生産工場であるバンダイホ

ビーセンター（静岡県）に集約します。ここでランナーを、「マテ

リアルリサイクル」「ケミカルリサイクル 」「サーマルリサイクル」

という3つの方法でリサイクルします。

　「マテリアルリサイクル」では、ランナーを破砕・融解・固形化

して粒状ペレットにし、それを熱で溶かして、“エコプラ”と呼ぶ

新たなガンプラに仕上げます。

　「ケミカルリサイクル」は、ランナーを化学的に分解し、もとも

との形態である石油まで戻して新品のプラスチックをつくる新技

術です。マテリアルリサイクルよりも自由度が高く、様々な商品

に生まれ変わらせることができます。2025年4月には、ケミカル

リサイクル樹脂を使用したプラモデルを発売しました。

　そのどちらにも使用できなかったランナーは、バンダイホビー

センターの廃棄物と一緒に焼却され、その熱を使って発電する

「サーマルリサイクル」に活用されます。

　ランナーの回収量は年々増加し、2025年3月期は37トンに 

達しました。プロジェクトを開始した2021年4月から2025年 

3月までに回収した総量は、約117トンに上ります。

　これからも、より多くの方にご参加いただけるよう、当社では

SNSや「ガンダムR作戦（リサイクル体験会）」などのイベントを

通じて、プロジェクトを知っていただく機会を広げています。こ

れからもファンの皆様とともに循環型社会の実現に貢献してい

きます。

地球環境との共生 （重点項目と主要施策）
https://www.bandainamco.co.jp/sustainability/materiality/environment/index.html

いらなくなったランナーから新たな資源を創出

再生したカードケース

エコプラ組み立て会
ランナーを
リサイクル!

回収ボックス
を設置

ファンの皆様

商品の配達の帰りに
ランナーを回収

ガンダムリサイクル
プロジェクト リサイクルの

祭典

プラモデルを
お届け

ホビーショップ

楽しむ

バンダイ
ホビーセンター
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SUSTAINABILITY
サステナビリティ

マテリアリティごとの取り組み

適正な商品・サービスの提供  お客様の安心・安全を第一に考え、適正な倫理規範のもと、品質や安全性が確保された商品・サービスを

パートナーと 一体となって提供し、顧客満足度の向上に努めます。

 商品サービスの安心・安全

おもちゃの品質保証

約260の厳しい検査項目で“おもちゃの安全・安心”を徹底    
　「安全・安心」は、おもちゃにとって欠かせない要素です。特に、

小さなお子様は大人が思いつかないような遊び方をするため、

あらゆる状況を想定した検査が必要です。（株）バンダイと 

（株）BANDAI SPIRITSは、高い品質と安全性こそが、玩具メーカーが

追求し、必ず果たさなければいけない責任の1つだと考えています。

　両社は、その考え方に基づき、すべてのおもちゃに対して出荷

前に徹底した品質検査を行っています。バンダイは、（一社）日本

玩具協会の定める玩具安全基準（=ST基準）に加え、「安全性」

「性能」「表示」の大きく3つのカテゴリーに分かれた約260項目

の独自基準から成る品質基準を使用しており、商品の仕様に応

じて、これらの基準から該当する項目を抽出、検査を行ったうえ

で製品化しています。

　両社の検査は、次の3段階で実施しています。

　「新製品検査」は、試作品がバンダイの定める品質基準に沿っ

て製造されているかを確認する検査です。この検査に合格しな

いと量産を開始することができません。

　「出荷前検査」は、新製品検査で合格した試作品と量産品の

仕様が合致しているかを、量産を委託している工場側で確認す

る検査です。

　「商品受入検査」は、工場側の出荷前検査後に、新製品検査

で合格した試作品と量産品の仕様が合致しているかをバンダイ

側で確認する検査です。

　検査の例としては「シャープポイントテスト」（触れることがで

きる部分の先端により、けがをするおそれがないかを確認する試

験）や「製品落下試験」（落下の衝撃でけがにつながる危険な部

分が発生しないかを確認する試験）などがあります。

　また、日本国内向け製品を生産するすべての海外最終梱包工場に

おいて、品質監査とCoC監査を一元化した「BANDAI Factory Audit

（BFA）」や第三者CoC規格に基づく監査を定期的に実施しています。

　さらに、グローバルに展開している商品も多いため、世界の各

地域で求められる玩具規格に加え、約200項目の独自の品質基

準を定め、海外のお客様にも安全で安心できる商品をお届けで

きる体制も整えています。地域ごとの規格への対応については、

今後もさらなる改善を続けていきます。
注：（株）バンダイ、（株）BANDAI SPIRITSにおける監査の詳細はP.111をご覧ください

アミューズメント施設の安全・安心

“リアルな体験価値”を提供するため施設の安全性を追求    
　（株）バンダイナムコエクスペリエンスは、人と人とがリアルに

集う“リアルエンターテインメント”をお客様に提供しています。リ

アルエンターテインメントとは、ゲームセンターやテーマパーク、

アスレチック・スポーツエンタメ施設など、多様なカタチの遊び

の場を指します。こうした施設において欠かせないのが、「安全・

安心」です。

　安全・安心のための取り組みは、遊具の企画段階から始まり

ます。製作前には、企画書をもとに危険や不安が予測される事

項について評価し、（一社）日本公園施設業協会の「遊具の安全

に関する規準」など、複数の基準に照らして徹底的にチェックし

ます。

　また、製作段階でも新たな危険・不安事項が生じていないか

を確認するとともに、施工・設置時にも専門部署が現地を訪問

し、関連法規や当社独自の点検ガイドに基づいて点検を実施す

るなど厳重にチェックしています。さらに、遊具が使われ始めて

からも定期点検を欠かしません。加えて、建築基準法や消防法、

労働安全衛生法などの法令や各種規格を遵守し、日々徹底した

安全確認を実施しています。

　次世代型屋内アスレチック施設「トンデミ（TONDEMI）」では、

日々の安全確認として、トランポリンを従業員が実際に飛び、足

がはまる場所がないか、着地地点の周辺に鋭利な箇所やスプリン

グに触れる箇所がないかなどを確認しています。また、クライミン

グでも従業員が実際に登り、すべてのホールドで鋭利な箇所がな

いか安全ベルトが正しく機能するかを検証しています。さらに、他

の遊具においても点検項目に沿って厳重な安全管理を実施して

います。

　これからもバンダイナムコエクスペリエンスは、厳しい安全基

準のもとで定期点検を継続し、安全性の確保に取り組み続けると

ともに、安全性確保のための仕組みも見直しと改善を重ね、お客

様が安心して楽しめる“リアルな体験価値”を提供していきます。

適正な商品・サービスの提供  （重点項目と主要施策）
https://www.bandainamco.co.jp/sustainability/materiality/products/index.html

シャープポイントテスト

製品落下試験

中国・深センでの出荷前検査の様子

次世代型屋内アスレチック施設「トンデミ（TONDEMI）」クライミング、ロープウォーク
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SUSTAINABILITY
サステナビリティ

マテリアリティごとの取り組み

知的財産の適切な活用と保護  
マテリアリティごとの取り組み

尊重しあえる社会の実現

重要な経営資源であるIP（キャラクターなどの知的財産）を適切に活用・保護することにより、エンターテインメントの持続的な発展
に寄与します。

バンダイナムコグループに関わるすべての人が、お互いを尊重しあえるよう、人権尊重に向けた取り組みを推進するとともに、誰も

がいきいきと働ける職場環境を実現し、社会と企業の持続的な発展を目指します。 

尊重しあえる社会の実現 （重点項目と主要施策）
https://www.bandainamco.co.jp/sustainability/materiality/workplace/index.html

知的財産の適切な活用と保護  （重点項目と主要施策）
https://www.bandainamco.co.jp/sustainability/materiality/ip/index.html

 IPの保護

「太鼓の達人」シリーズの知的財産権保護

知的財産を守り、ブランド価値を維持するため、正規品と模倣品の違いを明示    
　2001年の発売以来、多くのファンの皆様に長年愛されている

「太鼓の達人」シリーズ。2023年には、中国内地でも正式に発売

され、アミューズメント施設を中心に、多くの消費者の皆様にお

楽しみいただいています。しかし、残念ながら模倣品が違法に製

造・販売され、ECサイトやSNSで取引されている事例も確認さ

れています。

　模倣品は、バンダイナムコグループの知的財産権を侵害して

います。知的財権を保護することは、企業のブランド価値を守り、

消費者の皆様の信頼を維持するうえでも重要です。そのため当

社は、侵害対策声明文（严正声明）を公開し、正規品との違いを

明確に示しました。例えば、太鼓の模様の向きや色、画面上部の

カメラの有無、バーコードリーダーの形状、台座のデザインなど

が主な違いです。さらに、模倣品の販売停止に向けた法的手段

を講じるとともに、消費者の皆様に、侵害品ではなく、正規品を

お選びいただくよう呼びかけています。

　バンダイナムコグループは、今後も知的財産権を侵害する行

為を徹底的に取り締まり、正規品の普及と促進に努めます。知

的財産権の保護は中国内地に限らず、世界中で重要な課題です。

「太鼓の達人」ゲーム機のグローバル展開の強化と並行して、侵

害品への継続的な対策に加え、消費者への知的財産権に関す

る啓発活動にも注力していきます。

 サプライチェーンマネジメント（労働）

取引先とともに持続的な発展を目指す

グループ会社と取引先が一体となり、尊重しあえる社会づくりを    
　ダイバーシティ、人権問題など、解決が容易ではない多くの課

題に対しては、バンダイナムコグループと取引先の皆様との協働

が不可欠です。また、このような取り組みを効果的に進めるため

に、サプライチェーン全体で共通認識を持ち、取引先の皆様とも

公正で透明性の高い関係性を構築することが求められます。

　そこで、バンダイナムコグループは、これまでの「コンプライアン

ス憲章」を改訂し、2025年4月、新たに「バンダイナムコグルー

プ行動規範」を制定しました。これは、当社グループが生み出す

製品・サービスのバリューチェーン全体で実践すべき行動原則

を示したものです。

　行動規範は全8項目で構成されており、その1つが「尊重しあえ

る社会の実現」です。ここでは、「バンダイナムコグループに関わる

すべての人が、お互いを尊重しあえるよう、人権尊重に向けた取り

組みを推進するとともに、誰もがいきいきと働ける職場環境を実

現し、社会と企業の持続的な発展を目指します」としています。

　この行動規範のもと、グループ各社では様々な施策に取り組ん

でいます。欧州地域では、Bandai Namco Holdings Europe 

S.A.S.のリヨンオフィスにおいて、社内イベント「DE&Iカンファ

レンス」を開催しました。DE&Iやジェンダー平等に対する従業員

の意識を高めることを目的に、様々なワークショップやアクティ

ビティを実施しました。

　今後、説明会の実施やポスターの掲出、啓発動画の配信など

を通じて、グループ内での行動規範への理解をさらに深めてい

きます。また、取引先の皆様とともに行動していけるよう、バン

ダイナムコグループ行動規範と「取引先ガイドライン」を取引先

の皆様にお渡しし、理解の浸透を進めていきます。

「太鼓の達人」正規品

DE&Iカンファレンス

グループ内　行動規範浸透ポスター
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SUSTAINABILITY
サステナビリティ

マテリアリティごとの取り組み

コミュニティとの共創
新しい取り組み  

バンダイナムコグループが地域やファンから愛され、社会から必要とされる企業で あり続けるために、コミュニティとともに生き、発
展していくことを目指します。 キッズ向けサステナビリティサイト

動画やクイズ、漫画を取り入れ、小中学生にサステナビリティの大切さを伝える    
　バンダイナムコグループは、世界中のファンの皆様と一

緒にサステナビリティに取り組むことが重要だと考えてい

ます。中でも、小中学生の皆様に当社グループのサステナ

ブルな取り組みを知っていただきたいという想いから、キッ

ズ向けサステナビリティサイト「サステナランド」を2025年

4月に開設しました。

　「サステナランド」では、動画やクイズ、漫画形式でサステ

ナビリティを学ぶコーナーなど、バンダイナムコグループが

取り組むサステナブル活動を分かりやすく紹介しています。

また、子どもたちが、それぞれのお気に入りのIP（キャラク

ターなどの知的財産）を通じて、サステナビリティへの関心

や理解を深められるよう工夫しています。今後もコンテン

ツを拡充し、より多くの小中学生の皆様にサステナビリティ

の大切さを伝えていきます。

通販サイトのサステナビリティ
サステナビリティの取り組みを強化し、よりサステナブルな通販サイトへ    
　「プレミアムバンダイ」は、バンダイナムコグループの限

定商品をはじめ、アニメ・コミックなどに登場するキャラク

ターのグッズを取り扱う通販サイトです。プレミアムバンダ

イでは、これまでもバンダイナムコグループのマテリアリティ

の1つ「適正な商品・サービスの提供」に向けた取り組みに

力を入れてきました。さらに、そのほかの課題への対応も

強化するために、プレミアムバンダイを運営する（株）

BANDAI SPIRITS EC戦略部と、物流を担う（株）バンダイ

ロジパルが、2023年に「サステナビリティプロジェクト」を

共同で立ち上げました。2024年には「サステナブルアク

ション2024-2030」を発表し、グループ全体のマテリアリティ

を軸にプレミアムバンダイ独自の4つのマテリアリティへと

落とし込み、具体的な取り組みへと結びつけています。

　今後、物流における環境配慮や、グループ独自の「サステ

ナブル製品認定」商品の販売促進、安心・安全にお買い物

いただくための個人情報保護やセキュリティ対策の推進に

一層力を入れ、プレミアムなお買い物を通じて、楽しく、やさ

しい未来につながるサステナブル活動に取り組んでいきます。

Column

コミュニティとの共創（重点項目と主要施策）
https://www.bandainamco.co.jp/sustainability/materiality/community/index.html

 地域コミュニティとの連携

ファンとともに取り組むサステナブル活動

地域活性化や資源循環の仕組みなど、ファンの皆様とつくる“未来のかたち”    
　2025年に20周年を迎えた「アイドルマスター」シリーズは、

“ファンの皆様とつながり、ともに創る活動”に取り組んでいます。

アイドルマスターマンホールプロジェクト「ふたマス!!!!!!」では、

大阪府高槻市、島根県松江市、愛知県常滑市など日本各地に、

その土地と親和性の高いアイドルのデザインが施されたマンホー

ルを設置しています。今後もそれぞれのエリアの魅力を、アイド

ルたちが発信していく予定です。

　また、2024年9月に開催したアイドルマスターのイベントでは、

再利用できる循環型ケミカルライトを販売しました。2日間で約

7,780本の循環型ケミカルライトを回収し、通常タイプと合わせて

約102,220本の回収を実現しました。今後は、会場での循環型ケ

ミカルライトの販売割合と回収割合をさらに高めていきます。

IPを活用したコミュニティイベント

地域の皆様とつながるため中国でゲームイベントを開催  
　2024年10月、Bandai Namco Holdings China Co., Ltd.

は、中国深センでゲームイベントを開催しました。会場では、バン

ダイナムコの特徴を活かしたゲームエリアを設け、「パックマン 

ゴルフ」や「太鼓の達人 お手玉遊び」、「太鼓の達人 パズルゲー

ム」などをご来場の皆様に体験していただきました。また、バン

ダイナムコグループのサステナビリティに関する取り組みも展示

し、自社IPやサステナブル活動を中国の皆様に知っていただく機

会としました。

　イベントの来場者数は3日間で23万人以上に上り、ゲームや

フォトスポットは3,000人以上にご参加いただきました。これか

らも、地域と連携してイベントを開催し、バンダイナムコグループ

の日々のサステナ

ブル活動を知って

いただくととも

に、地域コミュニ

ティとの連携に努

めていきます。

リサイクルしやすい新形状 
「循環型」ケミカルライト

大阪府高槻市に設置したマンホール： 
高槻やよい

サステナビリティキッズサイト

プレミアムバンダイ トップページ

イベント当日の様子

Action

 1.

Action

 2.
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SUSTAINABILITY
サステナビリティ

脱炭素の取り組み

当社グループでは、気候変動への対応が持続可能な社会の実現と事業の継続的な発展に不可欠であるとの認識のもと、2021
年4月の「バンダイナムコグループサステナビリティ方針」策定と併せて、脱炭素化社会に向けた中長期の目標を設定しました。ま
た、同年からTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）の提言に沿った情報開示を開始するとともに、2023年9月にはTCFD
提言への賛同を表明しました。TCFDコンソーシアムにも参加しており、気候変動に関する最新情報の収集等に努めています。
引き続き、気候変動が事業に与える影響と、関連するリスクと機会についてシナリオに基づく分析を行い、これらの 
リスク・機会への対応を強化、脱炭素に向けた取り組みを推進していきます。

ガバナンス  
　当社グループは、社会の持続可能性が事業活動において重要で

あることを認識しており、サステナビリティに関する活動をよりスピー

ディに決定・実行するため、代表取締役社長が委員長を務めるグ

ループサステナビリティ委員会を設置しています。本委員会は半期ご

と（年2回）の頻度で開催され、重要議題の1つとして気候変動対応

について協議を行い、各施策を検討後、グループ各社にて施策を実

施しています。また、当社取締役会に定期的に結果を報告し、取締

役会がその審議・監督を行います。また、本委員会の下部組織である

グループサステナビリティ部会は、バンダイナムコグループサステナビリ

ティ方針およびマテリアリティに沿った活動の推進に取り組んでいます。

戦略  
　当社グループでは気候変動によって生じるリスクと機会の影

響を把握するために、シナリオ分析を実施しました。

 シナリオ分析方法
　気候変動による当社グループ事業への影響を明らかにするた
めに、右の2つのシナリオを用いて2030年におけるシナリオ分析
を実施しました。

移行リスク・機会

項目
想定される事象 時間軸*1 重要度*2

リスク・機会 中分類 小分類

リスク

政策・
規制

炭素価格の導入   炭素価格（炭素税や排出権取引制度）の導入により、GHG排出量に応じた
課税やクレジット購入義務等が発生し、操業コストが増加する 中～長期 中

化石燃料の使用に
関する規制

  化石燃料の使用に関する規制の強化により、社用車や、関連会社である物
流会社の貨物船／貨物トラックにおける化石燃料の使用を削減するため
のコストが発生する

  輸送規制が行われた場合、商品の自社輸送が困難になる

中～長期 小

プラスチック・資源
リサイクル規制

  プラスチック規制に伴い、バイオマスプラスチックや再生素材の導入など、
対応コストが増加する

  製造時の廃棄物量の削減のために、製造工程の改善や高効率設備の導入
などの対応コストが生じるほか、製造工程見直しによる一時的な製造リー
ドタイム増加による販売効率が低下する

中～長期 大

再エネ・省エネ政策
  再エネ政策の拡充により、再エネ需要が高まり、電力価格が高騰する
  省エネ規制が強化され、規制遵守のための技術投資が必要となる

短～長期 中

情報開示義務
  カーボンフットプリントといった情報の開示義務が課されることにより、自
社製品が排出しているGHG排出量を算出し、情報を開示するための対応
コストが発生する

中～長期 小

市場 原材料コストの変化

  玩具やゲーム機などで使用されるプラスチックや金属の価格が高騰し、製
造コストが増加する

  再生不可能な材料の代替材料として木材製品が注目され、パッケージ用や
カードゲームとしての紙資源の調達コストが増加する

  ECサイトを通じたグッズ販売において、容器包装として使用している紙や段
ボールの調達コストが増加する

中～長期 大

1.5℃シナリオ 4℃シナリオ 

移行リスク 

IEA Net Zero Emission by 
2050 (NZE), IEA Announced 
Pledges Scenario(APS), IEA 
Sustainable Development 
Scenario (SDS) 

IEA Stated Polices 
Scenario (STEPS) 

物理リスク IPCC RCP 2.6 IPCC RCP 8.5 

注：1.5℃シナリオの情報がない場合は、2℃シナリオに分類される参考シナリオを使用

物理リスク・機会

項目
想定される事象 時間軸*1 重要度*2

リスク・機会 中分類 小分類

リスク

急性

異常気象の激甚化
（台風、豪雨、土砂、
高潮等）

異常気象の激甚化に伴う風水害の増加により以下事項が想定される
  自社拠点における防災コスト／復旧コストが増加する
  原材料の調達や製品の製造、商品の販売が困難となり、事業が断続される
  消費者の外出意欲の低下によりライブ・店舗運営事業の売上が減少する
  従業員への人的被害が発生する
  保険料が増加する

短～長期 中

干ばつ
  干ばつの影響に伴う半導体製造量の減少により、家庭用ゲームソフトや遊技
機、電子玩具の製造が遅延する 短～長期 小

慢性

平均気温の上昇

平均気温の上昇に伴う夏季の猛暑により以下事項が想定される
  外出意欲の低下によりライブ・店舗運営事業の売上が減少する
  空調費などの操業コストが増加する
  従業員への健康被害が発生する

短～長期 中

降水・気象パターン
の変化

  梅雨など気象パターンの変化により、雨天日が増加した場合、屋外サービ
スの売上が減少する 短～長期 小

平均気温の上昇に
よる原材料生育影響

  食玩に使用される小麦粉など原材料が不作になった場合、価格高騰が想
定され、調達コストが増加する 中～長期 中

海面上昇
    海面上昇の影響により、高潮などのリスクが高まり沿岸部のアミューズメント
施設などの事業拠点が浸水し、復旧コストが発生する 中～長期 小

感染症の増加

  熱帯地域において流行していた感染症が北上し日本をはじめその他の国で
新たに流行した場合、以下事項が想定される
  感染症の増加により、ライブイベント等が中止となる
   感染症の増加により、外出機会が減少し、アミューズメント施設への来訪
者が減少する

中～長期 中

機会 慢性

平均気温の上昇

  平均気温の上昇により 外出機会が減少すると、自宅で楽しめるデジタルコン
テンツやプラモデルなどの製品の需要が増加する
  平均気温の上昇により、野外活動に代わって施設内サービスの需要が増加
する

短～長期 中

降水・気象パターン
の変化

  気象パターンの変化により激しい雨の日数が増加した場合、外出機会の減少
に伴い自宅におけるエンタメコンテンツの売上が増加する 短～長期 中

感染症の増加
  熱帯地域において流行していた感染症が北上し日本をはじめその他の国で
新たに流行した場合、外出機会の減少に伴い自宅におけるエンタメコンテン
ツの売上が増加する

中～長期 大

リスク
市場 顧客行動変化

  顧客行動における環境への配慮の有無の重要性が高まることにより、環境
に配慮していない商品の需要が減少する

   ゲームセンターのコスト削減のため、業務用ゲーム機の省エネ化が求めら
れる

短～長期 小

評判 投資家の評判変化
  情報開示や環境への取り組みが不十分であると判断された場合、企業価値
の低下や資金調達への悪影響が発生する可能性がある 中～長期 大

機会

市場 顧客行動変化
  顧客行動における環境への配慮の有無の重要性が高まることにより、環境
への配慮をテーマとしたデジタルコンテンツや玩具（環境教育）を通して、
新規顧客の獲得につながる

短～長期 小

評判 投資家評価の変化
  環境への配慮が十分であると投資家から判断されることにより、自社の評価
が向上し、株価の上昇や資金調達機会の獲得につながる 中～長期 大

*1 短期：0～1年　中期：～5年（2030年ごろ）　長期：中期以降
*2 大：影響額50億円以上　中：1億円以上～50億円未満　小：1億円未満
注：バンダイナムコグループ サステナビリティサイトでは事業ごとのリスク／機会との関連性も開示しています。
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SUSTAINABILITY
サステナビリティ

リスク管理  
　当社グループでは、サステナビリティに関するリスクと機会につい

てグループサステナビリティ委員会で協議のうえ、当社グループが取

り組むべきマテリアリティを特定し、グループ全体のサステナブル活

動を推進しています。

　事業における気候変動関連課題の特定および評価にあたっては、

シナリオ分析を実施し、将来の財務的影響を評価しています。財務的

影響の評価では、IEAやIPCCなどの外部機関が提示する将来予測と、

当社の事業活動データをもとに、リスクや機会ごとにグループ全体お

よび各事業単位での影響額を算出しています。算出結果に基づき、各

リスクおよび機会の影響額を各事業の営業利益と対比することで、事

業単位での関連性の程度を評価しています。併せて、グループ全体へ

の影響額を踏まえ、全社的な観点から重要度を判定しています。

　サステナブルな活動の推進にあたっては、グループの危機管理を

統括する「グループリスクマネジメント委員会」と「グループコンプラ

イアンス委員会」、そしてグループ各社が連携しています（詳しくは

P.124をご覧ください）。

　グループ各社では、事業特性に合わせた施策をマテリアリティに

沿って実施しており、その結果を連結会計年度ごとに、グループ全体

および事業セグメントごとに分析し、翌連結会計年度以降の施策の

改善につなげています。この分析内容については、グループサステ

ナビリティ委員会が協議したうえで取締役会に報告し、必要に応じ

て取締役会が審議・監督を行っています。

指標および目標  
　当社グループは、自社のESG経営の進捗および気候変動に対

する政策リスク等の影響を評価・管理するために、温室効果ガス

排出量を指標として設定し、自社拠点（社屋、自社工場、直営ア

ミューズメント施設等）におけるエネルギー由来のCO2排出量を

2030年までに2020年3月期比50%削減することを中間目標とし

て掲げています。さらに、2050年までには、自社拠点におけるエ

ネルギー由来のCO2排出量を実質ゼロにすることを目標としてい

ます。今後は、目標達成に向けて、省エネルギー施策のさらなる

推進や再生可能エネルギーの導入、カーボンクレジットの導入等

を進めていきます。

脱炭素化に向けた中長期目標

バンダイナムコグループ CO2排出量の推移
（Scope1＋Scope2）

注： 1  2022年3月期の再生可能エネルギー使用（購入）量は非再生可能エネルギー使用
量に合算されております。

 2  Scope3を除く数値については第三者による限定的保証またはレビューを実施してい
ます。

 3  Scope3の対象はバンダイ、BANDAI SPIRITS、バンダイナムコエンターテインメン
ト、バンダイナムコフィルムワークス、バンダイナムコアミューズメントとなります。

 4 過去の実績値については、集計結果の精査を行い、遡って修正する場合があります。
 5  Scope3におけるカテゴリー別CO2排出量、およびその算出方法はバンダイナムコ 

ホールディングス公式HPサステナビリティサイトをご参照ください。

* 社屋、自社工場、直営アミューズメント施設等

自社拠点*におけるエネルギー由来のCO2排出量

実質ゼロ

目標 2050年まで中間目標 2030年まで

2020年3月期比 50%減

中間目標 2035年まで

2020年3月期比 65%減

（単位：t-CO2）

（単位：t-CO2）

2020 2021 2022 2023 20252024

66,272

57,916 56,517 55,403
52,56452,462

2020年3月期比

20.7%減 *

サプライチェーンCO2排出量（Scope3）

2024年3月期 2025年3月期

Scope3 1,202,209 1,325,924

カテゴリー1 購入した製品・サービス 636,698 677,843

カテゴリー2 資本財 110,312 159,552

カテゴリー3
 Scope1、2に含まれない
燃料およびエネルギー
関連活動 

5,490 6,113

カテゴリー4 輸送、配送（上流） 9,174 12,629
カテゴリー5 事業から出る廃棄物 2,931 4,184
カテゴリー6 出張 8,817 9,102
カテゴリー7 雇用者の通勤 837 902
カテゴリー8 リース資産（上流） 対象外 対象外

カテゴリー9 輸送、配送（下流） 2 4
カテゴリー10 販売した製品の加工 対象外 対象外

カテゴリー11 販売した製品の使用 12,284 5,979
カテゴリー12 販売した製品の廃棄 415,664 449,616
カテゴリー13 リース資産（下流） 対象外 対象外

カテゴリー14 フランチャイズ 対象外 対象外

カテゴリー15 投資 対象外 対象外

           脱炭素に関する取り組み事例

バンダイナムコ未来研究所

自社拠点で再生可能エネルギーを積極的に導入

　脱炭素化に向けて、グループ会社主要拠点において、再生可能エ

ネルギー由来の電力への切り替えを進めています。バンダイナムコ

未来研究所、（株）バンダイ本社ビル、（株）バンダイナムコエクス

ペリエンス／（株）バンダイナムコアミューズメント本社ビル、（株）

バンダイナムコスタジオ本社ビル、（株）BANDAI SPIRITSのプラ

モデル生産工場であるバンダイホビーセンター、（株）バンダイ 

ロジパルおよび（株）ロジパルエクスプレスの全国物流拠点等、

国内主要拠点において使用する電力の総量を再生可能エネル

ギー由来の電力に切り替えており、オフィス業務で発生するCO2

排出量を実質ゼロとしています。この取り組みによるCO2排出削

減量は8,000t-CO2以上（2023年度）となっています。

太陽光発電の導入  

　（株）BANDAI SPIRITSのプラモデル生産新工場のBANDAI 

HOBBY CENTER PLAMO DESIGN INDUSTRIAL INSTITUTE

（BHCPDII）にはソーラーパネルが1,080枚設置され、バンダイ

ホビーセンター本館と合わせて合計1,858枚のソーラーパネル

を配した太陽光発電設備を導入しています。このほか、（株）バンダイ

ナムコクラフトのKanto-Baseや（株）ハートの本社工場におい

ても太陽光発電設備を導入。太陽光発電による電力自給に取り

組んでおり、これら3拠点における電力発電量は約73万kWh*と

なり、年間のCO2排出削減量は約350t-CO2となる見込みです。

*  JIS 8907 に基づく太陽電池の発電量計算方法により算出

環境配慮設計の基準を刷新 

　（株）バンダイナムコエクスペリエンスは2012年から自社製業務用ゲーム機における環境配慮設計に取

り組んでおり、2024年11月にその基準を刷新しました。バンダイナムコエクスペリエンスが企画・開発・生

産するすべての業務用ゲーム機において、Reduce・Reuse・Recycleのすべての面で環境に配慮すること

を要件とする設計プロセスに改訂。中でも特に優れた省エネ性能を有する製品を「エコアミューズメントマ

シン」とし、「エコアミューズメントマシンラベル」を貼り付けることで、サステナブルな機器の証しと位置付

けます。2024年12月から全国のゲームセンターで稼働を開始した「クレナグラン」は「エコアミューズメン

トマシン」第1号となります。

バンダイホビーセンター （株）ハートの本社工場

3月31日に終了した会計年度
* ネット排出量
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プラスチック環境配慮の取り組み

現代社会を支える有用な素材として多くの場面で活用されてきたプラスチックですが、近年は過剰な使用や不適切な廃棄に

より、海洋プラスチック問題などの環境問題につながる事例が指摘されています。また、製造から処分にかけてのライフサイ

クルの中で多くのCO2が排出されることも課題となっています。バンダイナムコグループでは、マテリアリティに掲げる「地球

環境との共生」において、「資源・原材料の持続可能な利用」を重要項目の1つと位置付けており、これまでもグループ各社
で、天然資源をはじめとした原材料の使用削減や効率的な利用、廃棄物の発生抑制・削減に取り組んできました。これらの

取り組みをさらに推進し、より具体化するものとして、バンダイナムコグループでは、2025年4月に「バンダイナムコグループ 
プラスチック環境配慮方針」を策定。本方針のもと、これまで以上にプラスチックの削減とリサイクルに注力していきます。

石油由来プラスチックの利用量削減の取り組み  

　石油由来プラスチックの利用量を削減し、CO2排出量を削減

するため、グループ一丸となって取り組みを進めています。

　適切に管理された森林から伐採された竹素材でつくられたク

ラフトパズルや、産業廃棄物として排出される卵の殻や、緑茶飲

料の製造工程で排出される茶殻、木くずなどを活用したガンプ

ラを開発しています。また、本体を構成する素材やパッケージに

使用している紙もリサイクル素材からつくられている「ルービッ

クキューブエコ」、日本国内で排出される様々な廃棄物（噴石、カ

キ殻、卵殻、ホタテ殻）を粉砕・再生したアップサイクルプラスチッ

クを素材に採用したメタシル（筆記具）「Re:metacil（リ：メタシ

ル）」など、バンダイナムコグループ各社がリサイクル素材やプラ

スチック代替素材を導入しています。

循環型社会構築に向けた取り組み  
　バンダイナムコグループでは、2006年から「ガシャポン」のカプセ

ルの回収・リサイクルを実施しています。2021年には、取り組みをさ

らに拡大すべく、（株）バンダイ、（株）バンダイナムコアミューズメント

および（株）バンダイロジパル3社合同での「ガシャポンカプセルリサ

イクル」を開始しました。

　回収した空カプセルは、カプセルの原料となる「ペレット」（リサイ

クルペレット）の状態に戻され、通常の「ペレット（バージンペレット）」

との混合、成型を経て、再びカプセルとして生まれ変わります。現在

リサイクルペレットは約40%の割合で配合されています。また、「ガ

シャポンのデパート」「ガシャポンバンダイオフィシャルショップ」では、

空カプセル回収ボックス「ガシャポイントステーション」を施設内に

設置し、お客様に楽しんでいただきながら空カプセルを回収できる

よう工夫しています。

バンダイナムコホールディングス 国内外グループ各事業各社

2025年3月期 ・主要事業会社におけるプラスチック利用量調査
・ 石油由来プラスチックの利用量削減の取り組み推進 

– 代替素材の活用 
– 再生プラスチックの積極的利用 
– 景品袋の使用量削減
・製品リサイクルの推進

2026年3月期

・「バンダイナムコグループプラスチック環境配慮方針」の制定 
   および公開
・ 事業統括会社およびトイホビー事業におけるプラスチック利
用量調査

2027年3月期 ・ 外部パートナーと連携し、プラスチックリサイクル拡大に向け
た施策検討

主な活動の実績と予定（2025年9月時点）

ケミカルリサイクル 
プラスチックを使用した 
プラモデル

環境に配慮し適切に管理された 
森林から伐採された竹素材で 
つくられたクラフトパズル

廃材からつくられたメタシル

バンダイナムコグループ プラスチック環境配慮方針
　バンダイナムコグループは、プラスチックが持つ有用性を活かし、より多くのエンターテインメントを生み出し続けていくため、

持続可能なプラスチック利用に取り組んでいきます。

　プラスチックが使い捨てられることで地球環境に大きな影響を及ぼしていることを重要な社会課題と考え、再生プラスチッ

クや代替素材の活用、および資源循環型社会の実現を目指し、企業として責任ある行動に努めます。
 制定年月日　2025年4月1日

カプセル回収量 
（単位：トン）

2022 2024 20252023

47
42

30

22

3月31日に終了した会計年度

ガシャポン設置施設
空カプセル回収ボックスを設置

空カプセルを
回収・配送

リサイクル工場
空カプセルから 

リサイクルペレットを生産し、 
ガシャポン生産工場へ輸出

ガシャポン生産工場
エコカプセルに入った 
ガシャポンを生産し 
日本へ輸出
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SUSTAINABILITY
サステナビリティ

人権

 人権への取り組み  
当社グループは「パーパス“Fun for All into the Future”」が示す姿である、エンターテインメントが生み出す心の豊かさ
で、人と人、人と社会、人と世界がつながる未来を、世界中のすべての人とともにつくり続けることを目指し、バンダイナムコ

グループの事業活動に関わるすべてのステークホルダーの人権を尊重する責任を果たすため、「バンダイナムコグループ人

権方針」を策定しています。企業の事業活動が人権にインパクトを与えることを理解し、バンダイナムコグループの事業活動

に関わるすべてのステークホルダーの人権を尊重することを、企業としての責任と考え、国連の「ビジネスと人権に関する指

導原則」等の国際的な枠組みに沿った取り組みを推進しています。 

ガバナンス  
　当社グループは、社会の持続可能性が事業活動において重要で

あることを認識しており、サステナビリティに関する活動をよりス

ピーディに決定・実行するため、代表取締役社長が委員長を務め

るグループサステナビリティ委員会を設置しています。本委員会は

半期ごと（年2回）の頻度で開催され、重要課題の1つとして人権対

応について協議を行い、各施策を検討後、グループ各社にて施策

を実施しています。当社取締役会に定期的に結果を報告し、取締

役会がその審議・監督を行います。また、本委員会の下部組織であ

るグループサステナビリティ部会は、バンダイナムコグループサステ

ナビリティ方針およびマテリアリティに沿った活動の推進に取り組ん

でいます。また、同様に代表取締役社長が委員長を務めるグループ

コンプライアンス委員会を設置し、グループのコンプライアンス体

制強化と状況把握を目的に、事業統括会社のコンプライアンス担

当者が参加するグループコンプライアンス部会を定期的に開催し、

情報共有、監督を行っています。これらの情報は（株）バンダイナム

コホールディングスの定例取締役会に毎月報告されます。

戦略  
　当社グループの人権に対する姿勢や取り組みをより明確化する

ため、2023年11月に「バンダイナムコグループ人権方針」を策定し

ました。企業の事業活動が人権にインパクトを与えることを理解し、

バンダイナムコグループの事業活動に関わるすべてのステークホ

ルダーの人権を尊重することを、企業としての責任と考えています。

バンダイナムコグループの人権対応におけるリスクと機会

リスク 機会

・ グローバルで強化される法規制への対応の遅延によるビジネスリスクの
増大 
・サプライチェーンにおける人権侵害の発生に伴う生産性の低下 

・ビジネスパートナーとの良好な関係構築および生産性の向上 
・グループ従業員のエンゲージメント向上 

リスク管理  
 人権リスクのマッピング  
　当社グループは事業活動を通じて関与し得る人権への負の影響

について分析し、想定されるリスクについて深刻度・発生可能性の

観点から重要度の高いものを特定しています。2024年3月期には当

社の事業活動により負の影響が生じるリスクのある人権課題につ

いて、マッピングを行いました。以下の項目を当社グループにおいて

優先的に対策すべき人権リスクと考え、これらリスクについては人

権デューディリジェンスのプロセスに基づき、顕在的に発生してい

る、あるいは潜在的な人権への影響を特定・評価しています。

　潜在的なリスクについては低減のための適切な対策を実施、そし

て実際起こっている人権への影響に対しては、負の影響を取り除く

等問題の解決に取り組むとともに、必要に応じて被害者への適切

な救済措置を実施します。

　なお、本マッピングについては継続的に見直しを行っていく 

予定です。

発生可能性

1

2

3

1 2 3

範
囲

 プライバシー  差別 
 労働時間　  労働安全 
 労働安全　  結社の自由　  救済アクセス 
 強制労働　  外国人労働者 

 セクハラ 
 パワハラ　  表現の自由 
 児童労働　  差別 

 労働時間

 グループ内における課題　  サプライチェーン上の課題

 バンダイナムコグループ行動規範の制定  
　世界各国に拠点を有し、多様なステークホルダーとモノやサー

ビスをやり取りしながら事業を営む当社グループは、バリュー

チェーンの中で生じる環境への負荷や社会への悪影響を最小化

し、より良い社会づくりに貢献することも企業としての使命と考え

ています。とりわけ、おもちゃやゲームなどの商品を製造販売する

メーカーとして、調達先において生じ得る環境・社会面での課題

の把握と対処に注力しています。 

　取り組みの一環として、すべての役員・従業員が遵守し、また

取引先の皆様にも遵守していただきたい行動原則を取りまとめた

「バンダイナムコグループ行動規範」を2025年4月に制定しまし

た。この内容を取引先の皆様に共有するとともに、本行動規範を

実践していただくうえでの指針として「バンダイナムコグループ 

取引先ガイドライン」を制定し、周知を進めています。

109108

C
H

A
P

T
E

R
  2

 
  

 
 成
長
基
盤



 グループ各社における主な取り組み状況 
　（株）バンダイおよび（株）BANDAI SPIRITSでは、日本国内向け

製品を生産するほぼすべての海外最終梱包工場（2025年3月期は

約310社）において、「品質監査」と「CoC（Code of Conduct）監

査」を一元化した「Bandai Factory Audit（BFA）」を実施、または

SMETA（Sedex Members Ethical Trade Audit）やICTI（国際玩

具産業協議会）等の「第三者CoC規格のレポート」において「CoC」

の項目を確認しています。BFAでは、「強制労働」「児童労働」「労働

時間」「賃金および手当」「懲罰」「差別」などの基準の遵守を宣言

した「バンダイCOC宣言」を基本方針とし、独自の「BFAマニュア

ル」に基づき、監査を行っています。さらに、取引先との情報共有

などを行うサプライヤーカンファレンスを開催し、取引先とともに

強制労働、現代奴隷防止などを含めた法令遵守や労働環境の向

上に努めることとしています。BANDAI SPIRITSにおいては、前述

の「BFA」または第三者の認定取得がない工場に対し、独自の

「BANDAI SPIRITS最低要求監査書」を基準とした監査を実施し、

人権に関する要求事項について確認しています。

　また、欧米向けの主要製品の生産指導・品質指導を行う

BANDAI（SHENZHEN）CO.,LTD.においては、主に前述のICTIが

玩具メーカー向けに定めた統一基準で、強制労働や人身売買、児

童労働などの禁止を監査項目に含む「ICTI Ethical Supply 

Chain Program」「SMETA」など第三者機関の認証を受けた工場

と取引を行っています（2025年3月期に取引した欧米向け製品の

一時工場はすべて認証済み）。

　（株）バンダイナムコエクスペリエンスでは、サプライヤーとの取

引開始時に、「強制労働」「児童労働」「労働時間」「賃金および手当」

「懲罰」「差別」「環境保護」の項目に関して違法行為がないことを

確認したサプライヤーのみと取引を行うこととしています。また、新

規に取引を行う業務用ゲーム製品の組付工場に対しては、就労環

境を含む確認項目についてヒアリングを行います。さらに、必要に

応じて新規および既存の取引のある工場の監査を実施しています。

　（株）バンダイナムコフィルムワークスでは、2022年5月から長時

間労働の是正を目指す「安全安心労働対策プロジェクト」を発足

し、勤怠管理を強化しています。休日出勤には事前申請が必要で、

代休の取得ができていない従業員には自動でメール通知が発信

されます。こうした取り組みによって、映像制作現場における時間

外労働が着実に減ってきています。

　また、映像制作の行程管理を整理・改善し、プランニング、プリ

プロダクション、プロダクションという各段階の準備が整わないと

次の段階に進めない「グリーンライトシステム」を導入しました。こ

れによって、各工程の制作遅延などによる待ち時間を削減し後工

程へのしわ寄せを軽減、労働時間の適正化や業務の効率化など

を目指しています。併せて、各話数の進捗状況やクリエイターの作

業進捗をデジタルで可視化する「Owlviewシステム」を導入し、制

作進行における各工程の遅れや問題を1人で抱え込むのではなく、

チームで常時共有し対応する体制を整えています。

　（株）バンダイナムコスタジオでは、外部クリエイターの人権を

尊重する目的で、下請法やフリーランス保護法に関する社内啓

発活動に取り組んでいます。2024年11月のフリーランス保護法

の施行に際しては、適切な対応について、どの程度理解・準備で

きているかを把握するための認識調査を実施するとともに、人

権尊重に関する社内の意識醸成をはかりました。また、発注業

務の内容を明確化することで、外部クリエイターの労働環境の

整備にも努めています。業務を発注する際には、業務委託契約

書や基本契約書に基づく発注書および発注請書を取り交わすと

ともに、3カ月を基本とした契約期間を設け、その都度、業務と

契約の内容を見直す仕組みを採用しています。

SUSTAINABILITY
サステナビリティ

 人権デューディリジェンスの取り組み状況 
　バンダイナムコグループは、自らの事業活動が潜在的に人権に

影響を及ぼし得ることを認識しています。従業員とその家族はも

ちろん、お取引先等、すべてのステークホルダーの人権を尊重す

る責任があるという考えのもと、サプライチェーン全体で人権へ

の理解を促進しています。 

　従来は事業セグメントごとにリスク管理を実施してきましたが、

当社グループとして事業活動に関係する人権への負の影響を特

定、予防、軽減するため、人権デューディリジェンスの仕組みをグ

ループ内で構築し、リスクベースアプローチに基づいて継続的な

管理を実施していきます。2022年10月には、第三者機関による

人権デューディリジェンスを主要事業において実施し、グループ

の事業の中では、東アジア・東南アジア地域の製造部門におけ

る潜在的な人権リスクが高いことを特定しました。2024年3月期

においては国内外すべての事業を対象にリスク分析を実施して

います。今後も人権課題の顕在化の予防と、すでに確認されてい

る課題の解決に向けた取り組みを進めていきます。

人権デューディリジェンス 
実施 

対象：主要事業 
（2022年10月） 

人権問い合わせ 
窓口開設 
（2023年10月） 

行動規範
取引先ガイドライン 制定 

（2025年4月） 

人権方針 
制定

（2023年11月）

人権デューディリジェンスの 
実施 

注：実施予定含む 
影響評価・予防是正措置（教育） 
モニタリング・情報開示 
（2024年3月） 

BFAの様子

 社内啓発活動 
　人権に関する当社グループの理念や考え方について従業員に周

知し、浸透させるため、グループ役員・従業員を対象にした啓発活

動などを適宜実施しています。

　グループにおける人権対応の強化のためにはグループ内理解を促

すことが重要と考え、人権をはじめサステナビリティ、ワークライフバ

ランス、LGBTQや障がいなどをテーマにしたセミナーやe-Learning

を行っているほか、グループ役員・従業員を対象に、コンプライアン

スに対する意識調査を行っています。各事業会社においてもリスペ

クトトレーニングや倫理に関する研修などを実施しています。

　また、「バンダイナムコグループ行動規範」の理解浸透のために、

海外拠点を含む全社に同行動規範を明記した社内掲示用ポスター

を配布し、説明会や研修を通じて理念の浸透をはかっています。

 人権に関する相談窓口 
　バンダイナムコグループは、様々な窓口を通じて人権に関わる内部通報や相談を受け付けるとともに、外部プラットフォームを通

して、幅広いステークホルダーからの人権に関わる苦情・通報を受け付けています。 

従業員向け通報窓口  
　国内外グループ各社において、メール・電話・対面などの方法で、社内で発生した人権問題についていつでも相談できるように内

部通報制度を構築しています。なお相談は匿名でも受け付けており、相談者が不利益な取り扱いを受けないよう保護を徹底したう

えで、迅速に対応しています。 

社外ステークホルダー通報窓口  
　社外ステークホルダーからの人権に関するお問い合わせは、 バンダイナムコグループコンプライアンスホットラインにて受け付け
ています。

従業員向けWEB社内報での紹介 従業員向けe-Learning
グリーンライトシステム

従来

プランニング

見切り発車

・企画開発
・事業計画

・企画開発
・事業計画

・プロット
・ キャラクター、
メカデザイン

・シナリオ
・絵コンテ

・プロット
・ キャラクター、
メカデザイン

・シナリオ
・絵コンテ

・演出
・作画

・撮影
・仕上げ

・アフレコ
・音響

・演出
・作画

・撮影
・仕上げ

・アフレコ
・音響

プリプロダクション

プリプロダクション

プロダクション

プロダクション

GO GO
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人的資源

社員とともに

バンダイナムコグループは、「パーパス “Fun for All into the Future”」のもと、様々な才能、個性、価値観を持つ多彩な人
材が生き生きと活躍することができる企業グループでありたいと考え、様々な分野における多彩な人材の育成をはかってい

ます。新卒・キャリア、性別、年齢、国籍、人種、宗教や性的指向などにこだわらず人材の確保・登用を行うとともに、多彩な

人材が活躍することができ、心身ともに健康に働くことができる様々な制度や環境の整備に注力します。具体的には、従業

員のチャレンジを支援する取り組み、IP軸戦略をグローバルで推進する人材の育成など、多彩な人材が実力を発揮できる働
きやすい職場環境実現に取り組みます。

SUSTAINABILITY
サステナビリティ

チャレンジする人材を支援する取り組み  
　バンダイナムコグループの主要会社では、各社の営業利益と

従業員の賞与が相関する業績連動の報酬体系を導入し、従業

員のチャレンジ意欲を喚起しています。また、各ユニット・各社

において IPや商品・サービスに関するアイデア提案制度などを

設け、会社や部門の垣根を越えて、従業員が自ら提案できる仕

組みを構築しています。さらに、チャレンジした部門や従業員を

表彰する制度の導入などにより、チャレンジしやすい土壌・風土

づくりに取り組んでいます。

多彩な人材が活躍できるための取り組み  
　バンダイナムコグループでは従業員一人ひとりが持つ才能、個

性を重視しており、事業の特性に応じて多様化をはかっています。

女性活躍の推進においては、実力と経験により公正な評価を実

施しており、女性正社員数の増加に応じて女性管理職も増え続

けています。また、事業のグローバル化に伴い、現地採用の従業

員数も年々増加しています。さらに障がい者の雇用促進のため

様々な施策に取り組んでいます。特例子会社（株）バンダイナムコ

ウィルでは、オフィスクリーニング・オフィスアシスタントや玩具・

ゲーム開発サポートなど、グループのビジネスを様々な面からサ

ポートしています。また障がい者雇用の知見を活かし、国内グルー

プ各社で直接雇用している障がい者の定着支援として、障がいを

正しく知るサイト「ゆになび」の運営や、障がいのある従業員向け

のインターンシップ等を実施し、障がいへの理解向上をはかって 

います。

名称 概要 

育児休業 満2歳に達する誕生日の前日まで取得可能

育児援助措置 小学校6年生修了までの子を養育する従業員は、時短勤務や時間外労働・深夜労働の免除が利用可能

配偶者出産休暇 配偶者の出産時に5日間の特別有給休暇を取得可能

育児フレックスタイム制度 小学校6年生修了までの子を養育する従業員は、育児の状況に合わせてコアタイムを変更することが可能

出産・子育て支援金の 
支給など

第一子、第二子の誕生時に、それぞれ20万円支給
第三子以降の誕生時に、子1人当たり300万円支給*
* 支給には、連続した1週間以上の育児休業取得と子育てレポートの提出が要件

ライフサポート制度
様々な家庭事情を抱える従業員にとって働きやすい環境を整備することを目的として導入
事由に応じて、30日の休暇取得または時短勤務・フレックス勤務が可能
事由例）➀子の不登校　➁不妊治療　➂家族（2親等以内）の看護および介護　➃疾病での通院

パートナーシップ制度 法律上の婚姻関係を要件としていた社内規定に定める休暇や福利厚生制度等について、パートナー
シップ関係にある従業員も利用可能

退職金制度 2025年4月から、国内グループ28社を対象に、企業型確定拠出年金（DC）制度に一本化。転籍など 
グループ内での人材交流が活発になる中で、社員が老後の資産形成に安心して取り組める環境を整備

働きやすい職場環境実現のための制度の一部（法定以上のもの）

注： 各社によって導入している制度は異なります。

働きやすい職場環境実現に向けた取り組み  
　バンダイナムコグループでは、多彩な人材が心身ともに健康に

働くための環境整備を推進しています。従業員誰もが働きやすい

環境を整えるための規定をはじめ、柔軟な働き方を可能にするた

めのフレックスタイム制、裁量労働制、短時間勤務、時差勤務な

ど、グループ各社がその事業形態に合わせて各種制度を整備して

います。また、定期健康診断やストレスチェックのほか、（株）バン

ダイナムコホールディングスのグループ管理本部内に長時間労働

対策担当を配置しており、従業員が安心して働ける環境をつくる

ことで、従業員満足度の向上をはかっています。なお、（株）バンダ

イ、（株）バンダイナムコエンターテインメント、（株）バンダイナム

コアミューズメント、（株）メガハウスは、次世代育成支援対策推

進法に基づき「子育てサポート企業」として厚生労働大臣の認定

（くるみん認定）を受けています。また、バンダイ、バンダイナムコ

エンターテインメント、メガハウス、（株）バンダイナムコビジネスアーク

は、女性活躍推進法に基づき、女性の活躍促進に関する状況な

どが優良な企業として「えるぼし認定」を受けています。そして 

「健康経営優良法人2025（大規模法人部門）」においては、バンダイ

ナムコエンターテインメント、（株）バンダイナムコスタジオ、バンダイ

ナムコビジネスアークが認定されました。今後もグループ各社の

経営層や人事部門と一体となって従業員が働きやすい職場環境

の整備、また従業員の健康増進に向けた取り組みを強化してい

きます。

健康経営優良法人 
（大規模法人部門）

（株）バンダイナムコエンターテインメント
（株）バンダイナムコスタジオ
（株）バンダイナムコビジネスアーク

くるみん認定

（株）バンダイ（2020年認定）
（株）バンダイナムコエンターテインメント（2021年認定）
（株）バンダイナムコアミューズメント（2021年認定）
（株）メガハウス（2023年認定）

えるぼし認定

（株）バンダイ（認定段階3）
（株）バンダイナムコエンターテインメント（認定段階2）
（株）メガハウス（認定段階2）
（株）バンダイナムコビジネスアーク（認定段階2）
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SUSTAINABILITY
サステナビリティ

多彩な人材の活躍

働きやすい職場環境の実現

【対象範囲】2025年3月期対象：
（株）バンダイナムコホールディングス、（株）バンダイ、（株）BANDAI SPIRITS、（株）バンダイナムコエンターテインメント、（株）バンダイナムコフィルムワークス、 
（株）バンダイナムコミュージックライブ、（株）バンダイナムコアミューズメント、（株）バンダイナムコビジネスアーク

*1 2024年4月入社
*2  特例子会社（株）バンダイナムコウィルの適用会社であ
る連結子会社が対象

注：2025年3月期中に育児休業取得実績がある

2023年3月期雇用人数：189.0人
2024年3月期雇用人数：193.0人
2025年3月期雇用人数：219.5人

2023年3月期：30.5%
2024年3月期：78.5%
注：育児目的休暇を含めた割合  
（2023年3月期のみ育児目的休暇は含まない）

従業員数

中途採用男女比

管理職数男女比 新卒採用数男女比*1

合計：11,031人

女性比率：31.2%

女性比率：23.7% 女性比率：47.9%

  男性：

5,856人   

  男性：

95人   

  男性：

790人   

  男性：

98人   
  女性：

5,175人

  女性：

43人

  女性：

246人

  女性：

90人

男女の育児休業取得率

健康診断受診率

障がい者雇用率 *2

男女の育児休業復職率

ストレスチェック受検率

有給休暇取得率

男性：

84.4%

99.9%

2.44%

99.1%

99.3%

75.2%

女性：

100.0%

エンゲージメントサーベイの実施  
　国内外グループ全社において2023年3月期よりエンゲージ

メントサーベイを毎年1回実施しています。当調査は、「仕事へ

のやりがい・会社への貢献意欲」「パーパスの理解度・浸透度」

「ダイバーシティ&インクルージョン」に関する内容となっていま

す。毎年の観測を実施することでグループ全体で従業員のエン

ゲージメント向上に取り組み、多彩で個性あふれる人材が生き

生きと働き活躍できる環境づくりを推進しています。

人材育成に向けた取り組み  
　バンダイナムコグループにおいては「パーパス“Fun for All 

into the Future”」のもと、地域やユニットの壁を超え、グルー

プが一体となって事業に取り組むALL BANDAI NAMCOによる

一体感醸成とグローバルで活躍する人材の育成を重要視してい

ます。役職や年次の節目にはユニットをまたいだグループ横断

研修を実施し、グループ間のつながりや新たな気づきの機会を

提供しています。並行して事業特性に応じた専門的分野につい

ては、ユニットや個社での育成と二軸で取り組んでいます。また、

事業やユニット、地域をまたぐ人事異動を活発に行っており、グ

ループが展開する各事業に対する理解を含め、グループの核と

なる人材の育成に取り組んでいます。従業員をはじめバンダイ

ナムコグループに関わるあらゆる人々が互いを尊重しあい、生

き生きと働くことができる職場環境を実現することで、社会と企

業の持続的な発展を目指します。

グループ合同研修 研修概要

1年目研修 グループ同期との関わりを通じチームでの成果発揮やグループの意義について考える

5年目研修 パーパスを通じ自身の仕事の意義とキャリアについて考える

新任マネージャー研修 マネージャーとして組織を牽引するためのスキル強化と自チームビジョンの設定

次世代経営者研修 将来グループを担うと期待される人材の意識付けと人脈構築

グループ合同研修

注： 上記のほかに個社ごとの人材育成プログラムを実施しています。

             データで見る 

バンダイナムコグループの職場環境（2025年3月期）
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2025年6月23日現在

コーポレートガバナンス体制の特徴  

経営の監督機能強化

組織形態

取締役の任期

社外取締役全員が、当社の定める社外取締役の独立性に関する基準を
満たしており、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所
に届け出ています。

採用理由 ： 監査等委員である取締役に取締役会における議決権を
付与することで、取締役会における監査・監督機能の強化がはから
れると判断しています。

* 詳しくは、当社WEBサイトをご確認ください
https://www.bandainamco.co.jp/sustainability/governance/corporate_gov-
ernance/index.html

取締役（監査等委員）

 2年以内
取締役（監査等委員を除く）

1年以内
監査等委員数

4名／15名

独立社外取締役数

5名／15名

代表取締役

常勤役員会

グループ事業報告会

グループ経営会議

Vision Meeting

会計監査人

人事報酬委員会

独立役員会

バンダイナムコグループ各社

選任・解任選任・解任

報告

報告

報告

選任・解任 
監督

権限委譲

指示

監査

監査

報告

方針指示

指示 報告

支援

連携・ 
指示 報告

報告

報告方針指示

各種委員会

会計監査 
結果の報告

連携

監査・監督
選任・解任

株主総会

取締役（監査等委員を除く）11名
（うち社外取締役2名）

業務監査室

監査等委員会
取締役（監査等委員）4名
（うち社外取締役3名）

グループサステナビリティ委員会

取締役会

グループリスクマネジメント委員会

グループ情報セキュリティ委員会

内部統制委員会

グループコンプライアンス委員会

CORPORATE GOVERNANCE
コーポレートガバナンス

（株）バンダイナムコホールディングス（以下、当社）は、「パーパス“Fun for All into the Future”」の実現のために、
当社に関わる様々なステークホルダーの重要性を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長

期的に最大化することを経営の基本方針としています。また、変化の速いエンターテインメント業界でグローバル規

模の競争に勝ち抜くためには、強固な経営基盤（コーポレートガバナンス）を構築することが不可欠であると考えてい

ます。この考え方に基づき、「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え」を定めています。

さらに、当社は、コーポレートガバナンス・コードの趣旨・精神を尊重しており、各原則に関する当社の取り組みを「コー

ポレート・ガバナンスに関する基本的な考え*」および「コーポレートガバナンス・コードに関する当社の取り組みにつ
いて*」として開示しています。

企業統治体制および当該体制を採用する理由  

　当社は、監査等委員会設置会社とすることで、コーポレート

ガバナンス体制の強化をはかるとともに、業務執行に関する

一部権限を常勤役員会へ委譲することで、スピーディな意思

決定と業務執行を行い、企業価値のさらなる向上に取り組ん

でいます。また、経営監視機能を補完するために、取締役のう

ち3分の1以上を社外取締役とするとともに、いずれの社外取

締役も独立社外取締役とすることを基本方針としています。

　取締役監査等委員が取締役会の監査・監督を行うとともに、独

立社外取締役がその高い独立性および専門的な知見に基づき、客

観的・中立的な立場で自らの役割を果たすことで、当社の企業統

治体制の強化に寄与することが可能となる体制を構築しています。

取締役会  

　当社は、事業統括会社等の代表取締役社長が当社の取締

役等を兼任することにより、持株会社と事業会社、さらには事

業会社間の連携を強化するとともに、グループとして迅速な意

思決定を行っています。取締役会では、取締役15名中、5名が
独立社外取締役の要件を備えており、経営の監督機能の強化

に努めています。具体的には、取締役会への出席等を通じ、豊

富な経験と幅広い見識に基づき、業務執行から独立した視点

から、また専門的視点から意見を述べる等し、意思決定の過

程において重要な役割を果たしています。

　また、取締役監査等委員4名（うち常勤1名）中、3名が独立
社外取締役の要件を備えており、互いに連携して会社の内部

統制状況を日常的に監視しています。具体的には、豊富な経

験と幅広い見識に基づき、監査等委員会や取締役会への出席

等を通じ業務執行から独立した視点や専門的な視点から意見

を述べ、意思決定の過程において重要な役割を果たしていま

す。これらの社外取締役としての活動は、当社が経営判断を

行うにあたり重要な役割を果たしており、当社として適切な選

任状況であると考えています。

会議名 議長 開催時期 内容・目的 出席者

取締役会 代表取締役社長
浅古 有寿

毎月定例
および随時

法令等で定められた事項の決議・報告、職務権限基準に基づく決議事
項、事業執行状況報告、サステナビリティ・危機管理・コンプライアン
ス関係の報告

取締役、指名者

常勤役員会 代表取締役社長
浅古 有寿 月2回 取締役会から権限委譲を受けた事項の決議・報告、職務権限基準に

基づく決議・報告、業務執行状況報告
常勤取締役、事業統括会社等の
代表取締役社長、指名者

グループ事業報告会 取締役
辻 隆志 年4回 グループ計数報告、ユニット事業報告／地域統括報告、

リスク情報、その他報告事項
取締役、地域統括会社代表者、
指名者

独立役員会 取締役（社外）
島田 俊夫 年1回

取締役会から独立した立場において、コーポレートガバナンスおよび
企業価値向上の観点から、取締役会の監督機能の実効性についての
評価、意見、提案等の実施

社外取締役、
事務局（外部第三者専門機関）

人事報酬委員会 取締役（社外）
島田 俊夫 適宜開催 グループの役員人事、役員報酬、人材シナジーに関する検討および意

見の具申

社外取締役（監査等委員を除く）、
監査等委員会からの代表者、
代表取締役

グループ 
サステナビリティ 
委員会

代表取締役社長
浅古 有寿 半期ごと

グループにおける重要なサステナビリティ戦略に関する議論および情
報共有、取締役会における議案検討および報告事項・協議、グループ
サステナビリティ部会の統括、各ユニット・関連事業会社のマテリアリ
ティ進捗の統括

常勤取締役、事業統括会社等の
代表取締役社長、指名者

グループ経営会議 代表取締役社長
浅古 有寿 年7回

グループ経営課題・中期計画の議論、ユニット横断課題に関する討議、
その他グループ経営上の課題、戦略の討議、グループ全体方針・中長
期展望等についての討議

常勤取締役（監査等委員を除く）、
事業統括会社等の代表取締役社
長、指名者

Vision Meeting 代表取締役社長
浅古 有寿 年2回 グループのあるべき姿や中長期的な目標についての討議、継続的な課

題への対応についての討議 取締役、指名者

グループリスク 
マネジメント委員会

代表取締役社長
浅古 有寿 適宜開催

グループのリスクマネジメント体制・危機管理体制の強化およびグルー
プのリスクの評価や対策を目的とした討議、危機発生時のグループと
して対応すべき対処方針の決定および事態解決に関する意思決定

常勤取締役、事業統括会社等の
代表取締役社長

グループコンプライ
アンス委員会

代表取締役社長
浅古 有寿 適宜開催

グループのコンプライアンス体制強化のための討議、グループとして法
令等違反に係わる情報の収集ならびに分析の共有、グループとして対
応すべき対処方針の決定および事態解決に関する意思決定

常勤取締役

グループ情報 
セキュリティ委員会

取締役
藤田 訓子 適宜開催 グループの情報セキュリティ活動全般における意思決定・実施の報告・

情報共有
情報セキュリティ担当取締役
（CISO）、指名者

内部統制委員会 代表取締役社長
浅古 有寿 適宜開催 グループ内における内部統制構築・評価に関する方針の策定、情報の

共有、グループ内モニタリングおよび内部統制報告書の上程 常勤取締役、常勤監査等委員

注：2026年3月期の開催予定

主なトップミーティング  

　当社では、下表の通りトップミーティングを開催しており、経営情報を迅速に把握かつ対応できる体制を構築しています。

監査等委員会設置会社

117116

C
H

A
P

T
E

R
  2

 
  

 
 成
長
基
盤



CORPORATE GOVERNANCE
コーポレートガバナンス

独立役員会  

　当社では、取締役会が適切に機能しているかを、客観的な

視点から評価することを目的に、「独立役員会」を組成してい

ます。独立役員会は、独立社外取締役5名のみで構成され、 

事務局機能も第三者専門機関に設置しています。これにより、 
取締役会における、より実効性の高い監督機能を保持してい

ます。

社外取締役  

　取締役の15名のうち5名が社外取締役となり、いずれの 
社外取締役も独立社外取締役とすることで経営監督機能の

強化をはかっています。

　なお、当社は、「社外取締役の独立性に関する基準」を定

め、この基準をもとに社外取締役を選任しています。現在の社

外取締役は、この基準を満たしており、一般株主と利益相反

が生じるおそれがなく、高い独立性を有していると判断したた

め、全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同

取引所に届け出ています。

　内部監査、監査等委員会監査および会計監査の状況につ

いては、取締役会で報告され、社外取締役（監査等委員を除

く）は取締役会に出席することにより、これらの状況を把握し、

相互連携をはかっています。

　社外取締役（監査等委員）は、取締役会で報告される内部

監査の状況を把握するほか、監査等委員会において監査等 

委員会監査の状況を把握し、内部監査および監査等委員会

監査との相互連携をはかっています。また、取締役監査等委

員全員は、四半期ごとに会計監査人から会計監査の状況につ

いての説明を受けることにより、その状況を把握し、会計監査

との相互連携をはかっています。

　さらに、社外取締役は、内部統制部門の状況について、取締

役会に上程される事項を通じて状況を把握し助言を行うほ

か、当社グループの事業状況を報告する「グループ事業報告

会」等に出席し、監督機能を強化するとともに適時適切な助

言を行っています。

　また、社外取締役のサポート体制としては、経営企画本部

がサポートしています。経営企画本部からの情報伝達として

は、主に取締役会開催の都度事前に資料を送付し、必要に応

じて説明を行っています。

取締役候補者選定の方針・プロセス  

取締役候補者選定の基本方針
会社経営上の意思決定に必要な広範な知識と経験を備え、
あるいは経営の監督機能発揮に必要な出身分野、出身業務
における実績と見識を有すること等に基づき選任。また、取
締役のうち3分の1以上を社外取締役とするとともに、いずれ
の社外取締役も独立社外取締役とする。

取締役監査等委員 
候補者選定の方針・プロセス

必要な能力、経験、人柄等を検討し、監査等委員会の同意を
得て、取締役会において決定。

取締役（監査等委員を除く）の 
候補者選定プロセス

委員の過半数が独立社外取締役で構成され、委員長を独立
社外取締役とする人事報酬委員会を任意に設置し、委員会
の中で実績や見識等を踏まえ議論、推薦を受けるとともに、
新任の取締役（監査等委員を除く）候補者においては独立社
外取締役の面談を経て、取締役会において決定。

独立社外取締役の候補者選定
幅広い経営視点を有し長く企業経営に携わってきた経営者、
コンプライアンスや内部統制に精通した弁護士、監査業務に
精通し公認会計士資格を有する者、税務実務に精通し税理
士資格を有する者等が適切なバランスで構成されるように検
討し決定。

2025年3月期 取締役会の実効性に関する評価結果の概要 

　当社取締役会は、ボードカルチャーや議長の役割について

高く評価されるなど取締役会の機能を支える基盤や取締役 
の実効性は概ね十分であるとの認識が得られた一方で、資本 

コストを意識した経営やリスクマネジメントなど長期的な経営

方針において取り組むべき課題があるとの見解が特に独立社

外取締役から得られました。

提言

「2030年度のありたい姿」に向けた中長期的な課題 
（変革すべき事業モデルや見直すべき習慣 など）について、 
全取締役間で共通認識を形成する。
  「2030年度のありたい姿」に向けて克服すべき中長期的な課題について、
全取締役が各々の視点を持って一緒に整理を行っていく。

  上記の課題整理を行ったのち、取締役会の実効性向上に向けて変革を進
めるためのアクションやKPIの在り方について全取締役で議論を実施し、
今後の取締役会においては、長期的に目指す方向性やそこに紐づく中期
計画の実現に向けた戦略との関連（位置付けやギャップ）を常に意識した
議案の審議が行われることで、中長期視点を包含した経営の意思決定の
強化につなげていくことを目指す。

提言への対応

　「2030年度のありたい姿」に向けた中長期的な課題（変革すべき事業モ
デルや見直すべき習慣 など）について、全取締役間で共通認識を形成する
ため、取締役会とは別に、グループとしての中長期的な強化テーマについ
て議論を行うVision Meetingの場を活用し、全取締役で議論を行います。
第1回テーマは、当社グループの企業価値向上に向けて取り組むべきこと
として議論を実施しました。
　この議論は1回で終わるのではなく、議論で挙がった課題や新たに検討
すべきテーマをもとに、トップミーティングを含む様々な場において各取締
役の多様な視点によって継続的に活発な議論を行います。全取締役による
中長期的な視点での議論を継続的に行うことで課題の共通認識を深め、取
締役会における議案審議の高度化をはかります。

取締役会の実効性に関する評価  

　当社では取締役会の実効性を高め企業価値を向上させるこ

とを目的として、取締役会の実効性に関する評価を定期的に 
実施しています。具体的には、あらかじめ設定した評価項目に

関する回答をすべての取締役から得たうえで、独立役員会にお

いて、結果に基づく分析・検証を行い、取締役会へ現状の評価

結果および課題の共有と課題を踏まえた提言を行うこととして

います。それを受け、取締役会にて今後のアクションプランに

おいて建設的な議論を行っています。

次世代経営者育成プラン  

　バンダイナムコグループでは、次世代経営者層の育成を中長

期の持続的な成長に向けた非常に重要なテーマとして捉え、育

成のための取り組みを推進。中長期およびグループ全体の視

点を持って、グループとしてあるべき役員構成、次世代経営者

層の戦略的配置や育成プランを推進しています。

　具体的には、経営戦略の実行力やパーパスの体現といった、

次世代経営者人材に求められる人材要件や経験値などを設定

しています。これをもとに年度ごとに、社内取締役による人材

討議を開催し、次世代経営者の育成パイプラインを検討。人事

報酬員会において、その進捗のモニタリングと育成施策につい

ての意見交換を行っています。

次世代経営者として育成を行う候補人材を3グループに分け、任命・配置と育成プログラムを実施

任命・配置 育成プログラム

Group1 （個別対応）  経営リーダーとしての哲学・自己革新の強化（個別プログラム）

Group2 複数事業の取締役経験

経営者としての視座を高めるプログラム
  他社幹部交流型の経営リーダー研修
  外部経営者や有識者による幅広いテーマでの特別講演
  新任取締役研修

Group3
育成を含む戦略的配置
 複数の事業経験
 海外での事業経験

 新規事業立ち上げ経験
 管理・統括部門経験

事業視点から企業全体視点への転換
  次世代経営者研修
  外部経営者や有識者による幅広いテーマでの特別講演

次世代経営者研修について

　参加者：  各社の執行役員、部長職からの選抜
　目的：  次世代経営者候補として、企業経営への意識やグループ全体

視点を身につけるプログラム

内容： 外部企業経営者との対話 
グループ経営の視点による将来に向けたプレゼンテーションを 
チームごとに実施
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人事報酬委員会における役員の報酬等に係る役割・責務  

　委員の過半数が独立社外取締役で構成され、委員長を独

立社外取締役とする任意の委員会である人事報酬委員会は、

当社グループの役員報酬制度の基本方針、報酬体系、変動報

酬の仕組み等について、役員報酬に関する客観的な情報（最

新の制度整備の状況、他社動向等）に基づき、その制度内容

の有効性について適切な審議を行ったうえで、取締役会への

答申を行っています。当社の取締役会は、当該答申の内容を

受け、役員報酬制度の内容を最終的に決定しています。また、

当社グループの各事業統括会社等の取締役会も同様に、当社

の取締役会の決定を受け、各事業統括会社等の役員報酬制

度の内容を最終的に決定しています。

　なお、審議にあたっては必要に応じて外部の報酬コンサル

タント等より、委員会への同席、または情報提供を受けること

があります。これは実効的な審議・合意形成の側面支援を 
目的としたものであり、取締役会に対する答申内容に係る 
妥当性の提言等は受けていません。

人事報酬委員会における活動

人事報酬委員会の構成・委員長の属性
　当社の人事報酬委員会は、7名以内で構成し、その過半数は独立社外取締役で構成することとしています。なお、委員長に
ついては、社外取締役の互選により決定することとしています。

人事報酬委員会の活動状況
　2025年6月開催の定時株主総会以降の人事報酬委員会の構成は以下の通りです。

　2025年3月期における人事報酬委員会の審議は計5回開催し、各回に委員長・委員の全員が出席、出席率は100%でした。主
な審議事項は以下の通りです。

人数 4名（社外取締役3名および業務執行取締役1名）

委員長 島田取締役（社外）

委員 川名取締役（社外）、桑原取締役（監査等委員、社外）、浅古代表取締役社長

開催日 主な審議事項

2024年5月14日 当社の2024年3月期業績連動賞与におけるサステナビリティ評価
当社および事業統括会社等の2024年3月期業績連動賞与支給額および業績条件付株式報酬の支給額
2025年3月期 業績条件付株式報酬の算定方法
次期中期計画年度からの役員報酬体系（課題抽出）
2025年3月期の人事報酬委員会構成

2024年9月6日 次期中期計画年度からの役員報酬体系（制度骨子）

2024年11月29日 次期中期計画年度からの役員報酬体系（制度詳細）
2026年3月期の役員人事案

2025年1月31日 2026年3月期の役員人事案
次期中期計画年度からの役員報酬体系（最終案）
当社および事業統括会社等の2026年3月期役員報酬
次世代経営者育成施策の進捗

2025年3月13日 当社監査等委員の2026年3月期役員報酬

役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針に係る事項  
基本方針

　当社の取締役（監査等委員および社外取締役を除く）に対する

報酬制度は、株主の皆様との価値共有を促進し、説明責任を十

分に果たせる客観性と透明性を備えたうえで、優秀な人材を確

保・維持できる水準を勘案しつつ、取締役による健全な企業家精

神の発揮を通じて、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値

の向上を促す報酬体系とすることを基本方針としています。

　具体的には、固定報酬としての基本報酬と変動報酬としての

業績連動賞与、業績条件付株式報酬とで構成しています。また、

当社グループの事業統括会社である（株）バンダイ、（株）バンダ

イナムコエンターテインメント、（株）バンダイナムコフィルムワー

クスおよび（株）バンダイナムコエクスペリエンスの4社ならびに
（株）BANDAI SPIRITSおよび（株）バンダイナムコミュージックラ
イブの取締役について、当社と同様の基本方針としています。

　当社の取締役監査等委員および社外取締役の報酬は、職務

に鑑みて、基本報酬のみで構成し、各取締役監査等委員の報酬

額は、 取締役監査等委員の協議により決定し、 取締役監査等委
員を除く各社外取締役の報酬額は、取締役会において決定して

います。

固定報酬（基本報酬）

　当社の取締役（監査等委員を除く）に対する基本報酬は、金銭

による月例の固定報酬とし、2025年6月23日開催の当社第20回
定時株主総会決議に基づき、年600百万円（うち社外取締役分と
して年100百万円）を限度額として、毎月一定の時期に支給しま
す。また、取締役（監査等委員および社外取締役を除く）について

は、一定割合を役員持株会に拠出して、当社株式を購入するもの

とし、本株式、および業績条件付株式報酬によって取得した当社

株式については、在任期間中継続して保有することとしています。

　当社の取締役監査等委員に対する基本報酬は、金銭によ

る月例の固定報酬とし、年200百万円を限度額として、毎月
一定の時期に支給します。

変動報酬（業績連動賞与・業績条件付株式報酬）

　当社の取締役（監査等委員および社外取締役を除く）に対

する変動報酬は、当社グループの経営陣の経営努力の評価を

報酬の支給額に直接的に反映させることを目的として、業績

連動賞与、業績条件付株式報酬ともに当社グループの連結営

業利益を評価指標とし、併せて、業績連動賞与では、株主の

皆様との一層の価値共有を促進するためEPS評価、およびサ
ステナビリティ評価を評価指標としています。

業績連動賞与

　各事業年度の当社グループの連結営業利益実績に関する中期計画

目標、事業年度目標および前事業年度実績対比、ならびにEPSの前事
業年度実績対比のそれぞれの達成率に基づき、あらかじめ定めた基準

額の0%から200%の範囲内で算出し、さらに、サステナビリティ評価の
評価結果に基づき、支給率を増減します。なお、達成率が50%以下の
場合は支給しないものとします。

　サステナビリティ評価は、対象取締役のサステナビリティへの動機付

けの強化を目的として、当社グループのマテリアリティにおける指標・目

標（温室効果ガス排出量、従業員エンゲージメント等）の状況をもとに

評価を検討し、委員の過半数が独立社外取締役で構成され、委員長を

独立社外取締役とする任意の委員会である人事報酬委員会において審

議し、取締役会において評価を決定します。

　業績連動賞与は、現金賞与限度額年600百万円または「親会社株主
に帰属する当期純利益」の1.5%のいずれか小さい金額を限度に支給
額を決定し、毎年、当該事業年度終了後の一定の時期に支給します。

業績条件付株式報酬 　　　　
　当社グループの連結営業利益が1,000億円以上となった場合にのみ
支給するものとし、2,000億円（中期計画の最終年度目標）に達した場
合に支給率が100%となるものとします。2025年6月23日開催の当社
第20回定時株主総会決議に基づき、年間140,000株に交付時株価*
を乗じた額を上限として、支給の有無およびその水準は、事業年度ご

とに判定します。役位に応じて、あらかじめ基準株式ユニット数を定め、

連結営業利益の目標達成状況に応じて確定した支給株式ユニット数

に対応する当社普通株式および金銭を交付または支給する仕組みと

しています。また、業績連動指標の数値（当社グループの連結営業利

益）が確定した日の翌日から2カ月を経過する日までに支給します。
*  交付時株価は、各評価対象事業年度に係る定時株主総会の日から2カ月以内に、業績
条件付株式報酬制度に係る当社普通株式の交付のために開催される、取締役会決議日
の前営業日時点での東京証券取引所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立
していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）とします。

　なお、2025年4月からは、業績条件付株式報酬制度の対象としてい
なかった国内グループ会社の業務執行取締役にも対象を拡大し、事業

年度ごとにグループ連結営業利益の基準値を達成した際に、当社株式

または金銭を交付・支給する「グループ業績連動株式報酬制度」を導

入しています。
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2025年3月期

報酬等の
総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額
（百万円）

対象となる
役員の員数（人）

報酬等の種類別の総額 
（百万円）

対象となる
役員の員数（人）業績連動報酬

左記のうち、 
業績条件付株式報酬等役員区分 固定報酬

取締役
（監査等委員および 
社外取締役を除く）

746 208 3 538 266 3

取締役監査等委員
（社外取締役を除く） 28 28 2 － － －

社外取締役 91 91 5 － － －

（注）　 取締役監査等委員（社外取締役を除く）の人数および報酬等の総額には、2024年6月24日開催の第19回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役監査等委員
1名を含んでいます。 
取締役（監査等委員および社外取締役を除く）に対する非金銭報酬等は、 業績条件付株式報酬です。 
業績条件付株式報酬の額については、2025年3月31日の東京証券取引所プライム市場における当社普通株式の終値にて算出しており、実際の支給の際には、交付
時株価を適用します。

報酬の構成

　当社の取締役（監査等委員および社外取締役を除く）の報

酬の構成は、当社の業績状況、および外部専門機関による経

営者報酬についての客観的なベンチマークに基づき、報酬水

準の検証を行うとともに、年間総報酬における固定報酬と変

動報酬の比率や、変動報酬における中長期の比率を総合的

に勘案して決定しています。なお、中期計画の最終事業年度

の目標を達成した場合、年間総報酬における固定報酬と変

動報酬の比率は概ね30：70とし、また、基本報酬の一定割合
の役員持株会への拠出額と業績条件付株式報酬を合算した

株式報酬の割合は年間総報酬の約5割となります。

報酬の決定手続

　当社の取締役（監査等委員および社外取締役を除く）の報

酬の方針、報酬体系、業績連動の仕組みについては、社外取

締役の適切な関与と助言を求める観点から、人事報酬委員会

の審議を経て、取締役会において決定しています。なお、人事

報酬委員会審議においては、必要に応じて外部専門機関から

の助言を得るなどして、社外取締役の判断のための十分な 
情報を提供しています。

　業績条件付株式報酬の算定方法については、人事報酬委

員会に対して諮問し、委員のうち業務執行取締役が業績条件

付株式報酬の決定に係る決議に参加しないことを前提に、独

立社外取締役のすべてが業績条件付株式報酬の決定に賛成

し決議したうえで、当社の取締役会の決議により決定していま

す。また、事業統括会社等においては、当社取締役会の決議

による決定に従って事業統括会社等のそれぞれの会社の取締

役会の決議により決定しています。

連結純資産に対する割合

銘柄数および貸借対照表計上額 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表 
計上額の合計額 
（百万円）

非上場株式 6 1,320

非上場株式以外の株式 33 145,841

2025年3月期において株式数が増加した銘柄 銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る 
取得価額の合計額 
（百万円）

非上場株式 — —

非上場株式以外の株式 3 2,944

2025年3月期において株式数が減少した銘柄 銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る 
売却価額の合計額 
（百万円）

非上場株式 1 318

非上場株式以外の株式 1 0

保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　政策保有株式については、その保有意義と経済合理性を踏

まえた中長期的な観点から、毎年、全銘柄について取締役会に

て、継続保有の是非を含めた十分な検証を行い、この結果を反

映した保有の目的等について説明を行うものとしています。具

体的には次の観点から検証を行います。

Ⅰ.  IP創出や事業領域の拡大によるIP軸戦略のさらなる強化
等、今後の当社の企業価値向上に向けた必要性

Ⅱ.  現在における当該企業との取引や業務提携の状況等、当
社の企業価値向上への寄与度

Ⅲ.  銘柄ごとの取得価額に対する保有便益と当社資本コスト
との関係性

　政策保有株式に係る議決権の行使にあたっては、保有先企

業の提案を無条件に賛成することはせず、当社との業務提携

や取引関係の維持・強化を通じて、当社の企業価値向上に資

すると認められるかどうかの観点から議決権行使を行うこと

を議決権行使の基準としています。

株式の保有状況  
投資株式の区分の基準および考え方

　当社は、企業価値の向上に資すると認められる政策保有株式

のみを投資株式として保有することとしており、純投資目的の投

資株式（専ら株式の価値の変動または株式に係る配当によって

利益を受けることを目的とする投資株式）は保有していません。

業績連動報酬の実績参考

KPI（中期計画目標）に対する業績達成率 144.2%

サステナビリティ評価  ±0%

KPIに対する業績達成率 144.2%

業績条件付株式報酬の支給率 100%

2025年3月期連結営業利益 180,229百万円

業績条件付株式報酬のKPI
連結営業利益 125,000百万円

業績連動賞与のKPI
中期計画目標　事業年度目標　前事業年度実績

それぞれに対する連結営業利益達成率

業績連動賞与の支給率 200%

業績達成に伴う支給率 200%

2024年3月末

13.0%
2025年3月末

18.6%
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腐敗行為防止への取り組み  

　当グループは、「バンダイナムコグループ行動規範」に基づ

いて、特に公務員等に関する腐敗リスクの排除・予防強化を

目的に、グループ贈収賄防止規程を制定しています。また、各

社ではインサイダー取引防止規程を制定し、腐敗行為防止に

ついての従業員研修を実施するなど、腐敗行為防止体制の

構築、健全な経営確保に取り組んでいます。

内部通報制度  

　バンダイナムコグループ各社では、それぞれ社内規程を制

定し、内部通報制度を整備・運用しています。従業員が法令

違反などを発見した場合、上司に相談するか、あるいは内部

通報制度（ホットライン）を通じて代表取締役、社外相談窓

口、社内相談窓口、監査役等のいずれかに報告することを規

定しています。また公益通報者保護法などに基づき、通報を

行ったことにより不利益を受けることがないよう配慮してい

ます。

コンプライアンス教育  

　当社は、法令遵守、倫理尊重および社内規程の遵守を徹底

することを目的に、当社および子会社の取締役等および使用

人の業務において遵守すべき行動規範としてバンダイナムコ

グループ行動規範を制定し、ポスターの掲出等により、同行動

規範の周知徹底に努めています。また、当社のコンプライアン

ス担当取締役がグループのコンプライアンス全般を管理し、

ｅ-Learning等による研修を定期的に実施しているほか、当社
および子会社においては、全従業員を対象とするコンプライ

アンスに対する意識調査によって、その浸透度を調査するとと

もに、その結果について子会社のコンプライアンス担当取締役

とも共有し、コンプライアンス意識向上に努めています。

リスクマネジメント  

　当社では、当社代表取締役社長を委員長とし、常勤取締役、

事業統括会社等の代表取締役社長、指名者および事務局で構

成されるグループリスクマネジメント委員会を設置しています。

同組織を統括としてグループ全体のリスクマネジメント強化お

よび危機（クライシス）発生時の対応に関する体制を構築してお

り、この枠組みの中、情報セキュリティの強化などにも取り組ん

でいます。またグループ各社においてもリスクマネジメント組織

を設置し、事業統括会社および海外における地域統括会社の

支援のもと、平常時のリスクマネジメントの強化と、危機発生時

の収束に向けた対応を担います。なお、当社および子会社にお

ける危機およびコンプライアンスに関する情報および対応内容

等について、グループリスクマネジメント委員会事務局より、毎

月取締役会に報告を行っています。

BCPの策定・運用  

　「バンダイナムコグループBCP（事業継続計画）基本方針」
に基づき、グループ各社で所定の形式によるBCPを作成して
います。災害などで重要リソースが被災した場合は、BCPに
基づいて対応しています。これらBCPについては毎年内容の
見直しと改訂を行うとともに、有事を想定したBCP訓練も各

社で実施しています。なお、国内において一定レベル以上の

地震が発生した場合、もしくは従業員の安全を確認すべき事

態が発生したと判断した場合は、安否確認システムを通じて、

該当地域に勤務・在住する従業員とその家族の安全を確認

します。

情報セキュリティへの対応  

　当社においては、情報セキュリティへの取り組みを、グルー

プの事業遂行における重要課題の1つと捉えています。法
令・社会情勢の変化も踏まえ、グループの情報資産を守るべ

く取り組んでいます。

　当社では、グループ全体の情報セキュリティ体制の維持・

強化に努める専任組織として、グループ情報セキュリティ委員

会を設置、またグループ会社においては代表取締役社長が自

社における情報セキュリティの最高責任者として情報セキュ

リティ担当取締役（チーフインフォメーションセキュリティオフィ

サー）を任命し、法令およびその他の規範に準拠したグルー

プ情報セキュリティ管理規程に基づき、保有する情報資産の

価値に応じた適切な情報セキュリティ対策を実施、事故など

の予防に努めています。情報セキュリティの体制の維持・強

化は各社における担当組織のみの活動ではなく、日々の経

営活動・業務活動の一環として全社レベルで実施するものと

位置付け、継続的な改善をはかっています。

コンプライアンス 

　当社では、（株）バンダイナムコホールディングス代表取締役

社長を委員長として、常勤取締役、指名者および事務局で構成

されるグループコンプライアンス委員会を設置しています。同組

織を統括としてグループ全体のコンプライアンスの強化および

コンプライアンス違反発生時の対応に関する体制を構築してい

ます。

グループリスクマネジメント委員会の構成

国内外グループ会社

事業統括会社／地域統括会社

グループリスクマネジメント委員会

代表取締役社長（委員長）

常勤取締役 事業統括会社等代表取締役社長 指名者

グループリスクマネジメント委員会事務局
バンダイナムコホールディングス総務部

指示報告

指示報告

バンダイナムコホールディングス

リスクマネジメント情報受付窓口
総務部

リスクマネジメント担当取締役
（総務部管掌取締役）

グループコンプライアンス委員会の構成

国内外グループ会社

事業統括会社／地域統括会社

グループコンプライアンス委員会

代表取締役社長（委員長）

常勤取締役 指名者

グループコンプライアンス委員会事務局
バンダイナムコホールディングス総務部

指示報告

指示報告

バンダイナムコホールディングス

コンプライアンス情報受付窓口
総務部

コンプライアンス担当取締役
（総務部管掌取締役）

指示報告

指示報告
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買収への対応方針（買収防衛策）  

　当社は、現在のところ買収への対応方針（買収防衛策）を導

入していません。企業価値向上策に従って、経営戦略・事業戦

略を遂行し、グループ企業価値を向上させることが、当社の企

業価値および株主の皆様の共同の利益に資さない買収への

本質的な対抗策であると考えるからです。

　もっとも、株主の皆様から経営を負託された者として、 
今後、法令や社会の動向を注視しつつ買収提案に適切に対応

する体制整備にも努めていきます。

　具体的には、買収提案について、経営陣の保身をはかるこ

となく、企業価値の向上を最優先した判断を下すため、必要に

応じて独立社外取締役のみで構成された独立役員会におい

て客観的な視点での検討を諮ったうえで、取締役会における

十分な審議を行います。さらには、株主の皆様の適切なご判

断に資するために、十分な情報収集と必要な時間の確保に 
努めていきます。

IR活動  

　当社では、企業価値の向上を目指し、情報開示の基準やIR
機会の充実等に関してのIRポリシーに則った様々なIR活動を
行っています。また、IR活動の状況や投資家・アナリストの 
反応は、取締役と共有するとともに、事業統括会社を通じ、 
グループ内に常にフィードバックを行っています。

　さらに、株主・投資家の皆様に対し経営戦略や事業方針に

ついて明確に伝える透明性の高い企業でありたいという 
考えのもと、決算説明会などにおいて、経営者自身が国内外

の投資家および証券アナリストなどに対し、直接語りかける 
場を充実させています。

2025年3月期 e-Learning実施内容

Bandai Namco's Purpose・バンダイナムコグループコンプライアンス憲章

サステナビリティ（人権）

ハラスメント防止・ダイバーシティ＆インクルージョン

不正行為・不適切会計の防止と予防

危機管理・情報セキュリティ

中期計画説明会

バンダイナムコグループ
行動規範ポスター

2025年3月期の主なIR活動実績

投資家・アナリスト向け決算説明会  （オンライン開催／リアル開催） 4回（3回 756回線／1回 152名）

投資家・アナリスト　個別取材対応 798名

投資家・アナリスト向けIRイベント 1回

海外IR 1回

バンダイナムコグループ行動規範

バンダイナムコグループは、すべての人々の人権を尊重するとともに、Bandai Namco’s Purpose「Fun for All into 
the Future」のもと、「夢・遊び・感動」でつながる笑顔あふれる未来を世界中のすべての人とともに創りつづける
ために、次の規範を制定し、これに基づき行動します。
 

法令・社会規範の遵守

高い倫理観をもって、あらゆる法令・社会規範を遵守します。国や地域の特性を踏まえ、その独自の文化や慣習・ルールを尊重する

とともに、「よき企業市民」として、事業活動を通じて文化の発展に貢献し、豊かで明るい健やかな生活の実現に寄与します。

尊重しあえる社会の実現

バンダイナムコグループに関わるすべての人が、お互いを尊重しあえるよう、人権尊重に向けた取り組みを推進するとともに、誰も

がいきいきと働ける職場環境を実現し、社会と企業の持続的な発展を目指します。

地球環境との共生

地球環境に配慮した事業を推進することが、社会と企業の持続可能な発展の実現に欠かせないことを認識し、様々なステークホル

ダーとともに、地球環境との共生を目指します。

公正・公平な取引の遵守

自由な競争のもと、公正で公平な取引を常に行い、取引先の皆さまとの相互理解・信頼関係を構築します。

適正な商品・サービスの提供

お客さまの安心・安全を第一に考え、適正な倫理規範のもと、品質や安全性が確保された商品・サービスをパートナーと一体となっ

て提供し、顧客満足度の向上に努めます。

知的財産の適切な活用と保護

重要な経営資源であるIP（キャラクターなどの知的財産）を適切に活用・保護することにより、エンターテインメントの持続的な発展
に寄与します。

情報の適切な開示

 社会とのコミュニケーションを図ることに努め、すべてのステークホルダーに対して、経営の透明性を確保するために、適切かつ信
頼性のある企業情報を、隠蔽することなく、適時かつ公正に開示します。

情報・資産の適切な管理・保全

会社資産の使用に当たっては、公私の区別をわきまえて、適正に使用し、企業活動に伴い取得する顧客情報・個人情報・企業活動

から生じる機密情報について、その重要性を十分に理解し、情報漏洩をしないことはもちろんプライバシーに配慮するとともに、有

事が発生した際にはいち早く事業を再開できるよう適正に管理し保全します。
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（6） その他当社および子会社における業務の適正を確保 
するための体制

  当社は、バンダイナムコグループ行動規範について、法令等
の改正やグループを取り巻く社会環境の変化に対応して適宜

見直し、また、バンダイナムコグループ行動規範ポスターの

社内掲示およびｅ-Learning等の研修により、同行動規範を
当社および子会社の取締役等および使用人に周知徹底させ

る。また、当社および子会社の取締役等および使用人を対象

にしたコンプライアンスに対する意識調査を定期的に実施し、

同行動規範の認知度等を検証するとともに、コンプライアン

ス意識の醸成およびその後のグループのコンプライアンス推

進活動に活用する。

  当社および子会社は、業務の有効性と効率性の観点から、業
務プロセスの改善および標準化に努め、また、財務報告の内

部統制については、関連法規等に基づき、評価および運用を

行う。

（7） 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する 
事項および当該使用人の取締役（監査等委員である
取締役を除く）からの独立性に関する事項

  当社は、監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置
くことを代表取締役社長に対して求めた場合、速やかにこれ

に対応するものとする。なお、当該使用人が、他部署の使用

人を兼務する場合は、監査等委員会に係る業務を優先する。

  当社は、当該使用人の人事に関しては、取締役会からの独
立性を確保するため、監査等委員会の同意に基づき行う。

（8） 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に対する 
指示の実効性の確保に関する事項

  当社は、監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関し、
監査等委員会の指揮命令に従う旨を取締役および使用人に

周知徹底する。

（9） 当社および子会社の取締役（監査等委員である取締
役を除く）等および使用人が当社監査等委員会に報告
をするための体制

  当社および子会社の取締役（監査等委員を除く）等および使
用人は、法令に定められた事項、その他当社および当社グ

ループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況お

よびコンプライアンスに関する事項について、速やかに監査

等委員会に報告をする。

  当社および子会社の取締役（監査等委員を除く）等および使
用人は、当社監査等委員会から業務執行に関する事項につ

いて報告を求められたときは、速やかに適切な報告をする。

  当社は、内部通報制度として、当社取締役監査等委員へ直
接報告を行うことができるホットライン（電子メール等）を設

置する。

（10） 監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたこと
を理由として不利な取扱いを受けないことを確保 
するための体制

  当社は、監査等委員会への報告や相談を行った者に対して、
不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨をグループコンプ

ライアンス規程に明文化するとともに、当社および子会社の

取締役等および使用人に周知徹底する。

（11） 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払
または償還の手続きその他の当該職務の執行につい
て生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する
事項

  当社は、取締役監査等委員が、その職務の執行について生ず
る費用の前払または償還等の請求をしたときは、当該取締

役監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合

を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

（12） その他監査等委員会の監査が実効的に行われること
を確保するための体制

  当社の取締役（監査等委員を除く）は、取締役監査等委員が
重要な会議に出席できる体制を整備するとともに、取締役お

よび使用人との定期または随時の会合、内部監査部門およ

び会計監査人との連携がはかられる体制を確保する。

  当社の子会社においては、規模や業態等に応じて適正数の
監査役を配置するとともに、子会社の監査役が当社監査等

委員会への定期的報告を行う体制を確保する。

内部統制システムに関する基本的な考え方およびその整備状況  

内部統制システム構築の基本方針に関する決定内容の概要

は、以下の通りです。

（1） 当社および子会社の取締役等および使用人の職務の
執行が法令および定款に適合することを確保するため
の体制　

  当社は、Bandai Namco’s Purposeおよびバンダイナムコ
グループ行動規範を制定し、当社および子会社の取締役等

および使用人に周知徹底をはかり、職務執行が適法かつ公

正に行われるように常に心がける。

  当社取締役は、内部統制システムの構築および運用状況に
ついて定期的に取締役会において報告をする。

  当社は、コンプライアンスに関するグループコンプライアンス
規程に基づき、コンプライアンス全般を管理するコンプライ

アンス担当取締役を設置し、当社およびグループ全体を通し

て法令遵守、倫理尊重および社内規程の遵守が適切に行わ

れる体制をとる。

  当社は、グループ内でコンプライアンス違反、あるいはそのお
それがある場合は、当社代表取締役社長を委員長とするグ

ループコンプライアンス委員会を直ちに開催し、その対応を

協議決定する。

  海外においては、地域別に海外地域統括会社を定め、危機
管理およびコンプライアンスの支援を行う体制をとる。

  当社および主要な子会社においては、内部通報制度として、
社内相談窓口、社外顧問弁護士等による社外相談窓口およ

び取締役監査等委員もしくは子会社の監査役へ直接報告で

きるホットライン（電子メール等）を設置する。

  当社および主要な子会社においては、執行部門から独立し
た業務監査室を設置し、内部監査による業務の適正化をは 
かる。

（2） 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に 
関する体制　

  当社は、文書管理に関する規程を制定し、稟議書および各種
会議の議事録、契約書等を集中管理するとともに、各部門に

おいては重要文書を適切に保管および管理する。また、取締

役はこれらの文書を常時閲覧できる体制をとる。

  当社は、グループ管理の一環として情報セキュリティに関す
る規程を制定し、情報が適切に保管および保存される体制

をとる。

（3） 当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程 
その他の体制

  当社は、グループ管理の一環として、危機管理に関するグルー
プリスクマネジメント規程を制定し、グループ全体を通して 
危機発生の未然防止および危機要因の早期発見に努める。

  当社は、危機発生に際して、グループリスクマネジメント委員
会を直ちに開催し、迅速かつ的確な対応と、事業への影響の

最小化をはかる。

  当社は、大規模災害等によるグループの経営に著しい損害
を及ぼす事態の発生を想定し、グループのBCP（事業継続
計画）の基本方針を制定するとともに、事業の早期回復・再

開を実現するため、グループにおけるBCP（事業継続計画）
の策定およびBCM（事業継続マネジメント）体制の整備に取
り組み、当社および子会社の取締役等および使用人に周知

する。

（4） 当社および子会社の取締役等の職務の執行が効率的
に行われることを確保するための体制

  当社は、子会社を事業セグメントに基づきユニットに分類し、
その担当取締役およびその事業統括会社を定め、グループに

おける職務分掌、指揮命令系統、権限および意思決定その

他の組織に関する規程に基づき、効率的な事業の推進をは

かる。

  当社は、3事業年度を期間とするグループ全体およびユニッ
トの中期計画を策定し、当該中期計画に基づき、毎事業年度

の予算を定める。

  当社は、常勤の取締役によって構成される常勤役員会を設
置し、一部の業務執行の決定について取締役会から権限委

譲することにより、意思決定の迅速化をはかる。

（5） 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社 
への報告に関する体制

  当社は、グループ事業報告会およびグループ経営会議等の
会議を設置し、グループの連絡報告および意思決定体制を

整備する。
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取締役の体制
2025年6月23日現在

役職
氏名
担当分野

所有する 
当社株式の数 
（株）

（2025年3月末日現在）

選任理由

主な経験や専門性 取締役会への出席状況
（2025年3月期）

企業経営
事業部門経験

財務・税務・ 
会計

サステナ 
ビリティ 国際性 法務

デジタル 
テクノロジー・
情報セキュリ
ティ

出席回数／開催数デジタル トイホビー 映像・音楽 IP創出・ 
育成 施設・機器

取締役会長

川口 勝 214,700
2022年から2025年3月まで当社代表取締役社長を務めており、前中期計
画を達成し過去最高業績を更新するなど、経営の監督を適切に行っている
とともに、豊富な経験と実績・見識を有しており、当社グループの持続的
な成長のために適切な人材であると判断し、選任しています。

18／18

人事報酬委員会

代表取締役社長CEO

浅古 有寿
165,000

経営企画および経理財務などの経営管理に関する豊富な経験・実績・ 
見識を有するとともに、IR・PR・SRなどの社内外コミュニケーションのほ
か、財務戦略や情報セキュリティ、サステナブル活動の責任者を務めるな
ど、当社グループの経営戦略の推進および持続的な企業価値向上のため
にリーダーシップを発揮したほか、2025年の当社代表取締役社長就任後
も経営の監督を適切に行っていることから、当社グループの持続的な成長
のために適切な人材であると判断し、選任しています。

18／18

取締役副社長

桃井 信彦
グループ戦略担当（CW360）

36,100
国内外のトイホビー事業における豊富な経験・実績・見識を有するととも
に、2022年からは当社グループの事業戦略の責任者としてグループの事
業間連携に取り組むなど、グループ経営の連携強化ならびに当社グループ
の持続的な成長のために適切な人材であると判断し、選任しています。

18／18

取締役

辻 隆志
CFO、経営企画本部長

10,500

経営企画および経理財務などの経営管理に関する豊富な経験・実績・見
識を有するとともに、2023年3月期からは当社の経営企画本部長として当
社グループの経営企画および経営管理を牽引するなど、当社グループの経
営戦略の推進、グロー バルのガバナンス体制の強化ならびに持続的な企
業価値向上のために適切な人材であると判断し、選任しています。

―

取締役

藤田 訓子
CISO、CIO、CSO
（チーフサステナビリティオフィサー）、 
グループ管理本部長

3,700

トイホビー事業における豊富な経験・実績・見識を有するとともに、2025
年からは当社のグループ管理本部長ならびに（株）バンダイナムコビジネ
スアーク代表取締役社長として、当社グループの管理機能の強化やサステ
ナブル活動を牽引するなど、グループ経営体制の強化と透明性の高い経営
の実現に適切な人材と判断し、選任しています。

―

取締役（非常勤）

竹中 一博
トイホビーユニット担当

91,200

トイホビー事業における豊富な経験・実績・見識を有するとともに、2021
年からは当社グループにおける現在のトイホビーユニットの事業統括会社
である（株）バンダイ代表取締役社長として事業を牽引するなど、トイホビー
事業とグループ経営の連携強化に適切な人材であると判断し、選任してい
ます。

18／18

取締役（非常勤）

宇田川 南欧
デジタルユニット担当

78,300

当社グループにおける複数の事業に幅広く携わり、豊富な経験・実績・ 
見識を有するとともに、2023年からは当社グループにおける現在のデジタ
ルユニットの事業統括会社である（株）バンダイナムコエンターテインメント
代表取締役社長として事業を牽引するなど、デジタル事業とグループ経営
の連携強化に適切な人材であると判断し、選任しています。

18／18

取締役（非常勤）

浅沼 誠
映像音楽ユニット担当

83,500

当社グループにおける複数の事業に幅広く携わり、豊富な経験・実績・ 
見識を有するとともに、2019年からは当社グループにおける現在の映像
音楽ユニットの事業統括会社である（株）サンライズ（現（株）バンダイ 
ナムコフィルムワークス）代表取締役社長として事業を牽引するなど、映像
音楽事業とグループ経営の連携強化に適切な人材であると判断し、選任し
ています。

18／18

取締役（非常勤）

川﨑 寛
アミューズメントユニット担当

95,250

当社グループにおける複数の事業に幅広く携わり、豊富な経験・実績・ 
見識を有するとともに、2021年からは当社グループにおける現在のアミュー
ズメントユニットの事業統括会社（2025年3月まで（株）バンダイナムコア
ミューズメント、2025年4月より（株）バンダイナムコエクスペリエンス）の代
表取締役社長として事業を牽引するなど、アミューズメント事業とグループ
経営の連携強化に適切な人材であると判断し、選任しています。

18／18

注： 辻 隆志および藤田 訓子は、2025年6月23日開催の第20回定時株主総会において選任されたため、2025年3月期の取締役会への出席はありません。

業務執行取締役
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取締役の体制
2025年6月23日現在

役職
氏名 主な兼任状況

所有する当社 
株式の数（株）
（2025年3月 
末日現在）

選任理由

主な経験や専門性

独立性

取締役会への出席状況
（2025年3月期）

企業経営
事業部門経験

財務・税務・ 
会計

サステナ 
ビリティ 国際性 法務

デジタル 
テクノロジー・
情報セキュリ
ティ

デジタル トイホビー 映像・音楽 IP創出・ 
育成 施設・機器 出席回数／開催数

人事報酬委員会

独立役員会

取締役
（非常勤、社外）

島田 俊夫

（株）CAC Holdings 特別顧問
イオンディライト（株）社外取締役

—

企業経営者としての豊富な知識と経験を有するこ
とから、経営の監督とチェック機能をより強化する
とともに、経営とデジタルテクノロジーの融合に関
する豊富な知見を経営視点に取り入れることを期
待し、選任しています。

18／18

人事報酬委員会

独立役員会

取締役
（非常勤、社外）

川名 浩一

（株）ispace社外取締役
（株）クボタ社外取締役
（株）レノバ取締役会長

—

企業経営者として豊富な知識と経験を有する 
ことから、経営の監督とチェック機能をより強化す
るとともに、豊富な海外勤務経験によるグローバ
ルな経営視点を取り入れることを期待し、 
選任しています。

17／18

取締役（監査等委員）

役職
氏名 主な兼任状況

所有する当社 
株式の数（株）
（2025年3月 
末日現在）

選任理由

主な経験や専門性

独立性

取締役会への出席状況
（2025年3月期）

企業経営
事業部門経験

財務・税務・ 
会計

サステナ 
ビリティ 国際性 法務

デジタル 
テクノロジー・
情報セキュリ
ティ

デジタル トイホビー 映像・音楽 IP創出・ 
育成 施設・機器 出席回数／開催数

取締役

金子 秀 13,000

長年にわたり管理部門において業務に従事し、財
務・会計・税務実務に精通していることから、その
知識および経験を、当社の監査体制に活かしてい
ただくことを期待し、選任しています。

14／14

独立役員会

取締役
（非常勤、社外）

篠田 徹

公認会計士 1,700

長年にわたり監査実務に精通し、公認会計士の
資格も有していることから、会計および監査に関
する高度な知識および経験が当社の監査体制に
活かされることを期待し、選任しています。

17／18

人事報酬委員会

独立役員会

取締役
（非常勤、社外）

桑原 聡子

弁護士 外苑法律事務所パートナー
（株）ユニカフェ社外監査役
（株）三菱UFJフィナンシャル・グループ
社外取締役
日本郵船（株）社外取締役

—

長年にわたり弁護士として活躍していることから、
リーガルリスクの観点からの高度な知識および経
験が当社の監査体制に活かされることを期待し、
選任しています。

17／18

独立役員会

取締役
（非常勤、社外）

小宮 孝之

公認会計士
税理士 500

長年にわたり会計・税務実務に精通し、公認会計
士および税理士の資格も有していることから、会
計・税務および監査に関する高度な知識および経
験が当社の監査体制の強化に活かされることを
期待し、選任しています。

18／18

社外取締役（監査等委員を除く）

注： 金子 秀は、2024年6月24日開催の第19回定時株主総会において選任されたため、2025年3月期の取締役会の出席回数が他の取締役と異なります。
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財務セクション

（注） 連結財務諸表は円貨で表示されております。ただし、読者の便宜に供するため、2025年3月期の連結
財務諸表は2025年3月31日の東京外国為替市場におけるおよその実勢為替レートの1米ドル149.52
円を用いて米ドル換算されております。この換算は、連結財務諸表に表示されている円金額が同レー
トで米ドルに転換可能という意味ではありません。

6カ年連結財務サマリー
株式会社バンダイナムコホールディングス及び連結子会社
3月31日に終了した会計年度

 
百万円（1株当たり情報及び主要財務指標を除く） 

2020 2021 2022 2023 2024 2025

会計年度：

売上高 ¥723,989 ¥740,903 ¥889,270 ¥990,089 ¥1,050,210 ¥1,241,513 

売上総利益 260,948 282,006 356,265 368,656 370,959 495,185 

販売費及び一般管理費 182,172 197,352 230,769 252,183 280,277 314,956 

営業利益 78,775 84,654 125,496 116,472 90,682 180,229 

経常利益*1 79,797 87,612 133,608 128,006 104,164 186,470 

親会社株主に帰属する当期純利益 57,665 48,894 92,752 90,345 101,493 129,301 

包括利益 53,312 90,527 96,299 116,064 110,456 168,060 

資本的支出 33,406 31,507 36,554 45,737 49,116 65,257 

減価償却費 23,239 24,684 25,726 28,671 38,364 40,216 

営業活動によるキャッシュ・フロー 43,131 60,483 121,212 95,625 88,906 187,337 

会計年度末：

総資産 ¥619,819 ¥732,782 ¥862,650 ¥926,358 ¥971,838 ¥1,102,636 

流動資産 383,662 455,210 577,206 592,637 642,622 704,942 

流動負債 142,506 175,920 243,362 247,323 244,119 278,611 

純資産 454,684 511,433 584,233 652,133 699,823 793,216 

1株当たり情報（単位：円）：

当期純利益*2 ¥    87.46 ¥    74.19 ¥140.70 ¥136.88 ¥153.85 ¥197.88 
配当金 132.00 112.00 212.00 206.00 60.00 71.00 

主要財務指標：

自己資本当期純利益率（ROE）*3（%） 13.1 10.2 16.9 14.6 15.0 17.3 

総資産経常利益率（ROA）*4 （%） 12.9 13.0 16.7 14.3 11.0 18.0 

売上高販管費率（%） 25.2 26.6 26.0 25.5 26.7 25.4 

売上高営業利益率（%） 10.9 11.4 14.1 11.8 8.6 14.5 

売上高親会社株主に帰属する当期純利益率（%） 8.0 6.6 10.4 9.1 9.7 10.4 

自己資本比率（%） 72.5 69.7 67.7 70.4 72.0 71.9 

デット・エクイティ・レシオ（倍） 0.01 0.05 0.05 0.03 0.02 0.02 

*1 経常利益は日本の会計基準上の項目です。
*2  当社は、2023年4月1日付で普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っております。 

2020年3月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「1株当たり当期純利益」を算定しております。
*3 ROE=親会社株主に帰属する当期純利益÷平均自己資本
*4 ROA=経常利益÷平均資産総額

135  6カ年連結財務サマリー

136  連結貸借対照表

138   連結損益計算書及び  
連結包括利益計算書

139  連結株主資本等変動計算書

140  連結キャッシュ・フロー計算書
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連結貸借対照表
株式会社バンダイナムコホールディングス及び連結子会社
2024年及び2025年3月31日現在

百万円 千米ドル（注）

2024 2025 2025 

（資産の部）

流動資産：

 現金及び預金 ¥   321,868 ¥  388,460 $ 2,598,049 

 売上債権及び契約資産 118,190 123,998 829,310 

 貸倒引当金 (1,075) (862) (5,770)

 棚卸資産 140,597 128,710 860,823 

 その他 63,042 64,635 432,288 

  流動資産合計 642,622 704,942 4,714,701 

有形固定資産：

 建物及び構築物 47,640 55,287 369,769 

 アミューズメント施設・機器 65,103 67,763 453,206 

 土地 46,702 48,671 325,519 

 その他有形固定資産 193,313 217,865 1,457,096 

  合計 352,759 389,588 2,605,591 

 控除：減価償却累計額 (234,123) (250,461) (1,675,100)

  有形固定資産合計 118,636 139,127 930,491 

無形固定資産：

  無形固定資産合計 32,176 31,226 208,847 

投資その他の資産：

 投資有価証券 116,127 173,350 1,159,380 

 繰延税金資産 33,976 19,673 131,580 

 退職給付に係る資産 6,123 11,710 78,318 

 その他 22,920 23,578 157,692 

 貸倒引当金 (744) (972) (6,502)

  投資その他の資産合計 178,403 227,340 1,520,468 

  資産合計 ¥   971,838 ¥1,102,636 $ 7,374,508 

百万円 千米ドル（注）

2024 2025 2025 

（負債、純資産の部）

流動負債：

 仕入債務 ¥ 99,254 ¥   98,068 $  655,891 

 未払法人税等 23,192 40,715 272,308 

 契約負債 27,728 28,677 191,796 

 引当金 3,095 5,098 34,099 

 その他 90,848 106,051 709,279 

  流動負債合計 244,119 278,611 1,863,375 

固定負債：

 退職給付に係る負債 4,925 6,042 40,415 

 繰延税金負債 4,291 7,697 51,483 

 その他 18,678 17,067 114,149 

  固定負債合計 27,895 30,808 206,048 

  負債合計 272,014 309,420 2,069,423 

純資産：

 株主資本

 資本金 10,000 10,000 66,880  

  発行可能株式総数：2,500,000,000株

  発行済株式数：660,000,000株

 資本剰余金 53,321 43,491 290,871 

 利益剰余金 579,417 668,802 4,472,996 

 自己株式：（2024年：11,813,756株、 2025年：12,782,466株） (19,293) (44,214) (295,706)

  小計 623,445 678,079 4,535,041 

 その他の包括利益累計額

 その他有価証券評価差額金 49,262 85,451 571,508 

 繰延ヘッジ損益 1,022 (8) (57)

 土地再評価差額金 (4,016) (4,022) (26,903)

 為替換算調整勘定 29,637 30,769 205,787 

 退職給付に係る調整累計額 166 2,584 17,284 

  小計 76,071 114,774 767,618 

 非支配株主持分 306 362 2,425 

  純資産合計 699,823 793,216 5,305,085 

  負債、純資産合計 ¥971,838 ¥1,102,636 $7,374,508 
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連結損益計算書及び連結包括利益計算書
株式会社バンダイナムコホールディングス及び連結子会社
2024年及び2025年3月期

円  米ドル（注）

2024 2025 2025 
1株当たり情報
3月31日現在の純資産額 ¥ 1,069.29 ¥1,225.02 $8.19 
当期純利益
 潜在株式調整前 153.85 197.88 1.32 
 潜在株式調整後 — — —
当期に係る配当金 60.00 71.00 0.47 

百万円 千米ドル（注）

2024 2025 2025
売上高 ¥1,050,210 ¥1,241,513 $8,303,324 
売上原価 679,251 746,327 4,991,487 
  売上総利益 370,959 495,185 3,311,837 
販売費及び一般管理費 280,277 314,956 2,106,449 
  営業利益 90,682 180,229 1,205,388 

その他の損益：
 受取利息及び受取配当金 4,320 4,732 31,653 
 支払利息 (310) (391) (2,619)
 為替差損益 6,417 (767) (5,130)
 デリバティブ評価損益 (184) 178 1,194 
 違約金 — (884) (5,914)
 持分法による投資損益 2,121 2,699 18,054 
 投資有価証券売却損益 45,517 423 2,830 
 投資有価証券評価損 (751) (487) (3,260)
 固定資産除売却損益 (394) 165 1,105 
 減損損失 (1,674) (1,526) (10,209)
 関係会社株式評価損 (284) (475) (3,177)
 その他 1,179 225 1,509 

55,958 3,892 26,036 

税金等調整前当期純利益 146,640 184,122 1,231,424  

法人税等 45,125 54,764 366,269  

当期純利益 101,515 129,358 865,155  

非支配株主に帰属する当期純利益 21 56 376  

親会社株主に帰属する当期純利益 ¥  101,493 ¥  129,301  $  864,778  

連結損益計算書

連結包括利益計算書
百万円  千米ドル（注）

2024 2025 2025 
当期純利益 ¥101,515 ¥129,358 $  865,155 
その他の包括利益
　その他有価証券評価差額金 (13,606) 36,096 241,415 
　繰延ヘッジ損益 1,676 (1,028) (6,876)
　土地再評価差額金 — (5) (39)
　為替換算調整勘定 18,590 1,131 7,569 
　退職給付に係る調整額 2,081 2,418 16,173 
　持分法適用会社に対する持分相当額 199 89 601 
　その他の包括利益合計 8,941 38,702 258,844 
包括利益 ¥110,456 ¥168,060 $1,123,999 
（内訳）
　親会社株式に係る包括利益 ¥110,432 ¥168,004 $1,123,623 
　非支配株主に係る包括利益 23 56 376 

連結株主資本等変動計算書
株式会社バンダイナムコホールディングス及び連結子会社
2024年及び2025年3月期

2024年3月期
百万円

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本 
合計

その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算 
調整勘定

退職給付に
係る調整 
累計額

その他の 
包括利益 
累計額 
合計

非支配 
株主持分 純資産合計

当期首残高 ¥10,000 ¥52,897 ¥523,923 ¥ (2,102) ¥584,718 ¥ 62,671 ¥  (656) ¥(4,016) ¥11,049 ¥(1,915) ¥67,132 ¥282 ¥652,133

剰余金の配当 (45,998) (45,998) (45,998)

親会社株主に帰属する 
　当期純利益 101,493 101,493 101,493

自己株式の取得 (17,240) (17,240) (17,240)

自己株式の処分 423 48 472 472

持分法適用会社に対する 
　 持分変動に伴う 
自己株式の増減 0 0 0

株主資本以外の項目の 
　当期変動額（純額） (13,409) 1,678 — 18,587 2,081 8,939 23 8,963

当期末残高 ¥10,000 ¥53,321 ¥579,417 ¥(19,293) ¥623,445 ¥ 49,262 ¥1,022 ¥(4,016) ¥29,637 ¥  166 ¥76,071 ¥306 ¥699,823

2025年3月期
百万円

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本 
合計

その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算 
調整勘定

退職給付に
係る調整 
累計額

その他の 
包括利益 
累計額 
合計

非支配 
株主持分 純資産合計

当期首残高 ¥10,000 ¥53,321 ¥579,417 ¥(19,293) ¥623,445 ¥49,262 ¥ 1,022 ¥(4,016) ¥29,637 ¥  166 ¥ 76,071 ¥306 ¥699,823 

剰余金の配当 (39,918) (39,918) (39,918)

親会社株主に帰属する 
　当期純利益 129,301 129,301 129,301 

持分法の適用範囲の変動 1 1 1 

自己株式の取得 (35,000) (35,000) (35,000)

自己株式の消却 (9,942) 9,942 — —

自己株式の処分 111 134 246 246 

持分法適用会社に対する 
　 持分変動に伴う 
自己株式の増減 3 3 3 

株主資本以外の項目の 
　当期変動額（純額） 36,189 (1,030) (5) 1,131 2,418 38,702 56 38,758 

当期末残高 ¥10,000 ¥43,491 ¥668,802 ¥(44,214) ¥678,079 ¥85,451 ¥    (8) ¥(4,022) ¥30,769 ¥2,584 ¥114,774 ¥362 ¥793,216 

2025年3月期
千米ドル（注）

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本 
合計

その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算 
調整勘定

退職給付に
係る調整 
累計額

その他の 
包括利益 
累計額 
合計

非支配 
株主持分 純資産合計

当期首残高 $66,880 $356,619 $3,875,183 $(129,038) $4,169,645 $329,472 $6,837 $(26,864) $198,218 $ 1,110 $508,774 $2,048 $4,680,468 

剰余金の配当 (266,977) (266,977) (266,977)

親会社株主に帰属する 
　当期純利益 864,778 864,778 864,778 

持分法の適用範囲の変動 10 10 10 

自己株式の取得 (234,088) (234,088) (234,088)

自己株式の消却 (66,492) 66,492 — —

自己株式の処分 744 900 1,645 1,645 

持分法適用会社に対する 
　 持分変動に伴う 
自己株式の増減 26 26 26 

株主資本以外の項目の 
　当期変動額（純額） 242,035 (6,895) (39) 7,569 16,173 258,844 376 259,220 

当期末残高 $66,880 $290,871 $4,472,996 $(295,706) $4,535,041 $571,508 $   (57) $(26,903) $205,787 $17,284 $767,618 $2,425 $5,305,085 
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連結キャッシュ・フロー計算書
株式会社バンダイナムコホールディングス及び連結子会社
2024年及び2025年3月期

百万円 千米ドル（注）

2024 2025 2025 
営業活動によるキャッシュ・フロー
 税金等調整前当期純利益 ¥146,640 ¥ 184,122 $ 1,231,424 
 減価償却費 38,364 40,216 268,971 
 減損損失 1,674 1,526 10,209 
 のれん償却額 2,676 2,618 17,515 
 貸倒引当金の増加（減少）額 (86) 29 195 
 その他の引当金の増加（減少）額 (1,131) 1,998 13,364 
 退職給付に係る負債の増加（減少）額 230 (59) (397)
 受取利息及び受取配当金 (4,320) (4,732) (31,653)
 支払利息 310 391 2,619 
 為替差損益 637 123 827 
 持分法による投資損益 (2,121) (2,699) (18,054)
 デリバティブ評価損益 184 (178) (1,194)
 固定資産除売却損益 394 (165) (1,105)
 アミューズメント施設・機器除却損 106 249 1,665 
 投資有価証券売却損益 (45,517) (423) (2,830)
 投資有価証券評価損 751 487 3,260 
 関係会社株式評価損 284 475 3,177 
 違約金 － 884 5,914 
 売上債権の減少（増加）額 (15,360) (6,311) (42,214)
 棚卸資産の減少（増加）額 15,369 11,829 79,119 
 アミューズメント施設・機器設置額 (8,537) (9,514) (63,632)
 仕入債務の増加（減少）額 (1,880) (1,440) (9,631)
 契約負債の増加（減少）額 4,361 (680) (4,550)
 その他の流動資産の減少（増加）額 (1,911) (2,395) (16,023)
 その他の流動負債の増加（減少）額 1,320 14,249 95,304 
 その他 (3,875) (8,586) (57,430)
  小 計 128,562 222,015 1,484,853 
 利息及び配当金の受取額 4,290 4,632 30,983 
 利息の支払額 (321) (396) (2,652)
 法人税等の支払額又は還付額 (44,132) (38,030) (254,347)
 補償金の受取額 508 － －
 違約金の支払額 — (884) (5,914)
  営業活動によるキャッシュ・フロー 88,906 187,337 1,252,922 
投資活動によるキャッシュ・フロー
 定期預金の増減額（純額） (5,975) (17,273) (115,527)
 有形固定資産の取得による支出 (24,699) (33,554) (224,416)
 有形固定資産の売却による収入 86 792 5,301 
 無形固定資産の取得による支出 (10,210) (8,882) (59,405)
 投資有価証券の取得による支出 (716) (3,188) (21,322)
 投資有価証券の売却による収入 53,641 633 4,237 
 関係会社株式の取得による支出 (1,797) (73) (491)
 関係会社株式の売却による収入 — 408 2,734 
 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 — 100 674 
 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出 — (148) (995)
 その他 (191) (819) (5,478)
  投資活動によるキャッシュ・フロー 10,136 (62,004) (414,690)
財務活動によるキャッシュ・フロー
 短期借入金の純増減額 157 (162) (1,088)
 長期借入れによる収入 — 100 668 
 長期借入金の返済による支出 (10,206) (124) (829)
 自己株式の取得による支出 (17,240) (35,000) (234,088)
 自己株式の処分による収入 0 0 0 
 配当金の支払額 (45,998) (39,918) (266,977)
 その他 (1,949) (2,241) (14,990)
  財務活動によるキャッシュ・フロー (75,237) (77,347) (517,306)
現金及び現金同等物に係る換算差額 11,170 1,711 11,446 
現金及び現金同等物の増加（減少）額 34,975 49,696 332,372 
現金及び現金同等物の期首残高 276,288 311,264 2,081,757 
現金及び現金同等物の期末残高 ¥311,264 ¥ 360,960 $ 2,414,130 

会社情報
2025年3月31日現在

大株主 氏名または名称 持株数（千株） 持株比率（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 129,384 19.98
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 57,471 8.88
JP MORGAN CHASE BANK 380815 
（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部） 32,837 5.07

有限会社ジル 18,000 2.78
中村 恭子 14,272 2.20
野村信託銀行株式会社（退職給付信託三菱UFJ銀行口） 13,758 2.13
株式会社マル 13,200 2.04
STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 
（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部） 12,659 1.96

任天堂株式会社 11,537 1.78
KOREA SECURITIES DEPOSITORY-SAMSUNG 
（常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ東京支店） 10,046 1.55

注：持株比率は、自己株式を控除して計算しています。

株数（単元） 持株比率（%）

所有者別株式分布 政府・地方公共団体 — —
金融機関 2,359,884 35.77 
金融商品取引業者 135,965 2.06 
その他の法人 749,789 11.37 
外国法人等 2,563,897 38.86
個人・その他 787,088 11.93

社名 株式会社バンダイナムコホールディングス

本社 〒108-0014 
東京都港区芝5-37-8　バンダイナムコ未来研究所 
URL：www.bandainamco.co.jp/

資本金 100億円

上場証券取引所 東京証券取引所プライム市場（証券コード：7832）

事業内容 バンダイナムコグループの中長期経営戦略の立案・遂行 
グループ会社の事業戦略実行支援・事業活動の管理

株式の状況 会社が発行する株式の総数 2,500,000,000株
発行済株式総数 650,000,000株
株主数 52,442名
一単元の株式数 100株
注：上記の発行済株式総数は、2025年4月30日付けの自己株式消却後の株式数となります。

IDOLiSH7™& ©Bandai Namco Entertainment Inc.　THE IDOLM@STER™& ©Bandai Namco Entertainment Inc.　©円谷プロ ©ウルトラマンオメガ製作委員会・テレビ東京　©2025 石森プロ・テレビ朝日・ADK EM・東映　©創通・サンライズ　
©テレビ朝日･東映AG･東映　©やなせたかし／フレーベル館・TMS・NTV　©BANDAI　©バード・スタジオ／集英社・東映アニメーション　PAC-MAN™＆ ©Bandai Namco Entertainment Inc.　©ABC-A・東映アニメーション　
©岸本斉史 スコット／集英社・テレビ東京・ぴえろ　©2024 プロジェクトラブライブ！虹ヶ咲学園スクールアイドル同好会ムービー　©尾田栄一郎／集英社・フジテレビ・東映アニメーション　©創通・サンライズ・MBS　
©2025 SANRIO CO., LTD. APPROVAL NO. L656498　©2025 Universal Music LLC　©JFA　©Bandai Namco Entertainment Inc.　©Bandai Namco Experience Inc.　©Bandai Namco Amusement Inc.
©尾田栄一郎／集英社 ©尾田栄一郎／集英社・フジテレビ・東映アニメーション　Taiko no Tatsujin™Series & ©Bandai Namco Entertainment Inc.　塊魂™Series & ©Bandai Namco Entertainment Inc.　©窪岡俊之　©SHIMANE SUSANOO MAGIC　
TEKKEN™& ©Bandai Namco Entertainment Inc.　©TRYWORKS PAC-MAN™& ©Bandai Namco Entertainment Inc.　©HANAYASHIKI Co., Ltd.　©2024 PL!NM　
©2025. TM & © Spin Master Toys UK Limited, used under license. TM&© Othello,Co. and MegaHouse

インデックスへの 
採用状況

• 日経平均株価（日経225） 
• TOPIX100 
• JPX日経インデックス400 
• MSCI日本株女性活躍指数（WIN） 
• FTSE Blossom Japan Sector Relative Index 
• iSTOXX MUTB Japan プラチナキャリア 150 インデックス
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主要グループ会社一覧
2025年10月現在

株式会社バンダイナムコホールディングス    バンダイナムコグループの中長期経営戦略の立案・遂行、グループ会社の事業戦略実行支援・ 
事業活動の管理（東証プライム市場上場）

Bandai Namco Holdings USA Inc.   米州地域における地域統括会社として、事業会社の事業戦略遂行支援など

Bandai Namco Holdings Europe S.A.S.  欧州地域における地域統括会社として、事業会社の事業戦略遂行支援など 

Bandai Namco Holdings Asia Co., Ltd.  アジア地域（中国を除く）における地域統括会社として、事業会社の事業戦略遂行支援など

Bandai Namco Holdings China Co., Ltd.  中国地域における地域統括会社として、事業会社の事業戦略遂行支援など

トイホビーユニット

株式会社バンダイ   玩具、カプセルトイ、カード、食玩・菓子・食品、アパレル、生活用品などの企画・開発・製造・販売

株式会社BANDAI SPIRITS   プラモデル、ハイターゲット向け玩具、キャラクターくじ、アミューズメント専用景品などの企画・ 
開発・製造・販売

株式会社メガハウス  玩具、フィギュアなどの企画・開発・製造・販売、および受託製造

サンスター文具株式会社  キャラクター・アイデア文具、その他雑貨の企画・開発・製造・販売

株式会社ハート  季節催事菓子および玩具菓子の企画・開発・製造・加工・販売

株式会社プレックス   キャラクターデザインやバンダイ商品のデザイン・企画と自社商品の企画・販売

株式会社バンダイナムコクラフト  玩具、プラモデル、電子関連機器などの企画・開発・製造、各種検査、試験業務受託 
（ISO17025試験所認定）

株式会社バンダイナムコプライズマーケティング  アミューズメント景品の企画・開発・販売

株式会社バンダイナムコヌイ ぬいぐるみ、繊維製品・布製玩具および雑貨などの企画・開発・製造・販売

株式会社アートプレスト  企画・デザイン・印刷（パッケージ、カタログ、ポスター、カード）、WEBページ制作、 
イベント企画運営

Bandai Namco Toys & Collectibles America Inc.  米州における玩具およびコレクターズフィギュアなどのハイターゲット層向け商品の 
販売・プロモーション、イベント販売、EC事業など

BANDAI S.A.S.   フランスにおける玩具関連商品の販売

BANDAI ESPAÑA S.A.   スペインにおける玩具関連商品の販売

Bandai Namco Entertainment (Shanghai) Co., Ltd.   ネットワークコンテンツの企画・運営・プロデュース 
玩具、カプセルトイ、カード、食玩、プラモデル、景品などの企画・開発・製造・販売、および中国 
向け玩具などの製造販売

Bandai Namco Asia Co., Ltd.  アジア地域での玩具などの調達、販売および輸出入

BANDAI (SHENZHEN) CO., LTD.   協力工場に対する生産指導や開発支援、品質管理などのサービス提供、品質検査や 
工場監査などのサービス提供

Bandai Namco Korea Co., Ltd.  韓国における玩具関連商品の企画・販売

Bandai Namco (Thailand) Co., Ltd.  スーパー戦隊シリーズのロボット玩具、金型などの製造

Bandai Namco Philippines Inc.  玩具（主にカプセルトイ・フィギュア・低単価商品）の製造、カプセル自販機の製造、その他

Bandai Namco Trading (HK) Ltd.  アミューズメント専用景品およびコンビニエンスストアなどに向けたキャラクターくじおよび 
海外販売商品の調達管理

BANDAI CORPORACION MEXICO, S.A. de C.V. メキシコにおける玩具関連商品の販売

デジタルユニット

株式会社バンダイナムコエンターテインメント   ネットワークコンテンツ、家庭用ゲームなどのエンターテインメントコンテンツの企画・配信・販売

株式会社バンダイナムコスタジオ   家庭用ゲーム、ネットワークコンテンツ、PCコンテンツなどの企画・開発・運営

株式会社ディースリー・パブリッシャー   家庭用ゲームの企画・開発・販売、ネットワークコンテンツの企画・開発・配信

株式会社バンダイナムコフォージデジタルズ 家庭用ゲーム、ネットワークコンテンツ、業務用ゲームなどの企画・開発

株式会社バンダイナムコネットワークサービス   ネットワークサービスにおけるコンテンツ運営・配信・デジタルマーケティング・ローカライズ 
および技術支援など

株式会社バンダイナムコセブンズ   遊技機開発・販売、映像基板開発・製造・販売、その他新規事業企画運営

株式会社バンダイナムコ研究所 　   バンダイナムコグループ全体のサービスに活用するための技術開発、新領域の実証・検証

株式会社バンダイナムコネクサス   オンラインゲームおよび配信するプラットフォーム、IPファン向けサービスの開発・運営・分析など

株式会社バンダイナムコエイセス   家庭用ゲーム、ネットワークコンテンツ、PCコンテンツなどの企画・開発・運営

株式会社バンダイナムコ島根スサノオマジック プロバスケットボールチーム「島根スサノオマジック」の運営

Bandai Namco Entertainment America Inc. 家庭用ゲームの企画・開発・販売、ネットワークコンテンツの企画・開発・配信

Bandai Namco Entertainment Europe S.A.S. 家庭用ゲームの企画・開発・販売、ネットワークコンテンツの企画・開発・配信

Reflector Entertainment Ltd.  ネットワークコンテンツ、家庭用ゲームなどのエンターテインメントコンテンツの企画・制作

Bandai Namco Mobile S.L.  ネットワークコンテンツの開発およびマーケティング

Bandai Namco Studios Singapore Pte. Ltd.   家庭用ゲーム、業務用ゲームなどの企画・開発

Bandai Namco Entertainment (Shanghai) Co., Ltd.  ネットワークコンテンツの企画・運営・プロデュース  
玩具、カプセルトイ、カード、食玩、プラモデル、景品などの企画・開発・製造・販売、および 
中国向け玩具などの製造販売

Limbic Entertainment GmbH ネットワークコンテンツ、家庭用ゲームなどのエンターテインメントコンテンツの企画・制作

映像音楽ユニット

株式会社バンダイナムコフィルムワークス  アニメーションなどの映像コンテンツおよび映像関連サービスの企画・製作・販売および 
著作権・版権の管理・運用

株式会社バンダイナムコミュージックライブ 音楽コンテンツの企画・制作・管理・運用・アーティストの発掘・育成、ライブイベントのプロデュース

株式会社創通  アニメーション番組の企画・製作および版権ビジネス、スポーツビジネスのプロデュース業務や代
理店業務

株式会社バンダイナムコピクチャーズ アニメーションなどの映像コンテンツの企画・製作および著作権・版権の管理・運用

株式会社アクタス アニメーション作品の企画・制作

株式会社エイトビット  アニメーション作品の企画・制作および商品開発

株式会社バンダイナムコベース コンサートホール施設の管理、運営

Bandai Namco Filmworks America, LLC 映像の企画・製作および著作権・版権の管理・運用など

SUNRISE (SHANGHAI) CO., LTD. 映像の企画・製作および著作権・版権の管理・運用など

アミューズメントユニット

株式会社バンダイナムコエクスペリエンス   リアルエンターテインメント事業に関わる施設・機能・サービスの企画・開発・運営・販売

株式会社バンダイナムコアミューズメント   エンターテインメント施設の運営

株式会社花やしき  遊園地「浅草花やしき」および多目的ホール「浅草花劇場」の企画運営など

株式会社バンダイナムコテクニカ  業務用ゲーム関連のアフターサービス事業、中古業務用ゲーム・他社商品の仕入れ・販売、 
オリジナル商品開発

株式会社バンダイナムコアミューズメントラボ   リアルエンターテインメント施設向けコンテンツおよびアミューズメント機器関連の研究、企画開発
に関する業務

Bandai Namco Amusement America Inc.  業務用ゲームの企画・生産、屋内用レクリエーション商品の企画・生産・販売、他社製業務用ゲー
ムの対欧・対日輸出、業務用ゲームの補修 

Bandai Namco Amusement Europe Ltd.  エンターテインメント施設の企画・運営、業務用ゲームの販売

NAMCO ENTERPRISES ASIA LTD.  エンターテインメント施設の企画・運営

Bandai Namco Amusement (Shanghai) Co., Ltd.   エンターテインメント施設の企画・運営

関連事業会社

株式会社バンダイロジパル  国際物流事業、通関業、アミューズメント関連事業、商品検査業務、商品の生産支援業務など

株式会社ロジパルエクスプレス  貨物自動車運送事業、産業廃棄物収集運搬業、物流管理事業、倉庫業、車両整備業など

株式会社バンダイナムコビジネスアーク  バンダイナムコグループの総務、人事、経理財務、情報システムに関する業務の受託など

株式会社ジェイ・ブロード  新卒・中途採用計画に関するコンサルティング、採用広報メディアの企画・制作・発行、採用関連
情報の収集・分析・提供、企業向採用教育テストの販売、大学・短大等広報・教育関連の企画立案、
学生向就職摸擬テストの実施、人材紹介業（許可番号13-ユ -010991）

株式会社バンダイナムコウィル バンダイナムコグループの障がい者雇用を促進することを目的とした特例子会社
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